　ドイツ左翼党綱領　
　　         Programm der Partei DIE LINKE
左翼党第２回党大会・第２会議（2011年10月21-23日、エアフルト）で決定
　　　
ベルトルト・ブレヒト：
ある読書する労働者からの問いかけ (Fragen eines lesenden Arbeiters)
誰が７門のテーベンを築いたか？
本には王たちの名前が載っている。王たちが岩塊を引っ張ってきたのか？
そして何度も打ち砕かれたバビロンを、だれがそのつど再建したのか？　
黄金に光り輝くリマの、どの家に建築職人たち（農夫たち）は住んでいたのか？
万里の長城が出来上がった晩には、レンガ積み人夫たちはどこへ行ったのだろう？　
大ローマは、凱旋門で満ちている。だれがそれを建設したのか？　
カエザルたちは、誰に対して勝利したのか？　
たくさんの歌に歌われたビザンツには
宮殿とその住人だけしか存在しなかったのか？　
伝説のアトランティスの中でさえ　海がそれを飲み込んだ夜に
おぼれる人々が彼らの奴隷に向かってがなりたてた。
若いアレクサンダーはインドを征服した。彼が単独で征服したのか？
シーザーはガリア人を打ち破った。
彼は少なくともひとりのコックも従えていなかったのか？
スペインのフィリップは彼の艦隊が沈没したときに泣いた。
ほかの誰も泣かなかったのか？
フリードリッヒⅡ世は７年戦争に勝利した。彼のほかにだれが勝利したのか？　
両者が勝利 (Jede Seite ein Sieg.)。だれが勝利の祝宴の料理を作ったか？
十年ごとに偉大な人物。誰が諸経費を支払ったのか？
かくも多くの情報、かくも多くの疑問。
（バルバラ・ブレヒト・シャルの好意ある許諾により，ズールカンプ1990年版第9巻より転載）
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《訳注》①ドイツ語では、「社会的（sozial）」には「社会福祉(問題)・労働福祉(問題)上の」という含意があり、具象的な「社会的（gesellschaftlich）｣と区別される。訳文中、前者にはその都度（sozial）と注記するか「社会福祉（的）」と訳したが、その注記のない「社会的」はいずれも“gesellschaftlich”の訳語。「社会(Gesellschaft)の社会(sozial)問題｣といった表現が用いられる。英語では両者とも“social”。　②文中カッコ内の＊印は訳者の付記。③第１次草案と変らない原文であっても、より適切と思われる訳語に置き換えた部分もある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2012年２月、訳者＝原　八峰）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
序文　―　左翼党はこのために闘う
左翼党は社会主義政党としてオルタナチブ(*取って代わるべきシステム)のために、よりよい未来のために闘う。われわれ、民主的な社会主義者、さまざまな政治的経歴や世界観上のおよび宗教上の影響力を持った民主的な左翼、女性および男性、年配者および若者、古くからの定住者および新たな入植者、障碍者および健常者は、新たな左翼の政党に結集した。われわれは、よりよい世界は可能だという人類の夢に固執する。
われわれは卑屈にも経済的権勢の意に屈し、まさにそれゆえに相互にほとんど見分けがつかないような政党(複数)ではないし、そのような政党にはならない。
われわれは次のような具体的な目標を追求する。すなわち、われわれはいかなる子供も貧困のなかで育てられてはならず、すべての人々が平和と尊厳と社会保障（soziale Sicherheit）の下で自立的に生活し、社会的諸関係(生活環境)を民主的に形成することが出来る社会のために闘う。この目標を達成するために、われわれは別の経済・社会システム、すなわち民主主義的な社会主義を必要とする。
われわれは、飢餓と貧困を克服するための、気候変動と環境破壊の結果に首尾よく対処するための、説得力ある政治的もくろみのために、人々の壮大なアイデアとビジョンと創造的な力を活用したい。
われわれは、利潤の利害（Profitinteressen）が何十億の人々の生活展望を左右し、搾取と戦争と帝国主義がすべての国々から希望と未来を奪い取っている世界に甘んずることは出来ない。とりわけ利潤が支配するところでは民主主義のための余地はほとんどない。巨大コンツェルン(大企業)の制御されざる自由は人類の多数にとっての不自由を意味する。
われわれは民主主義と社会主義、人権と開放のための闘い、ファシズムと人種差別主義、帝国主義と軍国主義に反対する闘いの伝統を引き継いでいる。われわれは、人々が搾取され、権利を奪われ、禁治産宣告を受け、また彼らの社会的（sozial）および自然的生活基盤が破壊されるようなすべての社会状況(社会的諸関係)を克服しようと思う。
われわれは、知識の取得、文化交流、コミュニケーションの新たな可能性を生きがいある未来のために役立てたい。われわれは、法治および社会福祉国家体制（Rechts- und Sozialstaatlichkeit）を拡充強化し、それによって女性および男性が労働および生活時間を自主権的に決定することができ、参加と教育と社会的相互協力（soziales Füreinander）の機会を獲得することができることを望む。
上層の1万人のための際限なき富、ますます多くの貧困者にとっての屈辱、大多数にとっての豊かさの低下は、生産と取引の国際化の結果ではなくしてグローバルな資本主義の結果である。ドイツにとっての必然的な帰結は常にいたるところに存在する。すなわち、増大する低賃金セクター、職場の喪失、社会福祉サービス(soziale Leistung)の縮小、貧困化した地方自治体、職業訓練所の不足、社会的(sozial)教育特権、二階級医療、貧困の中の、あるいは人間に値する介護を受けられない老人たち、などがそれである。支配的な政治はコンツェルン(大企業)の幹部や資産所有者の利益に奉仕してきた。このようなアジェンダは大多数の人々の利益に反する。われわれは強者の法(Recht)ではなくグローバルな共同と連帯にかける。全能のグローバル・キャピタリズムの独裁下での世界は努力して得るに値する世界ではない。経済と政治の中心に、大多数の人々の生活上の諸要求と利害が位置しなければならない。
われわれは消極的な不満から積極的な抵抗に転換することに貢献したい。われわれは賃金ダンピング、社会福祉の剥奪、および公共財産の売り払いに反対する。われわれは社会的な力関係を変え、他の(*オルタナチブの)政策を実現するよう努力したい。民主主義、自由、平等、公正、国際主義および連帯がわれわれの基本的な価値を構成する。これらは平和、自然保護、および解放と不可分である。われわれは、不平等、搾取、拡張、競争に立脚する資本主義がこれらの目標と相容れないがゆえに、システム転換のために闘う。
われわれは新しい政治勢力に結集した。それは自由と平等を擁護し、一貫して平和のために闘い、民主的かつ社会的(sozial)であり、エコロジーと女性の権利を大切にし、オープンで複数主義をとり、論争するが寛容である。われわれは、ドイツとヨーロッパと世界の市民とともに、労働組合や諸運動とともに、オルタナチブな解決法と社会的なオルタナチブを探求する。われわれは、個々人の自由と平等を相互に認め合うことが万人の連帯的発展の条件になるような民主的な社会主義社会を建設したい。われわれは、資本主義を克服する抜本的な社会改造への道を切り開く政治の方向転換のために闘う。
われわれの綱領の中では次の三つの基本理念が結合されている。
· 自律的生活と連帯の諸条件に社会的に(sozial)平等に参画することを通しての各人のための個人的自由と個性の開花――これはわれわれにとって連帯的社会の第１の基本理念とみなされる。その中では、利潤の支配は克服され、万人にとって信頼でき、かつ良好な生活諸条件が経済運営の目標となる。
· 連帯の発展と自然保護への経済の従属――われわれはこれを第2の基本理念と考える。それは利潤本位の成長に取って代わる持続的成長への社会(sozial)・エコロジー的改造を必要とする。
· これら二つのディメンジョンの実現はより長期の解放のプロセスであり、その過程で資本の覇権は民主的、社会的(sozial)およびエコロジーの勢力によって克服され、民主的な社会主義社会が誕生する。
左翼党は闘う
· これまでと異なった、民主的な経済秩序のために。それは生産と分配の市場調節を、民主的、社会的（sozial）、エコロジー的枠組み設定とコントロールの下に置くものである。それは、生活基盤事業(Daseinsvorsorge)、社会的インフラ、エネルギー産業および金融セクターの公的かつ民主的にコントロールされた財産所有（Eigentum）に依拠しなければならない。われわれは、国家、自治体、協同組合、あるいは従業員の所有を基礎にして、その他の構造決定的な分野を民主的に社会化することを望む。経済は厳しい競争管理の下に置かれなければならない。すべての企業において効果的な労働者の権利および共同決定権が確保されねばならない。
· 持続可能な、省資源、環境保全の経済運営と生活を目指す社会(sozial)・エコロジー的改造のために。われわれは、いっそうの社会的（sozial）公正と結びついた、規制された、持続可能な発展を必要とする。われわれは、南半球の人々の負担によらず、また更なるエコ資源の破壊によらない、原子力抜きの、再生可能エネルギーにもとづいたエネルギー転換を望む。
· 有用な、生存を保障する労働の権利のために。万人にとっての有益な労働、しかし個々人にとってはより少ない労働――われわれはこれを新しい完全雇用策として求める。左翼党は、労働時間短縮による労働の再配分を、同一労働での同一賃金および生活を保障する法的最低賃金を保証する。われわれは包括的な解雇からの保護のために尽力し、低賃金労働と飢餓賃金に反対し、正規雇用を派遣労働や擬似自営業（請負）に置き換えることに反対して闘う。
· 包摂する社会のために。そこでは、誰もが自分の能力、技能、才能を伸ばすことができ、誰も社会から阻害されず、誰でもが仲間入りすることができる枠組み条件が存在する。
· すべての労働の両性間での適正な配分のために。男性と女性の生活の中で、稼得労働のための時間、家族のための、すなわち子供やパートナーや友人のケアのための時間、政治参加の時間、個人的な継続学習や余暇や文化のための時間が十分であらねばならない。左翼党は、すべての人々が自分の生活時間をどう過ごすかについてより多くの決定余地を得ることを支持する。時間の自由使用に対する支持・擁護は、抑圧と労働支配と他者を自由に支配してきた歴史に対するわれわれの回答である。
· 社会保障に支えられた生活のために、貧困を実際に阻止する制裁抜きの最低保障と包括的な解雇からの保護のために。ハルツⅣ法（＊就業促進のため長期失業者に対する失業給付金を減額する法律）は廃棄されねばならない。各人は労働の権利を持ち、出勤停止（Sperrzeiten）あるいはその他の制裁を恐れる必要なく具体的な労務提供を拒否する権利を持つ。
· 万人を対象とする脱貧困の連帯的法的年金のために。これは被雇用者と企業が対等に出資するもので、老年期での生活水準を確保し、民間の保障とは異なり、金融市場のむら気に左右されない。何百万という高齢者に貧困生活を余儀なくさせる社会は非人間的である。高齢者の貧困を根絶するために、われわれは年金保険の枠組みの中で、高齢者を対象とした脱貧困の連帯的最低年金を実現したい。
· 医療と介護にかかわる連帯的市民保険のために。この中ですべての人々はそれぞれの収入額に応じて払い込み、必要なときにはこの保険が医療および介護給付の全額を引き受けることになる。医療給付は個人の懐具合に左右されてはならない――われわれは患者の不平等扱いを拒否する。
· 託児所（Krippe）から職業訓練、大学を経て生涯学習に至るまでの、良質で無料、かつ万人に開かれた教育のために。教育は自律的で連帯的な生活、社会への積極的な参加、および民主的なアンガージュマンを生み出す。
· 文化の多様性と社会の文化的豊かさへの万人の参加のために、はじめからの文化教育のために。すべての人々は文化的な自己表現の可能性、また文化的コミュニケーションへの参加の可能性を持つべきである。国家は文化を支援し、促進する義務を持つ。
· 適正な税制のために。それは、中・低所得者の負担を軽減し、高額所得者の負担を強化し、高額の資産、相続財産、キャピタルゲインおよびコンツェルンの収益に対しては公共団体および社会（sozial）・エコロジー的改造への資金供給のためにこれをいっそう強力に活用する。われわれは所得と資産を上から下へ再分配し、また公共サービスの財政を安定化し、改善したい。
· 大企業の恐喝的圧力に反対して民主主義と法治国家体制を貫徹するために。企業による政党への献金の禁止と政治的ならびに経済的権能の分離のために。とりわけ国民投票という形態でのいっそうの直接民主主義のために。本人の所得に左右されない法的訴訟権（Einklagbarkeit von Recht）のために。被雇用者の闘争手段としての政治ストライキとジェネラルストライキのために。市民権の拡充とすべての社会分野の民主化のために。資本主義は経済力によって民主主義を破壊する。従ってわれわれは、民主主義と自由は搾取と抑圧のない民主的な社会主義社会においてこそ、と言っているのである。
· いかなる形態の差別をも克服するために。性、年齢、社会的（sozial）地位、世界観、宗教、人種、性的志向および性的アイデンティティーにもとづく、あるいはいかなる障害にもとづく差別をも克服するために。左翼党にとって生きた反ファシズムは、戦争挑発、反ユダヤ主義、イスラム敵視、人種差別主義、民族優越観（nationaler Dünkel）に対する戦いと不可分である。
· 民主的、社会的（sozial）、エコロジー的、平和的連合としてのヨーロッパ連合（ＥＵ）の再出発のために。域内市場の自由よりも社会権（soziale Recht）を優先させるために。社会（sozial）および環境保護の、企業および資産課税の、全ヨーロッパ的な、高くよりよい最低基準のために。民主的に管理されたヨーロッパ中央銀行のために、また賃金、労働諸条件、社会福祉（soziale Leistungen）、環境基準を悪化させることによる安値競争を阻止する調整され民主的に管理された経済政策のために。とりわけ立地（＊誘致）競争、企業間競争、ダンピング競争およびその軍事的保全に憂き身をやつすＥＵはヨーロッパの理念を失墜させる。
· 帝国主義と戦争に反対し、平和と軍縮のために。大量殺戮兵器のない世界、武器輸出の禁止、ならびに兵器産業の民需品生産への転換、すなわち軍需転換（Rüstungs- konversion）促進のために。左翼党は決して戦争へのドイツの加担に同意しないであろう。戦争はいかなる問題も解決せず、逆に常に問題を引き起こす。連邦国防軍はすべての対外派兵から引き上げられねばならず、その国内への投入は厳しく禁止されるべきであり、連邦国防軍の国内への投入を見込み、かつ可能にしている非常事態法は廃棄されねばならない。左翼党は国際法と人権の尊重、文民による開発支援、紛争予防、平和的紛争解決、および第三世界の経済的搾取を終わらせること、を要求する。
· すべての人々の生活諸条件を改善するための国際的な連帯と協働のために。世界は全人類を理性的に養うのに十部豊かである。われわれは、平和、社会的（sozial）および政治的公正、ならびに人間の尊厳実現のために闘うすべての人々と連帯する。
Ⅰ．われわれは何処から来て、何者であるか
左翼党は、社会主義的、社会民主主義的、共産主義的労働者運動からの、またフェミニストその他の諸解放運動からの左翼民主主義的立場と伝統を受け継いでいる。われわれは、ドイツ民主共和国とドイツ連邦共和国での政治的経験を結合している。
18、19世紀のブルジョア革命は、宗教的ドグマと貴族の特権に反対して自由、平等、博愛を追求した。ヒューマニズムと啓蒙、人権と民主主義が労働運動と女性運動にとって決定的に重要であった。これらの運動は万人のための権利と自由の実現を要求した。しかしながら資本の支配と家父長的境遇からの解放こそが、はじめて万人のための自由と平等の社会主義的展望を実現する。このことはとりわけマルクスとエンゲルスとルクセンブルクによって示された。
19世紀に労働者たちは労働組合を組織した。彼らは自分たちの利益を貫徹するために資本による搾取に反対した。彼らはよりよい労働・生活条件のために、より高い収入と協働決定権のために闘った。彼らは日常と自由時間を連帯して形作り、また文化と教育要求を実現するために協同組合や協会（Vereine）を設立した。労働者を取り巻く環境がますます政治問題化するのに伴い労働者運動もまたその政治的利益代表組織を発展させた。これらは国家権力によって飴と鞭で、社会（福祉）改革と社会主義者鎮圧法によって厳しく抑圧された。それにもかかわらず、社会民主主義はドイツにおいて20世紀への入り口で強力な政治的、文化的勢力となったが、その伝統を引き継ぐことがわれわれの義務である。
19世紀のはじめ、女性運動が強まった。それは、女性の政治的、経済的、社会的（sozial）、文化的同権化のために、また私生活においても両性関係の変革のために闘った。われわれは、女性を抑圧し、不利益扱いするすべての支配関係に対する批判を中心に据え、また世界的に女性のための人権の貫徹と性に由来するいかなる差別も撤廃することを要求する女性運動ならびにフェミニズムの政治理論と連帯する。
1914年、戦争への対応がドイツの社会民主主義を引き裂いた。ＳＰＤ指導部は民族主義的な境界線を引く政策を支持し、ついには戦争に賛成した。平和のためのヨーロッパ労働者の団結は断念された。こうしたドイツ社会民主主義の荒廃した展開に対して、カール・リープクネヒトやローザ・ルクセンブルクは他の多くの人々とともに抵抗し、そのために命を落とした。
ドイツにおける1918、19年の革命は、ヨーロッパ内外での第1次世界大戦後の革命運動とその高揚に加わった。それは社会民主党指導部の手助けによって打ち砕かれた。ドイツ革命に対する、そして同様に後のソ連に対する相互に対立した態度は労働者運動の亀裂を深めた。USPD（独立社会民主党）、KPD（ドイツ共産党）および左翼社会主義運動は今日、社会民主主義の歴史と同様、左翼党の歴史的遺産である。
第1次世界大戦の後、ドイツは1919年の夏まで何千人もの犠牲者を出し、大きな辛苦を残した流血の市民戦争を体験した。その結果は劇的だった。と言うのは、労働者運動の分裂がドイツのファシストの台頭を容易にし、彼らの権力奪取に対する共同の抵抗を妨げたからである。帝国議会において、ブルジョア諸政党の議員たちは授権法（Ermächtigungsgesetz）によってヒトラーの全権に、したがってワイマール共和国の終焉に賛成票を投じた。
共産党員、社会民主党員、労働組合員、宗教者およびその他の人々の、今始まりつつあるファシストの蛮行に対する抵抗は情け容赦なく弾圧された。多くの人々がナチスによって殺害され、他の人々は監獄や収容所に入れられ、あるいは亡命した。反民主主義的立場、反ユダヤ主義、反人種差別主義、労働者組織の弾圧、および戦争挑発に対する闘いは、したがってわれわれにとって生活の規範とした（gelebt）反ファシズムと結ばれている。
ドイツ・ファシストの蛮行と犯罪的戦争はヨーロッパの広範な部分を破壊した。何百万のユダヤ人、ジプシーやロマ、障害を持った人々、同性愛者が組織的に殺害された。ソ連に対して殲滅戦が遂行された。ソ連はファシズムを粉砕するためにばく大な犠牲を払った。戦後戦勝国の影響下で西ヨーロッパでは資本主義的経済秩序によるブルジョア（市民）的民主主義諸国家が、また中・東ヨーロッパでは社会主義を追求する諸国家が建設された。
ドイツは、ドイツ・ファシズムが風靡した間のドイツ人による前例を見ない犯罪行為の故に、特別な責任を負い、そしていかなる種類の反ユダヤ主義、人種差別主義、抑圧および戦争にも反対しなければならない。とりわけこの責任は、イスラエルの生存権を支援する義務をわれわれにも課している。同時にわれわれは、二国間解決の枠組みに沿った近東紛争の平和的仲裁（解決）、およびそれと共に国連の決議にもとづく自立的で生存可能なパレスチナ国家の国際法による承認を支持する。
「ノーモア戦争、ノーモア・ファシズム」というブーヘンヴァルトの誓いは50年代に東ドイツのみならず西ドイツにおいても大きな影響力を持っていた。すなわち、「ナチズムの根絶はわれらのスローガン。平和と自由の新しい世界の建設がわれらの目標」―われわれはこの目標に義務感を持つ。ドイツ・ファシズムによって迫害された人々の体験は、ドイツ連邦共和国の基本法における本来的な亡命者庇護権（Asylrecht）を特徴付けている。この権利は今日見るも無残に骨抜きにされているが、左翼党はこれを再生させたい。
西ドイツでは，他の西ヨーロッパ諸国と同様、戦後の社会主義的新秩序を追求する試みは実らずじまいだった。冷戦の開始は政治的展開を支配した。共産党は1949年に設立されたドイツ連邦共和国の中では弱体で、増大する抑圧にさらされ、1956年にはKPD（ドイツ共産党）は禁止された。こうして反ファシズムの抵抗活動家たちも、復活した逮捕や職業禁止などの弾圧下で苦しんだ。他方社会の脱ナチ化は先へ進まなかった。SPDは「アデナウアー時代」の間野党だった。1959年以降、同党は資本主義を超える経済、社会の新秩序を目指すという考え方を次第に放棄していった。
連邦共和国の人々は、すべての社会層が分有する社会的な豊かさの増大や、議会制民主主義を経験した。しかしながら同時に権威主義的、官治（官僚支配）国家的な（obrigkeits-

staatlich）構造が存続した。60年代以降、社会体制に批判的な、議会外の反対勢力が成長した。それは、いっそうの民主主義と連帯を求め、権威主義的な傾向に反対し、異なった人生設計を求め、個々人のよりいっそうの自己実現を求め、教育特権ならびにメディアと資本の権力、さらにはアメリカのベトナム戦争に反対する運動であった。
労働組合は困難な闘いの中で賃金引き上げ、労働時間短縮、社会福祉国家的機能（sozialstaatliche Leistungen）の改善を達成した。経済と社会においていっそうの民主主義が可能だと思われた。いかしながら、これらの闘いの経験は、資本主義社会の中での民主主義は工場の門と事務所や商店のドアのところまでである（＊中までは及ばない）ことも明らかにした。企業の中であっても、人間としての尊厳と受容できる労働諸条件とプライバシーの権利を保障するためには、絶えざる闘いが必要である。
新しい女性運動は、公共部門でも民間（私的）部門でも、家父長的な、女性を抑圧し、不利益扱いする構造に反対して闘うために生まれた。両性にとって公正な社会という目標を持った両性関係の変革への途上で、男女の平等扱いが重要な一歩であることが明らかになった。しかしながら、この闘いの経験は、家父長的な社会での平等扱いは家の玄関までであって、女性解放は不平等な男女間の労働分担の廃棄によってしか達成されえないことを明らかにした。
環境（保護）運動が起こり、原子力利用に反対して自然に適応した生産および生活様式を求めて尽力した。国際的な諸グループがアフリカ、ラテンアメリカ、アジアの解放運動を支援し、連帯的な開発(発展)協力のために闘った。
平和運動は軍縮およびとりわけ大量破壊兵器の一掃を要求した。平和運動は緊張緩和政策――それは70年代と80年代に戦後のブロック間対決の危険性を指摘し、その緩和に成功した――をバックアップし、それに影響を与えた。困難な闘いの中で労働組合によって勝ち取られた賃金引上げ、労働時間短縮、社会福祉国家的機能にもかかわらず、非常時態法（Notstandsgesetze）やRAF（赤軍派）との戦いの一環としての報復（抑圧）的な内政によって、民主主義運動の要求獲得は道半ばにとどまった。
東ドイツでは社会主義の試みが人々の生活史を特徴付けた。多くの東ドイツ人は1945年以降よりよい社会秩序の建設と平和愛好、反ファシズムのドイツのために尽力した。大工業、銀行および保険業の国有化や土地（農地）改革によって、公共の福祉と被雇用者を搾取から守ることを目指した経済活動を確保するべき所有関係が創出された。
1946年4月、ドイツ社会主義統一党（SED）が結成された。SPD（ドイツ社民党）と KPD（ドイツ共産党）の合同は何十年にもわたる労働運動分裂からの教訓であったし、ファシズムに対するSPD とKPDの党員の共同の抵抗によっても基礎付けられた。両党員の大多数はこの必然的な合同に賛成だった。しかし合同には圧力も加えられた。とりわけ合同に反対した社会民主党員たちが迫害を受けた。
東ドイツの人々の経験として、失業の一掃と女性の経済的自立、広範な貧困の克服、包括的な社会保障システム（soziales Sicherungssystem）、教育および医療制度での、また文化面での高度な社会的（sozial）機会均等、さらには農業の協同組合経営および国営企業への改組などがあげられる。「ドイツの地から二度と再び戦争は起こさない」という原則は国家の理性（Staatsräson：レーゾン・デタ）であった。他面では、自国民に対する国家の監視施設の建設といった国家の専横や自由の制限が経験された。重要な改革の芽は、繰り返し権威主義的に早期にもぎ取られた。民主主義は挫折し、またエコロジカルな方向付けの機会はほとんどなかった。経済的な決定権の中央集権化、ならびに国民経済の計画と指導の官僚化された形態、さらには広範囲にわたる企業の自主性の制限は、長期間イノベーションおよび作業能力の立ち遅れをもたらした。そのためDDRの経済モデルの魅力は低下した。
明らかになったことは次のことである。すなわち、国民の大多数によって民主的に形づくられるのでなく、国家および党の指導によって権威主義的に操られる社会主義の試みは遅かれ早かれ挫折せざるを得ない。民主主義のない社会主義はない。したがってSED の党員は1989年秋の臨時党大会で、「われわれはシステムとしてのスターリン主義と最終的に決別する」として、PDS（民主的社会主義党）を結成した。このスターリン主義との決別は左翼党の場合も同様に当てはまる。しかしながら、DDRやSEDの歴史をスターリン主義に短絡することは非歴史的だし正しくもない。DDRにおいても、さまざまな段階で活発な社会主義論争や豊かな文化的および精神的風土、すばらしい映画、小説、造形芸術、音楽、ならびに国民への芸術、文化、教育の熱心な橋渡しが存在した。スターリン主義との決別は東に限られたことではなく、西側にとってもまた高い意義を持っている。民主主義と法治国家体制と権力(三権)分立は不可欠である。
DDRの市民運動の諸部分――そのなかにはSED内部の改革派も――は、1989年秋、平和的民主的、社会的（sozial）、エコロジー的再出発（決起）とよりよい社会主義への政治的転換に尽力した。しかしながら、このプロジェクトは1990年に挫折した。同様に新たな統一ドイツの民主主義的創立を成し遂げることにもほとんど成功しなかった。東での民主主義的な再出発（決起）からは、単なる加盟（併合）と多くの人々にとって痛みの伴う社会的（sozial）転落が生じた。一面では民主主義的権利、個人的自由、法治国家の安全(定)性、国際的解放といったメリットがあったが、他面では多くの東ドイツ地方における経済的および社会的（sozial）立ち遅れと、信託公社（Treuhandanstalt）を利用した国内および国際的コンツェルンによる東ドイツ国有資産の横領があった。統一ドイツにおいては東ドイツ人の成果と経験はほとんど生かされなかった。
厳しい、かつ自己批判の過程に中で、かつてのSEDから民主的社会主義党（PDS）が誕生した。同党は独立した勢力としての立場を堅持し、現地の人々の具体的な問題を取り上げて民主的な解決のために戦えば闘うほど強くなった。こうしたアンガージュマン（取り組み）の主要な部分は東ドイツの人々の要求と利害を政治的に代表することであった。西ドイツの人々を獲得する同党の試みは、しかしながらわずかしか成功しなかった。
ドイツの左翼は長い間守勢にあった。それは弱体で端に寄せられており、それが社会民主主義の内部で政治的変革を行なおうと努力しても行動能力（機会）はごく限られていた。左翼の一部は緑党あるいは小さな社会主義および共産主義の諸組織に希望を託した。労働組合やその他の社会（sozial）運動の中で活動している左翼の多くは党とのつながりを持たなかった。90年代の後半に生じたグローバリゼーション批判運動は、多数の国際的な大衆動員とサミット抗議に反映され、同時に資本主義に対する政治的批判のための空間を押し開いたが、それはドイツにおける多くの左翼を刺激し、勇気づけた。
“赤・緑”プロジェクトは多くの人々に大きな期待をこめて歓迎されたが、1999年以降、社会的（sozial）、エコロジー的目標を資本の利益に従属させ、ドイツの兵士を国際的な戦争に投入する扉を開いたことによって期待を裏切った。SPDと同盟90・緑党（BÜNDNIS90／DIE GRÜNE）は、速いテンポで社会的（sozial）公正、エコロジー的持続可能性の原則に、また国民多数派の平和な世界への関心（願い）に背を向けた。「ハルツⅣ法」（＊就職促進のため長期失業者に対する失業手当を引き下げる法律）と「アジェンダ2010」は社会的な（sozial）、また左翼的な考えを持った多くの人々のSPDと緑党からの決定的な離反を引き起こし、新たな政治勢力「選挙オルタナチブ・労働と社会的公正」（Wahlaltanative Arbeit und soziale Gerechtigkeit：WASG）の成長をもたらした。
2007年に左翼の党PDS とWASGは新しい政党左翼党（DIE LINKE）に統一された。左翼党は2004年に結成されたヨーロッパ左翼党（Partei der Europäischen Linken）の一翼をなす。われわれはもう一つの（異なった）政治とよりよい世界を望み、自由と平等を支持するすべての人々を、解放と社会的（sozial）公正、国際連帯と平和とエコロジーのために共に闘うために迎え入れる。現行の政治に対する、資本主義システムに対する、その危機と不公正に対するオルタナチブは存在する。すなわち自然と調和する社会、自由と平等に立脚した社会、搾取と抑圧のない社会がそれである。われわれはそれを勝ち取るために闘う。
Ⅱ．資本主義の危機　―　文明の危機
今日の資本主義は空間的にも時間的にも境界がなく、全世界を支配下においている。自然との関係やほとんどすべての人間関係は商品関係になっている。動植物や人間の遺伝子は特許の対象とされ、それゆえ一般大衆は遠ざけられ、種子はもはや自由に手に入らなくなり、村の泉から首都に至るまで水は私有化され、母性は商品になり、土地の略奪は共同体全体を破壊している。食料品は市場で投機の対象にされ、十分で健康な食物は何百万の人々にとってもはや入手できなくなり、その上さらに土地の恵みは豊かな国のタンクの中の燃料に化けている。多国籍コンツェルンが価格を決定し、何を開拓し、助成促進するかを決定し、生産から消費までの一連の商業過程を支配している。それは世界貿易機関WTOに対して、また国際貿易の動向や経済および社会（sozial）政策を世界規模で決定する世界銀行や国際通貨基金IMFに対して、決定的に影響力を行使している。多国籍コンツェルンの支配力は制限され、狭められ、さらには打ち破られねばならない。土地改革（Land- und Bodenreformen）は食糧主権と食物を得る権利（die Ernährungssouveränität und das Recht auf Nahrung）を確保する重要な前進を意味する。縦横無尽の資本主義的諸条件のもとでは、ますます急速かつ広範囲に生産力が破壊力へと転化する。同時に職場は失われ、豊かさは打ち破られ、また自然は酷使される。このような方法で利潤が増殖され確保されうるならば戦争さえ引き起こされる――必要な場合は人道援助のベールをかぶってまでも。
資本主義は、それが存続した複数世紀の間に計り知れない富をもたらし、多くの国々で大半の住民の豊かさを高めた。同時に何十億の人々がこの富から閉め出されたままになっている。社会的な（sozial）不公正が増大し、貧困と富裕の間の亀裂はますます拡大している。このことは国内的にも、また国際的にはますます輪をかけて当てはまる。資本主義的市場経済の危機は大量失業と所得喪失と社会福祉国家の崩壊（Sozial- staatsabau）を引き起こしている。確かに資本主義は貧困を永久に克服する技術上の前提条件を生み出した。しかしながらそれは、5秒に1人の子供が餓死し、10億人以上の人々が飢え、清潔な飲料水を手に入れることができない、そんな世界秩序を固定化している。
西ヨーロッパの戦後の発展の中でもこうした矛盾が見られる。「社会的市場経済（soziale Marktwirtschaft）」の理念は恐慌とファシズムと戦争のショックに対する解答（解決策）であり、したがって暴威を振るう野蛮な資本主義を経験する中からもたらされたものである。それは強力な労働組合、反資本主義運動、および社会民主主義、社会主義、共産主義の諸政党の闘いに対する解答であった。「社会主義陣営」の存在もまた、社会福祉国家の容認を迫る挑戦であった。社会保障制度は拡充され、民主的諸権利は拡大され、豊かさが高まった。システム間競争をやめることによって、労働と資本の間の力関係は非自立的な被雇用者に不利な形で変化した。
「社会的市場経済」は賃金労働と資本の間の妥協を意味するが、それは資本の支配を不問に付している。このモデルは、急速な生産性の進展と高い成長率が大企業の利潤獲得を安定させ、強力な労働組合並びに民主的な対抗勢力が存在していた限りにおいて機能した。賃金労働と資本の間の妥協は、自然の酷使も、また公的および私的部門での家父長的関係も取り除かなかった。
1970年代の経済危機は、この“黄金時代”の高い成長の終焉を記録した。資本主義は、周期的に起こる恐慌、不況局面を含む、その正常な姿に戻った。就労生活から排除された人々の数は増大し、構造的な大量失業が固定化した。多くの人々が獲得した個性（Individualität）の伸長は、相互の競争の中でますます個人（自己）主義（Individua　lismus）になっていった。無就業者数の増大と、労働組合および政治的対抗勢力の弱体化によって、資本所有者たちの要求は再び攻勢を強めた。それ（資本所有者の要求）は、コンツェルンの増大した力――その恐喝ポテンシャルは国際市場での活動の強化によって大幅に強化された――に支えられていた。それは政治を“曳航する”ことができ、そして政治は事態を放置した。
家父長的抑圧と分業
21世紀のはじめに、われわれは少数者が多数の負担で私腹を肥やす社会、少数者が多数者の生活と時間を決める社会、利潤の追求がすべての生活領域を掌握してしまった社会、そして女性が依然として古い抑圧環境のもとで生きている社会を目の当たりにしている。こうした状況の基礎、資本主義の土台と家父長制は労働とその分配の歴史とともに始まっている。
労働の分割が進むにつれてより効果的に、より多く生産することができ、また逆に高められた生産性はさらなる分業を可能にする。すなわち、決定的な分業は“女性労働”と“男性労働”への分割のそれである。その際男性は、技術進歩が押し進められ、ますます家庭以外の生産場所で行なわれ、収入を可能にした生産活動に従事し、他方女性は家の周りでの仕事と家族全員の世話や介護の責任、すなわち収入のない仕事を割り振られていた。今日まで伝統的な“男の仕事”はより高い社会的な価値評価を受け続け、他方伝統的に“女の仕事”とみなされた労働は低く評価され、全くあるいはわずかしか報酬が支払われなかった。
生産性の上昇に伴い、共同体のより多くの人々を扶養することが可能になった。しかしながら同時に一部の人間にとって他人の労働を利用することを可能にし、他人の時間を思いのままに支配し、他人の行動について指示を与え、こうして階級関係および支配関係を築くことに成功した。この階級組織的な（hierarchisch）分業は女性を抑圧する前提条件になった。分業が行なわれた家族によって、女性と子供は労働力と女性の体を意のままにできる男性の財産になった。今日にたるまで所有関係および階級関係は家父長的家族と密接に絡み合っている。
家父長的抑圧は資本主義的生産が導入されるよりもずっと以前から存在した。しかしながら資本主義においても、女性に対する抑圧ならびに経済的、社会的、文化的機構における両性間の力の格差は固定され、（＊資本主義的）諸関係の安定確保のために利用されている。資本主義がすべての生活分野に、また地球上の隅々に拡大することに成功したのは、伝統的な生産様式やこれまで資本主義的に組織されて来なかった領域が押しのけられ、あるいは資本主義的に引き継がれる（飲み込まれる）ことによってである。工業化の段階で女性の労働力があまりにも激しく利用し尽くされたため、あげくの果てに次世代の再生産さえも危険にさらされた。次の段階では、女性が家族の養い手の再生産と次世代の教育を担わされた一方、職業（稼得）分野は家族全体を養うべき――しかししばしば十分でなかったが――収入と引き換えに男性に振り向けられた。
今日まで女性は家事および家族労働の大半を担っている。西ドイツの戦後秩序は、今日まで税制上優遇されている家庭の主婦（Hausfrauenehe）を理想とすることに特徴がある。女性は稼得（職業）労働において全く予定されていないか、あるいはせいぜい“追加の(補助的)稼ぎ手”（Zuverdienerin）――経済的には“家族扶養者”に依存し続ける――の役割しか見込まれていない。DDRでは女性はおおかた稼得(職業)労働に、しばしば伝統的な“男の職業”においてさえ同一労働同一賃金で、組み込まれていた。一面では明らかによりよいインフラと、職業と家庭のよりよい一致（両立）があった。しかしながら他面では家事および家族労働は基本的に分担されるほかなかった。多くの婦人たちは指導的な働きをしていたが、しかし最高指導委員会においてはそれにふさわしい代表権を持っていなかった。今日まで女性は相当数問題のある職業(雇用形態)につき、より低い賃金で、またパートで働いている。
労働および家族関係の支配的な扶養者中心モデルは、異性愛を自明のこととしている。レズやホモ、間性や性転換者は今日まで職業生活において根強い差別扱いと戦わざるを得ず、たいていの場合、彼・彼女らは職業上の昇進可能性を達成するためには自分の性別や家族関係（Beziehungsform）を秘匿しなければならなかった。
両性間の関係は生産関係
資本主義的生産は商品生産として行なわれ、そこに雇用される労働力の絶えざる再生産を前提としている。財と生活手段の生産の中で、生産力の大きな開発・発展が行なわれ、剰余が生産され、それによって人間的および社会的発展の基礎が敷かれる。古い両性間の成り立ちは再生産労働の組織の中でさらに機能し続ける。人間のための仕事、教育、保健、扶養、介護の仕事の分野ではとりわけ女性が、無報酬またはわずかの報酬で、またしばしばより低い評価のもとで働いている。こうした役割の中で、女性は公的な影響力を持たない、社会的に重要でない周辺集団（Randgröße）になっている。
社会的な労働分野の性特有の分離や階級組織的な配置は、今日まで女性の社会的抑圧をもたらしている。女性が圧倒的に活躍している職種は、通常より低い賃金水準を示している。企業は女性抑圧によって――女性をより低い賃金で雇用することによって――利益を得ている。女性は稼得(職業)労働に加え、家庭において年間に男性とは比べものにならないほどの、とてつもなく長時間の不払い労働を行なっている。
よく見落とされていることは、子供や要介護成人の世話、および基礎的に重要な家事労働のための有償、無償の労働は、資本主義社会が機能するため、また社会福祉のために必要である、ということである。左翼党は、家父長的、資本主義的諸関係を克服することを望む社会主義的、フェミニスト的政党であると自認している。
大変革の中の両性関係
こうした時代を通して、女性たちは自らの権利のために闘ってきた。すなわち、婦人参政権運動（Suffragetten）は女性の選挙権を勝ち取った。プロレタリア女性運動は女性労働者の権利と平和維持のために尽力した。市民的女性運動と同様、彼女たちは男女同権のために闘った。1968年以降、新しい女性運動は広範囲の社会的解放のために闘った。成果の中でこの女性運動は最も実り多い社会(sozial)運動とみなされうる。女性たちは自称女の持ち場である家事の限界を打ち破り、教育と自立的な職業上の成長および夫たちからの経済的独立の権利を闘い取った。女性たちはその性をより自由に生きることができ、家族計画を自立的に立てることができる。今日の娘たちは、母や祖母たちよりもはるかによい教育を受け、大学で学び、キャリアを身に着け、“男の職業”を習得することができる。
この間女性の多くは職業についているが、その大半はパートタイマーに過ぎず、その生活は不安定で、しばしば彼女たちはそれを不本意ながら受け入れざるを得ない。ドイツでは、女性の稼ぎは男性より20%以上も低い。彼女たちは職業と家事の二重の負担をほとんど単独で背負っている。彼女たちが成果を挙げようと思えば男性向けの世界に適応しなければならない。経済界、学会、政界の指導的なポジションでの女性の数は依然として男性を大幅に下回っている。税制上の権利や社会権（Sozialrecht）はなお依然として伝統的な単独扶養者世帯向けに作られている。父権制（Patriarchat）は言語、文化、団体（Körperlichkeit）、政治を特徴付けている。女性や少女、とりわけ障害を持った彼女たちは、依然として暴行や家庭内暴力の犠牲者になっている。障害を持った女性は依然として何重にも差別されている。
職業を持つ夫と従属的主婦からなる伝統的な市民的小家族は、新しい生産様式の形成が人々のフレキシブルな生活様式をもたらすので、重要性を失い、ますます立ち行かなくなる。男性扶養者と主婦との間の、フォーディズム的資本主義（fordistischer Kapitalismus）の古い両性間契約は廃棄されている。このことは、女性に多くの新しい自由と、そしてしばしば夫からの経済的独立をもたらした。しかしながら新自由主義的規制緩和は、女性たちにフレキシビリティーを受け入れるよう要求し、問題の多い不安定な労働条件と二重で過剰な負担による不自由を要求している。工業諸国において女性がますます多く職業についている一方で、男性が引き受ける家事労働の割合は女性のそれをはるかに下回っている。女性はしばしば悪い職業機会のもとで、あるいは移民女性は低賃金と問題のある諸条件のもとで、このような労働に従事させられている。このことは女性のもとに新たな不平等をもたらしている。真の解放からはまだ遠く隔たっている。
こうした状態の中では平等化、オルタナチブの家族モデル、職業と家庭の両立へのすべての要求は満たされない。何重もの負担が個々人に課せられてはならない。職業と家庭の両立の困難さには社会的および経済的な原因がある。家族は生活共同体としてであれ、夫婦としてであれ、多世代世帯としてであれ、あるいはその他の形態の共同体においてであれ、人々が相互に責任を引き受けあうところに存在する。家族は、どのような性志向を持つかにかかわりなく、人々がお互いのために（füreinander）存在するところに存在する。
ドイツ　―　それは階級社会
ドイツは階級社会である。物財とサービスの生産は、圧倒的に私企業において最大限の利益を得るために行われている。就業者の大多数は被雇用者として働いている。彼らは彼らによって生み出された価値の一部分だけを賃金として受け取り、余剰分は資本所有者が占有する（sich aneignen：横領する）。資本所有者はその利用と投資を、またそれによって経済発展と被雇用者の労働・生活諸条件を決定する権限を持つ。経済的および社会的発展は、国家の行為や政治と同様に決定的に資本の利害によって決定される。人々の生活および教育の機会は、彼らの階級上の地位と社会的出自（soziale Herkunft）に大きく依存する。
労働者階級の構造は、発展の経過とともに大きく変化する。工業および大企業における被雇用者の割合は減少し、ますます多くの人々がサービス業や中小企業で働くようになる。仕事(の種類)や労働内容もまた変った。すなわち、手作業や肉体労働の割合が減少する一方、精神的な、監視および企画的な仕事が増加した。労働者と職員（Angestellte）の違いは少なくなった。その際部分的には自己責任による仕事の余地もまた拡大した。
雇用（労使）関係（Arbeitsverhältnisse）もまた変化した。正規のフルタイム雇用の割合は減少している。ますます多くの職場(雇用)が有期雇用だけで占められるようになり、派遣労働職場(Leiharbeitsplätze)に変るか、あるいはより多くのミニジョブ（短時間労働）に分割されている。賃金協約で守られている被雇用者の割合は減少した。低賃金セクターの被雇用者数は増加している。困難な仕事が増えている。他面では、ますます自立的な仕事（自営業）も生まれた。しかしその場合でも必ずしも実際にまた自由意志での自立性（自営）によるものではなく、しばしばより少ない支払いと経済的な不安定を伴った無理強いされた、見かけの自立性（自営）である。
最も劣悪なのは無職者、とりわけすでに長期間稼得労働に就くことができず、よい仕事に就くチャンスもほとんど持ち合わせていない場合の彼らの状態である。彼らはますます貧困と抑圧と排除にさらされている。
雇用関係と仕事が非常に異なっている場合であっても、資本への従属による賃金労働の一般的な性格から共通の階級的立場が生じる。賃金に依存する人々は、収入や労働条件や社会保障（soziale Absicherung）を企業、賃金協約および法律上での取り決めによって改善し、そうすることによって資本主義の覇権と搾取を制限するという共通の利害関係を持っている。
女性はそれに加え、家父長的機構によって抑圧を受けている。女性に対する抑圧と両性間の力の落差は経済と社会の中で定着している。両性間の関係は生産諸関係の構成要素であり、とりわけ生産組織の中にそれが現れている。女性は子供の養教育と近親者の介護の主責任を負わされている。
共通の階級的立場から、直接的にではないが共通の利益代表も、あるいはさらに階級意識さえも生まれる。これはとりわけ雇用関係および生活環境の相違によっても妨げられる。収入や職業上の地位や資格の相違、さらには家族の出自やさまざまな移民の背景は、賃金に依存する人々のさまざまな環境を刻印する。これは世界観の、宗教上のまた政治上の伝統とともに、労働者階級の内部においてさまざまな価値志向と政治的立場へと導く。大量失業の圧力の下では賃金依存者たちの間で競争が激しくなる。共通の意識と共通の利益代表は、社会的な摩擦（soziale Auseinandersetzungen）の中で最も強く形成される。
しかしながら他面において、資本家階級もまた決して均質ではない。資産としての資本と機能としての資本はしばしば分離されているので、資本所有者とその受託者、マネジメントとは区別されるべきである。この異なった立場は異なった利害にも対応しうる。
大資本所有者や巨大金融資本だけではなく多くの中小企業や自由業者もおり、彼らは必ずしも他人の労働を搾取することによって生活しているわけではない。彼らは部分的には大資本の優位のもとで苦しんでいる。したがって彼らはさまざまな利害関係を持ち、賃金に依拠する国民の多数派との共通性をも十分持っている。
新自由主義的転換　―　再分配と投機
70年代以降の新自由主義的転換は、とりわけ巨大コンツェルンの利潤率引き上げという目標に奉仕した。この目標のための中心的な手段は、賃金水準を引き下げるための労働市場の規制緩和と労働組合の政治的弱体化であった。民主的および社会的（sozial）諸権利ならびに機能は切り下げられ、反面企業利益と資本への課税は、企業の負担を軽減し、そのフレキシビリティーを高めるために引き下げられた。以前の公営企業と公共サービス、および社会保障システムの広範な民営化は、資本に対して追加的な利潤目的の投資領域を開いた。支配階級は、技術革新によってさらに増大する社会的富を我が物にして彼らの私的資産および権力を強化しようとしている。
新自由主義への方向転換は、戦後期の通貨制度の崩壊と70年代初頭の管理された固定相場制の放棄によって着手された。まず、通貨市場とそれに続いてグローバルな金融市場がますます自由化された。金融市場の自由化はＥＵを通しても決定的に推し進められた。ＥＵ条約――マーストリヒト条約からリスボン条約まで――および公的生活基盤事業の領域での自由化に関するＥＵ指令（EU-Richtlinien）によって、民営（私有）化、規制緩和、フレキシブル化等の新自由主義政策が、“自由競争による開かれた市場経済”への方向付けを通して固められた。発展途上国は、その国民経済の開放、資本取引規制の撤廃、社会福祉支出（Sozialausgaben）の縮減、公共財の民営（私有）化を強要された。多くの国々は自国の農業に対する保護メカニズムの廃止と農産物の輸出向け生産の構築を強要された――自らの食糧自主権の喪失という結果を伴って。新自由主義の凱旋行進は、中・東・南東ヨーロッパおよび旧ソ連諸国における資本主義的市場経済への移行によってクライマックスに達した。
結果として、国民国家は為替レートや金利といった世界市場での重要な価格形成を手放し、銀行と外国為替取引業者の投機にゆだねた。グローバルな資本流通量は今日、世界の総生産高（Weltsozialprodukt）の何倍にも達している。資本の流れの突然の方向転換は、国民経済全体を奈落の底に引きずり込むことができる。しかし、金融市場の規制緩和によって、単に不安定性の要因が増すだけではない。規制緩和された金融市場は、同時に投機的な利益を狙った広い活動分野を押し開け、そこにグローバルな資本主義の中の経済活動の成長部分が集積している。
ヨーロッパ連合もまた、その設立はかつてヨーロッパ諸国の間の平和を確保することに貢献したけれども、ますます新自由主義的改造の推進力へと進展した。都市、地方、国（いずれも複数）は共通の域内市場の中で、できるだけ低い税率、できるだけ緩やかな環境基準、できるだけ低い賃金と社会保障負担（Sozialabgaben）を競い合っている。立地をめぐる競争（＊企業等の誘致合戦）は、公的財政の収入に壊滅的な影響を伴うダンピング競争を引き起こすだけではない。それによって国家支出割合の低下、広範囲の民営（私有）化、加盟諸国の社会福祉システム（Sozialsysteme）の漸進的崩壊がモデル的に示された。ＥＵ内の国民経済全体が虚脱に脅かされている。とりわけ、ドイツの社会福祉・賃金ダンピング政策（Sozial- und Lohndumpingpolitik）、なおまた銀行による国民経済の略奪もその責めを負っている。
金融バブルと社会的（sozial）亀裂
新自由主義的資本主義は、弱々しい成長率の実体経済を超えて、金融資産と負債からなる暴力的な金融バブルが膨張するという結果を招いている。増大する利潤と資本所有者および高額所得者に有利な所得再分配は、世界中で投資先を求める資本の巨大な過剰を生み出している。加えて、このことは高齢者の生活保障（老齢年金）およびその他の社会保障システム（soziale Sicherungssysteme）の世界的な民営（私有）化潮流によっていっそう強化されている。
同時に、賃金の生産性上昇からの切り離し及び社会保障収入（Sozialeinkommen：＊失業給付金など）の減少は、産業上の過剰生産能力の問題を拡大し、実産業投資を減退させている。収奪の経済は富者をますます富ませるために大多数の人々を貧困化する。われわれが階級社会に生きているということは、所得と資産のますます増大する不平等な分配から読み取ることができる。
30年間の経済成長は、ドイツにおいてだけでなく、世界中で多くの人々を置いてきぼりにした。確かに、途上国では何百万の人々、とりわけ女性にとって就労とそれに伴う解放の可能性が開かれた。しかしながら同時に彼らは新しい資本主義的抑圧に服従させられた。社会の一体性と自然の生活空間は破壊された。工業諸国における低所得者や失業者、小自営業者や創造者（Kreative）の生活環境は大幅に悪化した。かれらの多くは、もはや自分たちや子供たちの日々の生活をどうしてまかなったらいいか知らない。多くの若者たちは包括的な教育と資格取得から閉め出されている。この間不正規で困難な、低賃金で社会保障から疎外された労働が常態化している。仕事でのより重い自己責任や創造性は、多くの人々にとってこうした圧力の下で、従属と支配の関係にますます自らをゆだね、適応することにつながった。仕事と自由時間との間の境界線があいまいになり、個人的および社会的な生活諸関係（環境）は全体としてますます強く利己的な利潤追求と最大限の利回り期待に支配されている。
新自由主義政策はその約束を一つも果たさなかった。その政策は、より多くの公正な行政サービスではなしに、労働者には負担を負わせ、何の業績もない（leistungslos）資本からの所得に対して有利になるよう、強引な再配分を推し進めている。社会福祉国家（Sizialstaat）に替えての自己責任の強化は、より多くの排除と貧困をもたらした。結果として、より多くの競争ではなく、むしろ前例を見ない経済力の集中を生み出した。
大衆の所得を侵害しておきながらも需要を喚起するために、アメリカでは、他の諸国でも同様だが、消費者の負債をますます膨らませる枠組み条件（仕掛け）が作り出された。この、低下する賃金を増加する負債で穴埋めするアメリカ・モデルは、同時に他の諸国――ドイツ連邦共和国も――の膨大な輸出増加の前提条件であった。武器および戦争資金調達のためのますます増大するアメリカの国家負債もまた、金融バブルの膨張に貢献した。
大実業コンツェルンにおいてさえ、短期間での利回り増加を狙った借金による企業乗っ取りや自社株買いプログラムが、新しい設備やテクノロジー、革新的な研究開発への現実的な投資をますます押しのけつつある。大投資家と金融投資会社は企業に対して、しばしばほんの短期間だけ投資しておきながら、容赦ない合理化の推進、利益の少ない部門の切り離し、賃金および労働・福祉基準（Arbeits- und Sozialstandards：労働諸条件）の切り下げを強要している。相当な利益と低い労務費比率を持つ生産性の高い企業でさえも、こうして多数の従業員を解雇したり、あるいは事業所の閉鎖さえ余儀なくされる。
21世紀初頭における世界経済危機（恐慌）
2008年に始まった深刻な世界経済危機（恐慌）は、利潤のためにのみ生産する経済秩序、そして支払い能力があるとみなされる限りにおいてのみその需要のために存在する経済秩序の危機である。景況の危機（Konjunkturkrise）、構造的危機および国際的金融市場の危機は、1929年以来最悪の資本主義的世界経済危機（恐慌）にまで高まった。この危機（恐慌）によって、過去30年間にわたって資本主義の発展を特徴づけ、担ってきたグローバル・モデルは限界に達した。
そのことはドイツ連邦共和国についても言える。この国の経済発展は極端に輸出増加主導で、それに依存してきた。同時に内需は絞め殺され、そのため輸入にもブレーキがかけられた。輸出超過はドイツ企業の膨大な資本輸出に相当している。そこで問題なのは、単に生産的な直接投資だけでなくて、大規模なクレジット、あるいは社債や有価証券――その中には今日大幅に価値を失った大量の“有毒ごみ”証券も含まれている――の購入である。ドイツの企業と豊かな金融資産所有者は、こうしてアメリカの負債への融資とそれによって世界金融危機の拡大に大きく貢献した。
政治的に促進された労働賃金抑制は輸出を助長し、内需を弱化させた。公的社会保障支出（öffentliche Sozialausgaben）の削減も同じ役割を果たし、分配は賃金・俸給生活者の負担増へと悪化し、国内需要は長期的に弱体化してきた。この間ドイツは全ＥＵ加盟国の中で公共サービス部門での雇用者割合が最も少ない国の一つである。弱い、分裂した経済発展がその結果だった。経済発展は、輸出部門にのみに奉仕し、コンツェルンと金融資本の利益に役立ち、被雇用者の負担で、また内需のために生産している大多数の中小企業の負担で行なわれている。弱い経済発展と企業および高額所得者への減税による税収の落ち込みは、公共部門の財政危機を深刻化させた。このことはまた、さらなる支出削減の理由付けに、まだ残っている公共財と公共企業の人員削減と民営（私有）化の理由付けに利用されている。
ドイツの攻撃的な輸出指向は、他の諸国で重大な経済的損失を招いている。わが国の輸出超過の反面は、当然のことながら他の諸国での負債と高失業率である。ドイツは輸出促進策（たとえばヘルメスビュルグシャフト〈＊輸出信用保証制度〉を用いて、またわが国での賃金ダンピング政策によって、等々）をやめ、代わって互角の貿易収支バランスに努めるべきである。
こうした動向は次のことを示す。すなわち、資本主義は単に社会的に（sozial）不公正なだけではない。それは経済の生産基盤をも掘り崩す。それは経済のシステマチックな機能不全をもたらし、大規模な過剰生産能力の解体と他方では深刻な供給不足を、また暴力的な環境被害をもたらす。その結果は危険に満ちたグローバルな不均衡であり生産および生産性の破壊、雇用の場と豊かさの破壊、イノベーションと創造性の破壊である。それは中間層を切り崩し、致富者への所得と資産の過度の集中を引き起こすが、そのことは金融市場を膨らませる一方でモノの市場での需要を絞め殺してしまう。
新自由主義政策は、規制緩和と自由化と民営（私有）化によって、政治的に対抗策が講じられなければ破局に発展するであろう現在の危機〈恐慌〉の根を植えつけた。経済と社会を資本の利用に服させることは人類の文明の存立を脅かす。金融市場資本主義は４重の危機の要因を積み重ねた。それは権力と所有の問題、自然と社会の関係、生産様式と生活様式、および安全と開発（発展）の問題に関係する。
社会的（sozial）一体性の危機
ますます多くの人々が極度の不安定と増大する貧困を余儀なくされている。社会的な(sozial)転落の恐れが国民の大きな部分――その中にはますます多くの高資格を有する労働力も含まれている――の生活を特徴付けている。常軌を逸する利益追求と増大する物質的不平等は社会を内部から崩壊させる。(経済)競争、不信、社会的な（sozial）仕切り、不安定が増大し、共同、社会的な諸機構への信頼、社会的(sozial)責任を取る用意は消え去りつつある。それによって世代を越えた連帯も損なわれている。なぜなら、われわれの社会は前の世代が創造したものの上に建設され、その未来は次の世代の教育と能力と労働と責任感が頼りだからである。教育制度は社会の社会的(sozial)、文化的亀裂を生むのに貢献している。人種差別とファシズム的潮流、反ユダヤ主義とイスラム敵視が増大している。女性移民および非合法を余儀なくされた少女と女性は、障害を持つものも持たないものも、なおしばしば暴力の犠牲者である。男女移民は人権に反する排斥(国外追放)に脅かされている。国内政策での抑圧的要素が強化されている。
民主主義の空洞化
民主的な影響力と共同形成の機会(可能性)は、コンツェルンと金融資本の力が増大し、経済の民営(私有)化と自由化が政治的および公的形成余地を狭めるのと歩調を合わせて消えてゆく。グローバリゼーションの利益は私物化され、損失は社会化（sozialisieren）される。同時に抑圧的な監視国家が拡充される。国民の権利は弱められ、その行使はますます強く個人の所得に依存するようになる。所得が少なく、同時に民主的な参加から排除されているものは、しばしば政治に幻滅して反応するようになる。こうして、経済的巨人とそれに対する絶望的な反抗によって、民主主義システムが掘り崩される危険な悪循環が生じる。
民主主義と社会的規制の危機が拡大する。グローバルな支配エリートは世界人民の多数派の利益に立って物事を決めることはない。彼らの利益は社会的(sozial)、エコロジー的、平和的な世界の発展に反する。諸国家と世界社会は資産所有者と投機家の人質になったままである。立地競争と希少資源をめぐる闘いは、全大陸と就業人口の大部分をなりふり構わない安値競争に、福祉切捨て(Sozialabbau)と略奪にゆだねている。勝ち取られた民主主義、高められた個人的自由、そして社会福祉国家的(sozialstaatlich)前進は、グローバルな寡頭制(Oligarchie)の覇権によって掘り崩されている。
制度上のレベルでもまた民主主義は空洞化されている。インターネットのポテンシャルによって政治行動に影響力を行使する新しい可能性は活用されないままである。より多くの直接民主主義的な影響力行使は阻まれている。社会の社会的(sozial)亀裂は民主主義社会の亀裂に至る。人口の大部分は参加の機会(可能性)がないため、民主主義的な影響力行使から締め出されたままである。少ない収入あるいは無収入のために政治参加の余地は狭められ、部分的には不可能にされている。同時に抑圧的な監視国家が拡大されている。それぞれの技術的進歩によって、市民を監視し、処罰を容易にすることができるよう新しいアイデアが開発されている。データ保護は情報・出版・デモンストレーションの自由と同様フェードアウト(次第に消)されている。国家と経済界は、インターネットおよびそれと不可分の水平的コミュニケーションの可能性ならびに意見形成の可能性を囲い込み、取り締まるために、さらに新しいプロセスを始めている。
政治は冷遇されている住民の利益を省みないという印象や、共同決定の可能性(機会)からの締め出しは、政治家および政党不信に導く。こうして民主主義システムを掘り崩す危険な悪循環が生じる。民主主義と社会秩序の危機が拡大する。
中心的な課題となったエコロジー問題
資本主義は、社会的(sozial)必要(要求)、経済的挑戦、エコロジー問題の解決を全うすることができない。それはますます短期的な視野での決定を指向する。投機が、為替相場の変動、有価証券や株式の相場変動、金利の差と不動産および資源の価格変動に対して行なわれる。長期的視野での決定と自然の長期的循環への配慮は、短期的な利益打算とは深く矛盾する。過去250年間の成長は、とりわけ化石エネルギー源、すなわち当初は石炭に、20世紀のはじめ以降は石油と天然ガスの利用に依拠してきた。しかし石油、石炭、ガスの埋蔵量は限られている。採掘のピークは見通しうる期間内にやってくる。その後化石エネルギーの供給は減少に転じるが、一方工業諸国と新興諸国の化石エネルギーに対する依然として大きな要求を満たすための需要は上昇し続ける。資本主義的な諸条件の下では、化石エネルギー源の価格と、それとともにエネルギー・コンツェルンの利益もまた吊り上げられ、こうして、その社会的および政治的権勢もまたさらに強められる。
自然的および社会的（sozial）生活基盤の危機、再生産の危機が起こっている。食糧や農地を対象とする投機は地方の農業構造を破壊し、飢えと栄養不良を増幅している。今日の社会はその基礎(Substanz)を食いつぶして生きている。資本主義的生産様式は、とりわけ動物の取り扱い分野でも、非倫理的な飼育形態による工業的マスプロダクションや大洋での過剰漁獲を引き起こしている。一面での、差し迫った気候の破局、多くの天然資源の急速な消尽、および生物多様性の加速度的な喪失と、他面での、新自由主義的グローバリゼーションの勝者と敗者への、また常軌を逸した贅沢な消費と増大する飢餓への社会の分裂は、メダルの両面である。社会(sozial)問題とエコロジー問題はともに手を組んでのみ解決されうる。
21世紀初頭での大きな挑戦は気候変動である。砂漠は広がり、氷河は溶け、川の水位は下がり、海水面が上昇し、いくつかの地域が水没している。人々は移住を余儀なくされている。地球上の気温上昇を抑えるためには化石エネルギー源の消費を急激に削減しなければならない。二酸化炭素貯留（固定化）といった技術的な解決方法には予期せざるリスクと副作用があり、必要な改革を先延ばしするに過ぎない。われわれは二酸化炭素回収・貯留（CCS）の禁止を要求する。ＥＵ排出権取引によるこれまでの経験もまた絶望的である。取引証書が有価証券として、他の証券化商品（verbriefte Papiere）と同様に投機目的に利用されるということは恐るべきことである。工業国における温暖化ガスの排出原因者による途上国からの排出権取得は、貧困国を相手とした環境汚染の皮肉なバーター取引である。ますます次のことが明らかになる。すなわち、エコロジカルに持続可能な発展（開発）は資本主義的な成長の論理と矛盾する。エコロジー問題は同時に経済的、社会的（sozial）、文化的な問題、いわばシステム問題である。
帝国主義と戦争
資本主義諸国は、自国の企業が世界的にすべての資源を掌握し、その資本を全世界に投資し、活用し、またすべての市場でその生産物を販売できるよう気遣っている。そのために資本主義諸国はその経済的、軍事的優位と国際的な貿易・金融諸機関での支配的な役割を利用している。今日の帝国主義は、とりわけ経済的従属と負債に依拠している。
帝国主義戦争は、地政学的な権勢をめぐる、経済的、政治的、文化的覇権をめぐる、利潤と市場と原料をめぐる闘いから生じる。戦争はその上さらに、貧困と抑圧に、気候変動に、天然資源の欠乏と不公正な先占（横領）に起因する。それはさらに広範な軍事的、人種的、宗教的紛争を、国家の崩壊を、原理主義とテロリズム、さらには環境破壊をもたらす。国連憲章を無視して、暴力と戦争が政治の手段となる。これはしばしば、テロリズムあるいは“ならず者国家”（Schurkenstaaten）に対する闘いという口実のもとに行なわれる。その際とりわけ人権の擁護を口実とする軍事介入は致命的である。（二つの）システム間対決が終わった後、90年代に戦争はヨーロッパにも戻ってきた。ドイツはファシズムのあと始めて再び兵士を外国に投入し、直接、間接に数多くの不法な戦争に加担した。それはユーゴスラビアに対する戦争の推進力となり、直接、間接にイラクでのアメリカの戦争を支え、アフガニスタンでの戦争に参加している。
しかし、世界では根本的な変化が起こっている。両極対決の後唯一残っていた超大国としてのアメリカのヘゲモニーは怪しくなっている。多極的な世界が誕生した。ＥＵもまた、権勢と影響力と天然資源をめぐる世界的な対決の中でますます攻撃的にその地位を強化しようとしている。戦争は、予防的侵略戦争を含めて、アメリカ、NATO、ＥＵの支配勢力にとってまたもや政治の格好の手段とみなされている。外国の軍事基地のグローバルなネットワークが拡張された。戦争を合法化するために人権の擁護が悪用されている。
ヨーロッパ共同体の設立以来、共同体内部の紛争は、もはや軍事的手段でこれに決着をつけることはなくなった。しかし今日ＥＵとその加盟国はその領土の外でますます頻繁に戦争を遂行している。すなわち、ユーゴスラビア粉砕のための戦争についで、ＥＵ加盟国の多数がアフガニスタンとイラクに対する侵略に加担した。ＥＵにとって軍事的手段の重要性がますます高まっていることは、リスボン条約に反映されている。それは軍備拡大義務を含むだけでなく、国際紛争へのＥＵ戦闘部隊の加担をも可能にしている。われわれはこれに反対して、平和と軍縮と国際的な連帯的協働を目指す政策のために尽力する。
Ⅲ．21世紀における民主的な社会主義
資本主義は歴史の最後ではなく、人類発展の1段階である。その中で確かに啓蒙運動の多くの希望が満たされ、人間の生産力の大幅な上昇が行われたが、しかしまた人類の上に大量の貧困化と大量虐殺と想像を絶する戦争をもたらした。今日、資本主義はグローバルなシステムになったので、その人間と自然に対する酷使はグローバルな、人類の文明を脅かす危機に追いやっている。さまざまな危機のシナリオは、資本主義的な搾取システムの克服によって、生産および生活様式の変革によって、グローバルな連帯によって、両性の対立を克服することによって、すべての生活分野の民主化および人間と自然の関係を変革することによってのみ、これを食い止めることができると、われわれは確信している。資本主義は、他の働き方、生き方への突破口（覚醒）のために多数派を獲得することに成功したときに克服することができる。
20世紀における、非資本主義的秩序を築き上げるという最初の偉大な試みは、民主主義の欠如と過度の中央集権、および経済的非効率で挫折した。社会主義理念の倒錯の下で犯罪が始まった。このことは、社会主義に関するわれわれの理解を新たに規定しなおすことをわれわれに義務付けている。われわれは、21世紀の社会的な、またグローバルな挑戦と可能性に対応しうる（ふさわしい）民主的な社会主義を求める。
ローザ・ルクセンブルクにとって自由のない平等は抑圧に終わり、平等のない自由は搾取をもたらす。われわれは、万人が自由のうちに自らの人生を決めることができ、それを連帯的な社会での共同生活の中で実現することができる、社会主義社会を目指して努力する。経済における資本主義的所有の優越を克服することと社会的（sozial）法治国家は、そのための最も重要な基礎である。万人が富（の分配）に関与する（am Reichtum teilhaben）ことができなくてはならない。自由な生活の諸条件への万人の社会的に（sozial）平等なアクセスと、すべての生活領域の民主化とは一体をなす。社会主義と民主主義は不可分である。われわれは、自然環境を守り、後継世代に改善された世界を残すために、(これまでと)異なった種類の経済発展と科学・技術進歩を求める。われわれは、法治国家と社会福祉国家（Sozialstaat）が一体化することを求め、平和と連帯と公正によって特徴付けられる世界秩序のために闘う。こうしてよい生活が形成され、社会的（sozial）民主主義が確立され拡大されうる。
われわれだけが資本主義的生産および生活様式の反対側の社会的オルタナチブを目指す戦いに立ち上がっているだけではない。さまざまに異なった勢力と運動が、異なった（もう一つの）世界――戦争、搾取、他律、環境破壊のない世界――は可能だと確信している。それらは、ラテンアメリカにおけるように、非資本主義的発展のための新しい道を探求し、われわれの連帯のみならず、われわれの学習の心構えをも要求している。地球の南側の諸国においては、新自由主義反対に重要なアクセントを置く、所有と協力の新しい形態が成長している。左翼党は、連帯的な経済協力を合意したALBA諸国（＊米州ボリバル同盟）のモデルを大きな関心を持って観察している。問題の複雑さと出発時の諸条件は、あれこれの国、あれこれの運動、あるいは個々の政党の指導的役割へのいかなる要求も禁止している。
今日では誰にとっても社会保障と尊厳（soziale Sicherheit und Würde）の中で生活を保障する可能性がある。欠乏と貧困は世界中いたるところで克服されうる。
われわれは、稼得労働（Erwerbsarbeit）およびその他の社会的に必要不可欠な労働の新しい、公正な分担のために尽力する。われわれは、すべての人々が社会的に組織された労働過程に参加し、同等の権利を持って社会的発展と文化をともに形成し、民主的な決定過程に影響を及ぼすことができることを望む。加えてわれわれは、何人も排除することなく、万人を最大限援助し、自分の職業と生活の道を自主的に形成することが出来るようにする公的教育制度のために闘う。教育は、人々が既成の構造に順応する能力を得ることに限定されてはならない。教育の目標は、人々が世界を変え、社会的（sozial）、エコロジー的、民主的改革を開発発展させ、実地に移すことができるようにすることでなければならない。われわれは、連帯ならびに共同の研究学習を教育での指針として定着させ、それによって共同の社会的変革の基礎を創造することを望む。われわれは階級社会を克服したい。民主的な社会主義を達成する新たな、よりよい秩序は、階級の障壁から解放された社会である。
左翼党は、すべての人々が地球上のどの地域に住んでいるかにかかわりなく尊厳と連帯の中で生きることができるという目標を追求する。この目標の基礎には、人権の普遍性と不可分性に由来し、単に「なぜなら私は人間である」という根拠だけを必要とする人間像がある。『共産党宣言』の中でマルクスのビジョンが示されている。すなわち、「ブルジョア階級とそれに敵対する階級を持った古いブルジョア社会にかわって、個々人の自由な成長発展が万人の自由な成長発展のための条件であるような共同体（Assoziation）が登場する」と。このようなビジョンは、戦争の廃絶、われわれの環境や自然の生活基盤の破壊の停止を、また同様に搾取と抑圧、差別、飢餓、貧困および低開発の一掃を前提としている。それはすべての生活領域の包括的な民主化の道を通してのみ可能になる。それはユートピアであると同時にリアリズムである。21世紀における民主主義的な社会主義のわれわれの目標は、すべての人々が人間に値する生活ができる、支配（覇権）のない社会である。
民主主義的な社会主義は、自由と平等と連帯の価値を、平和と社会エコロジー的（sozialökologisch）持続性を目指す。これらは民主主義的・社会主義的社会への途上での手段方法をも決定付ける。民主主義的な社会主義は、社会の文明的発展のポテンシャルの開花を促進し、支配的な所有関係、使用関係、権力関係（Eigentums-, Verfügungs- und Machtverhältnisse）の根本的な変革を目指す。民主主義的な社会主義は、抗議と抵抗、社会的（sozial）改良と所与の状況下での左翼的改革プロジェクトのための努力を資本主義の境界線を乗り越えることと結合させて、21世紀を決定付けるであろう社会的改造の偉大なプロセスを構築する。それは、すでに今日資本主義的生産形態をこえた経済発展につながっている。
左翼党は、社会改造の大きな転換過程の中にあって、21世紀の民主主義的な社会主義を目指して闘う。この過程は、大小さまざまな改革のステップによって、また革命的な深度による断絶や変革によって特徴付けられる。民主主義的な社会主義は、常にまたあらゆる抑圧関係から人々を解放するための民主主義運動でもある。
所有権（制）問題と経済民主主義
社会変革の決定的に重要な問題は所有権（所有制）問題であるし、あり続ける。経済的権力は政治的権力でもある。大企業の決定が公共の福祉ではなく高利回りを指向する限り、政治は脅迫に屈し、民主主義は骨抜きにされる。社会的で（sozial）、平和な、環境に適合した、民主主義的な社会は、貧困、搾取、自然破壊、軍備と戦争で利益を得る経済権力が抑止され、克服されることを必要とする。
左翼党は所有権関係（Eigentumsverhältnisse）の変革のために闘う。われわれは民主主義のラジカルな革新を望む。それは経済決定の分野にも及び、またすべての所有権形態に解放的、社会的（sozial）、エコロジー的規範に服することを求めるものである。経済における民主主義なしには、狭隘な利潤の利益に対抗して公共の利益を貫き通すことができない。民主主義は不完全にとどまる。したがってわれわれは、経済民主主義が民主主義的な社会主義の支柱であると考える。経済の中でより多くの民主主義を貫くことは、以前から労働運動の主要関心事であった。われわれはこの伝統の中にある。
今日の諸条件のもとでは、経済民主主義を貫くことは国際的、ヨーロッパ的、国家的、および地域的次元を持つ。経済民主主義は、経済の国際化プロセスからして、もはや単に国民国家の枠組みの中だけでこれを貫くことはできない。経済権力を制限し、抑制する国際的規制が不可欠である。
その際重要なことはまた、知識と情報が公衆にアクセスできるようにすることである。公的資金で補助された研究成果が公衆にアクセスできないということは受け入れられない。平和で連帯的な、民主主義的な社会にとっては、知識と情報への公衆のアクセスは不可欠であり、少数者の手にとどめられてはならない。われわれは経済を公共の福祉の基準に従わせ、それによって経済が社会的にも（sozial）エコロジー的にも適応して機能することを望む。
経済発展の民主主義的な舵取りは、金融市場を制御し、実体経済のためのその独自のサービス機能に戻すことを前提とする。利潤ではなく人々に奉仕する経済は、とりわけ次の機能を満たさなければならない。第1に、それは人々の要求を満たし、万人に豊かな生活と社会保障（soziale Sicherheit）を保証するべきこと、第2にエコロジー的に持続可能に機能するべきこと、第3に新たな挑戦に革新的に反応するべきこと、第4に社会的資源を節約して投入するべきこと――がそれである。その上さらにその経済は、すべての直接間接に経済に携わっている人々が彼らの能力を自由に開花させ、その活動の中で自己形成し、さらに生涯学習が出来るよう組織されねばならない。左翼党がそのために尽力しているような連帯的経済秩序のもとではさまざまな所有形態が存在する。すなわち国家、自治体、社会、私的、および協同組合の所有形態がそれである。従業員、消費者、公共の福利の代表者は、強力な民主的な発言権を持たねばならず、経済的な意思決定に直接関与しなければならない。
重要なことは、人々が必要とし望むものの、グローバルにまた両性に公正に、フェアに分割された処理である。誰もが所得によって尊厳を持って生きることができなければならない。万人がすべての社会分野――稼得労働、家庭・介護・家事労働、社会的労働および政治形成の各分野――に参加できる状態になくてはならない。いかなる労働も、支払われようと支払われまいと、価値評価を受けるべきである。
社会的富の、またすべての必要労働の公正な分配と、社会の将来に関する決定への万人の参加は、民主主義的・社会主義的社会の前提条件に属する。われわれは、われわれの改革提言をより公正な社会の展望の中で発展させる。われわれはすでにここで、今日、生きがいのある日常を求める。
資本対労働の戦いの一つの中心点は労働時間問題である。われわれは緊急に必要な手段として、稼得労働時間（Erwerbsarbeitszeit：賃金を得る労働時間）のドラスチックな短縮を、同時に労働権と同一労働に対する同一賃金の権利を要求する。これは、人々の生活とその自然的な前提条件にかかわるケアと介護労働が、無視されたり女性に無償で割り当てられたりするという片遇から引きあげられ、この活動が社会的に組織され、社会の全構成員に割り振られるための前提条件である。
公的所有制と従業員所有制（Öffebtliches und Belegschaftseigentum）
われわれはさまざまな形態におけるより多くの公的所有制を求める。われわれは経済構造に決定的な影響を及ぼすような大企業については民主主義的な社会的所有形態に移し、資本主義的所有制を克服することを求める。どのような分野、企業、事業体にこの民主主義的な社会化が及ぶか、またどのような公的または集団的所有形態（国家または自治体所有制、協同組合、従業員所有制）になるかは民主的な手続きの中で決められねばならない。左翼党は、企業等の共同体による取得が従業員によってより容易にされ、促進されるような適切な法形態を創り出すよう尽力する。全面的な国有制は、苦い歴史的経験からしてわれわれの目標ではない。
従業員は事業体の意思決定に実際の影響力（発言権）を持たねばならない。われわれは、従業員が賃金を失うことなく彼らによって生産された事業体の資産（の分与）に集団的に参加させられるよう尽力する。重要な問題、たとえば大量解雇とか事業所閉鎖が計画されるような場合は従業員の同意がなければならない。所有権関係（Eigentums- verhältnisse）は単なる所有関係（Besitzverhältnisse）以上のものである。所有権者名義（Eigentumstitel）の変更だけでは不十分である。最終的には社会的富の使用権（Verfügung）とそれへのアクセスが問題である。
生活基盤事業（Daseinsvorsorge）、（すなわち）社会的インフラ、金融機関、エネルギー産業は公共の手にゆだねられ、民主的に管理されねばならない。それらは私的企業の利益本位の打算によって運営されてはならない。とりわけ加盟国の所有権秩序（Eigentumsordnungen）に対するヨーロッパ諸機関の侵害や公的生活基盤分野へのＥＵの強力な自由化圧力はやめるべきである。かわって、ＥＵは公共財の保護や公的生活基盤サービスへの万人のアクセスに最高度の優位性を与えなければならない。
エネルギーや水や交通手段、それにまた住宅、社会福祉(sozial)インフラ、保健医療、教育、文化、スポーツといった生活に欠かせないサービスの人々への基本供給は、資本主義的な利潤追求に任されてはならない。それらは公的に組織され、保証されねばならない。なぜなら、高利回りを追求する企業は、その供給を人々の必要にではなく、もっぱら支払い能力のある需要に合わせるからである。彼らは金持ちには言い寄り、特権を付与しておきながら、貧乏人には見向きもしない。
私営のエネルギー供給業者は、大工業(産業)顧客を優遇し、とりわけ貧乏な世帯に負担を押し付けている。そうではなく、省エネ技術の投入を優遇するために工業(産業)上の大口消費者に対して高くしなければならない。一方、とりわけ貧困世帯に対しては高いエネルギーコスト負担を軽減し、省エネに当たって支援しなければならない。以下についても同様である。すなわち、鉄道と公的近距離および遠距離交通企業は高利回りだけを指向してはならない。その重要な役割は、小さな地域間であっても移動、輸送を可能にし、個人(マイカー)交通に代わるべき魅力的で、バリアフリー、低価格、かつ環境に適した交通手段であることである。交通・運輸部門でのエネルギー消費を決定的に低減させるという目標が一貫して追求されねばならない――たとえば貨物輸送を道路から鉄道にシフトすることによって。電力およびガスの供給、水の供給および処理、電話およびインターネット、鉄道交通、その他のサービスは、連邦全体、地方、および自治体のネットに結ばれ、それら(ネット)はおのずと独占を形成する。もしこのような独占が私企業の手にあれば、利益獲得のための不当な価格吊り上げはほとんど避けがたい。私的な利益追求はしばしばネットの維持補修をなおざりにしかねない。その結果長期的には否定的な影響が出る。デジタル通信におけるネットの中立性は、大口提供者を優遇しようとする大コンツェルンの執拗な試みから守られねばならない。ネット関連のサービスおよび生活基盤事業の設備・施設は公的所有にとどめるかあるいは公的所有に移され、民主的コントロールのもとに置かれねばならない。
また大きな自然の富も万人に、したがって基本的に公共の手に帰属する。基本法によれば財産(所有権)は公共の福祉に奉仕すべきであって、上流階級にのみ奉仕してはならない。この憲法上の基本原則は、私的な大投資家や金融投資家が覇権を持たず、強力な公的セクターに依拠している経済の中でのみ履行しうる。その際、強力で能動的な労働組合と市民社会組織（zivilgesellschaftliche Organisationen）の存在が不可欠である。それらによってのみ社会福祉国家的(sozialstaatlich)な規制が民主的に形成される。
左翼党は次の3本柱からなる銀行システムを支持する。すなわち、貯蓄銀行（Sparkassen）協同組合銀行(Genossenschaftsbanken)、および国有大銀行（staatliche Großbanken）。機能的な金融セクターは公共財であり、したがってその資金準備は公的な課題である。ヨーロッパの銀行および金融システムは永続的に社会的コントロール下におかれる。中央銀行(複数)は、貨幣価値と通貨の安定のみでなく、雇用目標や持続可能な発展の目標をも同権的に追求するべきである。
公的か私的かという所有形態のみが社会的(sozial)およびエコロジー的な発展の質を決めるのではない。連邦、州、あるいは自治体が所有する企業もまた、コントロールを必要とする。それらは社会的(sozial)およびエコロジー的基準に従わねばならず、また法的に公共の福利が義務付けられねばならない。従業員に対しては、マネジメントの意思決定の是正(調整)手段としての強力な共同決定権が保証されねばならない。市民は自治体の行政サービスの発展に参画する効果的な能力(手段)を持たねばならない。公共企業は私的企業とは異なり、短期的な利回り期待にはとらわれない。公的所有制は、経済活動(経営)の新しい規範と優位のための保証ではないが、しかしその前提条件である。加えて、公共企業の利益は、それが自治体レベル、州レベル、あるいは連邦レベルであっても、公的な収入を増加させ、それによって単に少数の私的財産所有者層ではなく、公共の利益になる。
連帯経済（Solidarökonomie）
協同組合およびその他の連帯的自助形態は、すでに資本主義システムの内部において、人々の要求とポテンシャルに沿った新たな経済構造と実践を発展させる試みである。それらは共同所有と平等な利用および参加権に依拠し、人間としての尊厳を持った生活諸条件と共同体の中での連帯的関係の維持あるいは再生産を目指す。それらは、全世界での労働運動や新しい社会運動（soziale Bewegungen）、さらには解放および占有運動(Befreiungs- und Aneignungsbewegungen)の伝統を引き継いでいる。
連帯経済は、生活維持費の短期的引き下げや生活必需物資とサービスのよりよい供給に重要な貢献をしている。それは、いたるところでエコ生産物やリサイクリング、また新しい連帯的な労働・生活形態実現のための先駆けである。左翼党は連帯的経済を適切な枠組み条件、地域経済政策、および生活基盤援助（Existenzgründungshilfen）によって促進したい。とりわけ、住宅協同組合およびその他の住宅セクターでの共同体的な、民主的に組織された企業や自助組織は、それらが住民の広範な層に支払い可能な住宅を供給するという社会的(sozial)目標を追求する限り、左翼党はこれをバックアップする。
中小企業
自由業内での利害、小企業の利害、および賃金労働者の労働組合的利害の調整は民主主義と国民経済のためにやりがいがある。手工業の企業体、発明家、小規模事業経営者(いずれも複数)の勇気と粘り強さなしには、持続的にエコロジカルな製品生産はなかなか貫き通せなかったであろうし、地方でのリサイクルの拡充は考えられないであろう。加えて、中小企業や自営業はしばしば高い革新的で創造的なポテンシャルを持っている。左翼党は、国内購買力のための、また独占資本主義的な引き回しや銀行の横暴からの自由のための共同の闘いを広めるために、助言や行動で参加する。
手工業、芸術、その他のサービス事業での自覚を持った自営(自由)業者は、21世紀の民主的な社会主義にとって欠くことができない。中小企業の私的財産所有は、基本的に民主的な社会主義の複数の財産所有秩序(所有制)に属する。そのことは土地の農民所有についても妥当する。われわれは自己搾取（Selbstausbeutung：過労）と被雇用者に対する圧迫を防止する枠組み条件を望む。
効果的な、民主的、社会的(sozial)、エコロジー的枠組み設定
経済発展は市場と企業だけに任せてはならず、その基本方向を民主的にコントロールしなければならない。効率的な公共企業とともに、目標に沿った公的投資活動が必要である。経済および財政(金融)政策は、完全雇用に努め、国内需要を強化し、社会的(sozial)およびエコロジー的に持続可能な開発発展に配慮するものでなければならない。加えて、労働時間は生産性の向上にともなって、所得を失うことなく漸進的に短縮されねばならない。地方および部門ごとの経済政策は、民主的な枠組み計画と戦略的に策定する構造政策を基礎として、企業の投資計画策定に当たって影響力を行使しなければならない。
左翼党は、直接民主主義の拡充とともに、あらゆるレベルでの円卓会議および経済・社会評議会（Wirtscafts- und Sozialräte）によるその拡大のために努力する。このような会議には労働組合、自治体、消費者、それに社会 (sozial)、エコロジーおよびその他の利害関係団体の代表が参加することになる。それらは対話を通じて、さまざまな課題領域にとってそれぞれ何が目指す共通の利益とみなされるべきか、そしてそれをいかにして社会的に有効に機能させるべきかを策定することができる。これらの会議は民主的、社会的(sozial)、エコロジー的枠組み設定のための地方モデルの開発発展に参加し、立法に先鞭をつける可能性(機会)を持つことになる。
Ⅳ．左翼の改革プロロジェクト　―　社会改造の道程
これまでとは異なった、よりよい世界、民主主義的な社会主義のための闘いは、われわれが住んでいる社会の変革から始まる。左翼党は社会的公正(soziale Gerechtigkeit)、紛争の平和的解決、社会の民主化のために尽力する。所得と資産は、自然と知識と文化の基礎の上に労働によって生み出される。富はもはや資本および大土地所有者のもとに集中されてはならない。稼得労働、家庭内での労働、子供やパートナーや友人の世話、文化および政治生活への参加、そして最後に個人的な生涯教育や余暇は、重要な生活領域である。左翼党はすべての人々のために、これらの生活領域を自律的なバランスの中で結びつける可能性を創り出したい。その(生活諸領域の)民主的な形成と両性への公正な分配は、社会的な生活環境と民主主義的な社会福祉国家(Sozialstaat)の形成のためにも重要な役割を持つ。
われわれは、基本法が定式化した次のような基本権と要求を実現したい。すなわち、人間の尊厳、個性に自由な開花、すべての人々の同権化、職業と職場の自由な選択、住居の不可侵性、意見(表現)・信条・結社の自由、信書・通信の秘密、政治的迫害を受けた人々の亡命権がそれである。財産所有にはそれなりの義務があり、加えて公共の福祉に寄与しなければならない。土地、天然財および生産手段は、社会化の目標に向けてこれを共同(公的)所有（Gemeineigentum）に移行することができる。ドイツ連邦共和国は、民主主義的で社会的な(sozial)法治国家であらねばならない。それは自然的生活基盤を守るという課題を背負っている。すべての国家権力は国民に由来し、選挙と投票によって行使されねばならない。侵略戦争の準備あるいは遂行は処罰されねばならない。
左翼党は、上流階級の致富要求ではなく、国民の要求と利益を中心に据える経済的、社会的、政治的改革の遂行を要求する。われわれは、今日左翼の改革プロジェクトの闘いを進めるなかで、同時にわれわれの社会主義の目標のために働く。
経済危機と大量失業、社会的(sozial)危機とエネルギー・気候危機を永続的に克服することには、もはや最大限利潤の追求に支配されない、もう一つの(異なる)経済秩序を必要とする。その第一歩として、経済的および社会的な発展の根本的な方向転換、すなわち社会(sozial)・エコロジー的改造が不可欠である。そのためには、全経済・生活様式ならびにとりわけエネルギーシステムが自然に適合するよう改造されねばならず、また再生するエネルギー源に置き換えられねばならない。これは、大多数の人々の労働および生活諸条件改善のための政策と結合されねばならない。社会保障と公的および社会的(sozial)サービスは、解体ではなく拡充されねばならない。下から上への再分配をやめ、逆にしなければならない。金融セクターは民主主義的なコントロール下に置かれねばならない。公的および共同体セクターは、民営(私有)化に代わって再び拡大されねばならない。すべての人々、およびとりわけ不利な立場にあるグループの民主主義的および社会的(sozial)権利、教育および参加の可能性(機会)が強化されねばならない。平和的、協同的な紛争解決、および軍縮とグローバルな連帯が、いかなる口実であろうとも戦争を遂行することに取って代わることが不可欠である。左翼党は、危機から解放された、社会的(sozial)、エコロジー的、および平和的な資本主義は不可能であると確信している。しかしながら、社会的、政治的闘いの成果と変化した力関係のもとでは、もう一つの（異なった）発展方向を貫徹し、こうしてさらに前進した民主主義的・社会主義的改造のための出発点の諸条件を創り出すことも可能である。このような取り組み（闘い）の中で、資本主義に対するオルタナチブのためのコンセプト（構想：複数）と社会的な諸勢力と多数派が育てられる。
Ⅳ－1．われわれはどのような生活を望むか － 有用な労働、社会保障、公正
左翼党は、誰もが尊厳と社会保障の中で自律的な生活を送ることができ、自らの労働と教育と文化の権利を守る（行使する）ことができ、また差別または排除されないことを求める。
有用な労働（Gute Arbeit）
人間の生活は、肉体的、文化的、および精神的再生産を包摂し、それゆえ稼得および賃金労働（Erwerbs- und Lohnarbeit）の領域をはるかに超えている。労働は稼得労働以上のものである。なぜなら、家事で、教育や世話や介護で、名誉職(無償奉仕)で、また文化の分野で毎日営まれるべき労働なしには、賃金労働に投入された労働力も社会的な規模で再生産されないからである。稼得労働は、その中で収入が得られ、また買われることのできる財とサービスが生産されるという特殊な意味を持っている。生産力のさらなる発展は、圧倒的に稼得労働の領域において行なわれる。
有用な稼得労働は自分の長所を伸ばし、ポテンシャルを引き出し、個人的および職業上の自己実現の展望を切り開く。有用な労働は家庭や社会生活（soziales Leben）と両立する。有用な稼得労働のための前提条件は次のとおりである。すなわち、それ（有用な稼得労働）は就業者の良心と一致せねばならず、よい収入を保証せねばならず、職業上の資格を重視せねばならず、またフレキシビリティーや走行（通勤）時間への過度の要求を意味してはならない。それは政治的、宗教的良心の自由を犯してはならない。稼得労働は自己実現の源泉でありうるが、しかし多くの人々にとっては彼らの雇用（労使）関係（Arbeitsverhältnisse）の外で自己実現が始まる。
大量失業は強制された失職であり、克服されねばならない。それは関係者にとって屈辱的であり、被雇用者と失業者の地位および彼らの労働組合の資本に対する要求貫徹力を弱体化する。それは社会福祉国家への大きな財政的重圧となる。このことはとりわけ、老人、病人、あるいは子供の介護や世話といった社会的（sozial）課題がますます不払いの私的領域に移転されるという結果を招く。結果としてそのことはしばしば職業化の喪失、とりわけ女性にとって時間的、精神的な負荷の強化を意味する。大量失業はそれに加えて生産・生活様式の社会的（sozial）、エコロジー的形成のためのすべての政治的努力を弱める。各人は労働の権利と、阻止時間（ロックアウト）あるいは制裁を恐れる必要なく具体的な労働提供を拒否する権利を持っている。われわれは稼得労働の強制を拒否する。
左翼党は、身分保障のない、不安定な、低賃金雇用に変えて、有用な労働を求める。したがって、何人も就労を社会的に（sozial）保証されねばならない。われわれは、正規雇用がレンタル労働（Leiharbeit：派遣労働）、見かけの自営業、無期限の実習あるいはミニジョッブ（パート労働）に置き換えられることに反対して闘う。性別や職業上の地位に関わりなく、次の原則が適用されねばならない。すなわち、同一かつ同一価値の労働に対する同一の対価および同一の社会基準（soziale Standards：＊労働基準）。飢餓賃金と賃金ダンピングの停止。被雇用者からの（財産）没収はやめなければならない。従ってわれわれは、生存を保障しうる額の法的最低賃金を要求する。この最低賃金は全国の平均賃金の少なくとも60%に達しなければならない。
賃金協約は、これまでよりも容易に一般的拘束力を持つ旨宣言されねばならない。公的な業務委託（発注）は、賃金協約と重度身障者雇用割合を遵守し、（法定）最低賃金を支払い、社会（sozial）、エコロジー規範を守る企業のみに許される。賃金協約離脱は根絶されねばならない。労働者派遣法（Entsendegesetz）は、将来全分野において、労働が行なわれる現地の労働基準がすべての労働者に適用される旨を定めなければならない。レンタル労働は禁止されねばならない。解雇からの保護が強化され、有期雇用契約（Befristungen）は法的に範囲を狭く限定されねばならない。障害者のための雇用関係を含めて促進されるべきである。工房の従業員（Werkstattbeschäftigte）もまた自律的な生活を可能とする賃金、俸給を必要とする。
われわれは、少なくとも生産性の上昇に見合い、物価上昇を埋め合わせる定期的な賃金上昇を求める。管理者の報酬は企業における最低賃金グループの20倍に制限されねばならず、株式オプションによる報酬や過度の退職慰労金（Abfindungen）は禁止されねばならない。
われわれは労働時間を全面的な賃金および人的補償のもとで短縮することを求める。「万人にとっての有用な労働、しかし個々人にとってのより少ない労働」－をわれわれは新たな完全雇用として求める。稼得労働と子供の養教育や介護との両立が改善されねばならない。そのために被雇用者はその労働時間と、保養、余暇、自律的な活動のための十分に自由な時間とに関して、より大きな自己および共同決定権を必要とする。労働時間法の改正によって、週平均労働時間の最高限度を40時間に制限するべきである。将来の見通しとして、われわれは労働時間の上限を35時間に、さらに長期的には30時間にするよう尽力する。われわれはその場合、被雇用者に対して満額の賃金補償が確保されることを求める。人事委員会と経営委員会（Personal- und Betriebsräten）の共同決定権は、とりわけ人材および職場の配置計画を考慮して拡大されるべきである。こうして、週労働時間の短縮がより多くの雇用をもたらし、しかも成績主義の圧力が取り除かれることになる。われわれは、業務上の労働安全と健康保全、ならびに年少労働者保護法の改善、改正を求める。われわれは被雇用者の再教育に関する要求権の拡充を求める。妊娠および養教育休暇の後の職場復帰が、無料の再教育提供によってより容易にされねばならない。
各人にとっての有用な労働は、事業所および企業における被雇用者の共同決定の拡大を必要とする。われわれは重要な社会的（Sozial）、経済的、エコロジー的な問題での拘束力ある拒否権を支持する。強力で戦闘的な労働組合が必要不可欠である。左翼党は労働組合の努力を支持する。政治ストライキやジェネラルストライキの権利を含む無制限のストライキ権が保障されねばならない。労働組合に対抗する企業の闘争手段としてのロックアウトは禁止され、反ストライキ条項は削除され、賃金協約離脱は法的に阻止され、また労働組合のための団体訴訟権が導入されねばならない。
情報通信技術およびインターネットの巨大な発展は、労働を企業とのつながりから切り離し、独自の生産手段によって自律的に行動する新たな可能性をもたらす。とりわけ見かけの自営業者として委託者から独立している単独自営業者（Soloselbstständige）は委託破棄の場合は直接生死に関わり、社会保障も不十分である。同時にそれによって、資格を有する“情報労働”をも移転し、国内外の低賃金労働者に委託し、こうして賃金と労働諸条件を圧迫するというリスクが増大する。文化および創造産業において、ソフトウェア分野において、またコールセンターにおいて、特に保護のない雇用関係、劣悪な報酬と労働条件が拡大している。劣悪なコンディションで働いている自営業者とミニジョッバー、それに実習生たちが大規模に搾取されている。左翼党は、学習関係としての実習を規制し、最低報酬を定めるよう尽力する。すべての自営業者が社会保険の保護の下に組み入れられねばならず、その際委託者は使用者の負担分に相当する保険料を負担しなければならない。可能な場合は、自営業者によって企業のためにもたらされた業績に対する共通の報酬規定が実施される。
積極的な経済・労働市場政策
これまでの新自由主義的な非国有化政策、民営（私有）化政策は多くの分野で大規模な供給不足をもたらした。公的投資の停滞を克服することと公的雇用の拡充はすでに時機を失している。ドイツのような富める国で人々が貧困と無宿の中で生活し、青少年はよい教育を受けられず、要介護者は放置され、図書館あるいは水泳プールは閉鎖され、あるいはまた資金不足から校舎が崩れ落ち、道路が腐朽していることは恥ずべきことである。
われわれは、経済・財政政策の方向転換を必要としている。それは新たな完全雇用、より高い大衆の所得、公的財政の強化に努めなければならない。その際、社会的（sozial）、エコロジー的に盲目な成長の固定化があってはならず、それは将来も持ちこたえうる構造改造、原材料使用量の節減、および環境負荷の低減と結合されねばならない。加えて、国内需要が、中・低所得に有利な再分配と公的業務・機能（公共サービス）の拡大によって強化されねばならない。左翼党は、教育のための、社会的（sozial）、エコロジー的、かつバリアフリーの交通インフラのための、大きな公的「未来・投資プログラム」を要求する。これは私営企業でも公共事業（サービス）でも需要と雇用を創出する。
ドイツにおける公的および社会的（sozial）サービス分野での雇用は、国際比較で大きく立ち遅れており、加えてしばしば賃金も低い。われわれはこの分野で数百万人の新たな、正規でかつ労働協約どおりの賃金が支払われる職場を創出すること、こうして同時に差し迫った社会的必要を満たすことを求める。このことは、富裕者や財政力のある企業をより強く引き入れ、環境消費と資源消費に特別に課税する、社会的に（sozial）公正でありかつエコロジー的な租税政策によって確実にまかなわれ得るし、まかなわれねばならない。
積極的な国家の産業およびサービス業政策が、脱工業化を阻止し、加工業、商業、その他のサービス業分野での職場を確保するために必要である。われわれは大量解雇の禁止を要求する。これは、広範囲にわたり、縮小する産業分野から将来性のある分野への被雇用者の社会的に（sozial）安全な移動を含むであろう。
われわれは、危機に直面した、しかし生き延びる能力のある企業を救済することができ、また社会的（sozial）、エコロジー的改造を促進することができるような公的未来基金（öffentlicher Zukunftsfonds）を設立したい。その場合、国の援助は、それに相当する公共セクターへの、あるいは従業員への資産分掌との引き換えでのみ与えることが許される。これらの資産所有権は企業マネジメントの規範を変えるために用いられる。すなわち、所有者ないし株主のみを利する今日の配当決定は、企業業績を長期的成長、従業員の利益やエコロジカルな持続性で評価する経営によって置き換えられねばならない。
われわれは、労働市場でよい機会に恵まれないすべての人々のために特段の取り組みを行なう積極的な労働市場政策を求める。より高齢の作業仲間の基礎知識や専門知識、能力は労働市場の中に持続的に包摂されねばならない。それには50歳以上の人々を実際に解雇通告から守り、失職した場合には、彼らの知識と能力に見あって賃金協約にもとづいて支払われる雇用を、万人の福祉と利益のために可能にする諸規則が含まれる。公的に助成される雇用は、有意義でかつ協約どおりの賃金が支払われる職場を提供しなければならない。こうした職場は、とりわけ市場が社会的（sozial）、文化的、エコロジー的分野での需要（必要）を満たせないところに創出されるべきであろう。こうした職場の受領は自由意志による。
われわれは、労働市場政策を超えた公的に助成された雇用セクターによって、どこまで非営利分野における雇用が長期的にさらに開発発展され、強化されうるかについて議論している。
金融セクターを民主的に管理し、公共の福祉を義務付ける
民間銀行は、過去何年間かの投機バブルとそこから発生した何十億ユーロもの損失に対して重大な責任を負う。したがって民間（私的）銀行は国有化され、民主的なコントロールの下に置かれ、公共の福利を義務付けられねばならない。厳しい規制によって、銀行セクターは将来再び次の公的負託にこたえることが保証されるべきである。すなわち、①経済的に有意義な投資に対する低金利融資、とりわけ中小企業のそれに対しても、②支払い流通の清算、ならびに各人のための無料の普通預金口座（Girokonto）の開設、私的な蓄えの安全な預金（Anlage）――がそれである。過去何年かの間に爆発的に成長した投資銀行業務（Investmentbankng）は清算されるべきであり、銀行が自己勘定で行なう有価証券トレーディング（Eigenhandel mit Wertpapieren）およびデリバティブによる投機は禁止されるべきであり、また同様に簿外（オフ・バランス）でのいかなる取引も、さらにまたタックスヘイブンに法的に登録されている企業あるいは個人との取引も、禁止されるべきである。貸付および預金金利の枠組み基準が緊急に必要である。銀行はそのバランスシート総額の所定の最低割合を低金利による小規模貸付の形で中堅企業に提供することを、法的に義務付けられねばならない。
われわれは、国際的な資本取引の効果的な管理と規制を要求し、金融システムおよびそれにともなう世界経済全体の安定性を危険に陥れるような、高度に投機的な投資手段（媒体）の禁止を要求する。われわれは、ヘッジファンドや私的エクイティー会社のような投機的な投資媒体に対して、連邦共和国内での営業活動を禁止することを求める。株式市場での取引高、同市場外での取引、あるいは外国為替取引といった金融取引全体が、投機を魅力のないものにするために課税されるべきである。これにはとりわけ農業用地、水を含むあらゆる種類の農業用原材料に対する投機の禁止が含まれる。空売りは禁止されるべきである。その第一歩として、われわれはドイツにおける株式取引高税（Börsenumsatzsteuer）の導入を要求する。最も重要な主要通貨（複数）の為替レートは目標ゾーンを設けて安定化されねばならない。ヨーロッパレベルでは、規制および監視機構が設立され、また現存する機構が強化されねばならない。われわれは、ＥＵの内部での税ダンピング（税引き下げ競争）を終わらせるために、各国の租税政策の調整に尽力する。タックスヘイブン――その中では効果的な規制がない――はそれとの取引を阻止することによって干し上げねばならない。
持続可能な農業と地方開発
農業の一次生産（Primärproduktion）は。社会（sozial）・エコロジー的改造に際しての、また食糧主権確保のためのカギとなる分野に属する。それは、持続可能な生産手段・方法によって、安全、健康な食料品と飼料、さらにはエネルギーや素材として利用するバイオマスのための原材料への需要をまかなわねばならない。同時にそれは、土地を肥沃に、水や空気を清浄に保たねばならず、また人の手が加えられた土地での生物多様性を守らねばならない。われわれは、自然と調和した革新的で省資源的な農林業、園芸および漁業を求める。われわれはますます進む過剰漁獲および海や内水（河川湖沼）の酷使に反対する。われわれは、エコロジカルな農耕とすべての農業事業体（農場）の環境に適した経営を大幅に高め、それによって将来的にすべての食糧が持続可能に生産されることを要求する。こうして農化学的合成肥料、水およびエネルギーの消費量を減らすことができる。
われわれは、持続的に営まれる農民の家族農場、協同組合農場、および共同体（地方自治体）農場（kommunale Betriebe）を強化し、私的な土地所有の集中を阻止し、土地改革の成果を守り、事業体（農場）間の、地方での、さらには地方間の農業および食料品事業の協力関係の多様な形態を支援したい。われわれは、共同による社会（sozial）・エコロジーに適する構造変化に期待している。
遺伝子工学によらない農業のために
左翼党は遺伝子工学によらない農業のために尽力する。農業遺伝子工学は、農業セクターと食料品を世界的にコントロールしようとしているごく少数の国際種子・農業化学コンツェルンのみがこれを利用している。農業遺伝子工学は、農業経営者、園芸家、養蜂家、および消費者に対する健康上、エコロジー上、経済上および社会的（sozial）なリスクを抱え込んでいる。農業への持続的な利用は、ずっと以前からカナダやインドなど諸外国での破局的経験を通してその誤りが証明されている。農業遺伝子工学は殺虫剤投入を減らすこともできなければ世界の食糧問題を解決することもできない。一面でのゲンテク（遺伝子工学）栽培と他面でのバイオロジカル（生物学的）または通常栽培の共存は不可能である。ひとたび遺伝子組み換え植物が（自然界に）解き放たれると、もはやそれを回収することはできない。
左翼党は、わが国での、ヨーロッパレベルでの、また全世界での農業遺伝子工学の即時禁止を要求する。種子の「ゼロ・トレランス」（＊遺伝子工学で汚染された種子を一切許容しない政策）は維持されねばならない。ターミネイター種子（＊次世代の種子が発芽または結実しないよう遺伝子操作した種子）は禁止されるべきである。左翼党は、非遺伝子工学ゾーンの設立、ならびに在来の農業あるいはバイオ農業からの生産者――および遺伝子工学によらない生産のための市場化共同体――の創出を支援する。蛋白飼料（Eiweißfuttermitteln）のその土地での栽培が強化されねばならない。われわれは、耕地での、飼料桶内での、皿の上での、あるいはタンク内での遺伝子工学を必要としない。健康的な食糧・飼料や再生する原材料の持続的かつ環境を大切にする生産は、遺伝子工学によらない農業によってのみ可能である。農業遺伝子工学はリスク・テクノロジーであり、われわれの社会・エコロジー的（sozialökoogisch）改造の目標と相反する。
構造的後進地域に対する助成、東ドイツにおける責任
左翼党は、ドイツ連邦共和国の全地域における同等によい生活条件、ならびにヨーロッパ連合内の生活環境の同一化に努める。ヨーロッパ政策はこの関連において、開発発展が大きく立ち遅れた地域を強化し、同時にその他すべての地域における安定性を支えなければならない。ＥＵの構造助成策のさらなる開発発展は、気候保全とエネルギー転換の必要条件をみたさねばならず、それはエコロジー的改造と公的な生活基盤事業の拡充を促進するものでなければならない。
構造的に後進的な州と地域は、協同的、社会的（sozial）連邦国家の中で支えられねばならない。われわれは、各州がそれぞれ異なった税制、公共サービスでの異なった基準や条件で相互に競い合う競争促進主義に反対する。それは豊かな州や活力ある企業と裕福な住民グループを利するだけである。それは人々を傷つけ、その生活および労働条件を悪化させる。
市民が現地で民主的に参加し、またすべての現存する地域と地方の開発・発展潜在力を地方開発・発展計画と市民の家庭生活の中で助成する強力な地方政策が必要不可欠である。成長の中心部と構造的に遅れた農村部とのより密接な協力と結合が必要である。重要なことは、教育、文化、自由時間および子供の世話をする施設の広範な提供によって、また魅力的な職場の助成によって、生きがいある枠組み条件――とりわけ若者たちのための――を創出し、そうすることによってその地方にとどまることが報われるようにすることである。
左翼党にとっては、すでにその歴史的な経緯の故に、東ドイツの利害を代表することが特別の重要性を持つ。東ドイツは、極度に高い失業率、西側と比べて低い賃金、若者たちのいっそうの流出を終わらせるために新たな政策的アプローチを必要とする。東ドイツのための新たな発展の道は、東ドイツの開発発展の遅れを目標にそって取り戻すために、国土開発発展計画のコンセプトと長期的で全ドイツ的なイノベーション・投資・構造政策を必要とする。それには教育、資格取得、研究分野への投資強化、科学研究施設と企業網の協力による未来分野とベンチャー企業、ならびに地方経済開発発展センターの助成策が含まれる。
再分配と公正な税制
左翼党は万人のための社会保障（soziale Sicherheit）と社会的公正（soziale Gerechtigkeit）を求める。従ってわれわれは上から下への社会的（sozial）再分配に努める。公正でバランスの取れた分配関係は、民主主義の強化のためにも重要である。なぜなら、巨額の財政資金を手にすることは政治的権力を持つことになるからである。
われわれは、より高い財政収入をもたらす適正な租税政策によって公的財政を強化することを求める。豊かな人々だけが貧しい国の財政をまかなうゆとりがある。金融資本主義と再分配政策と国家の銀行救済行為の利得者は、危機克服と社会（sozial）・エコロジー的改造のコストを負担しなければならない。われわれは莫大な個人資産に対する年5％の百万長者課税の再導入を要求する。同時にわれわれは高額資産に対する相続税の顕著な引き上げを要求する。これらすべては個人資産の極端な不平等と集中を低減させるためにも重要である。左翼党は、資源消費削減を目指す有効な誘導機能を持つエコロジー税を設けるために尽力する。この税金は、最終消費者ではなく生産段階で課せられねばならない。
コンツェルンおよびその他の資金力のある企業は、再びより多くの税金を支払うべきである。われわれは税の抜け穴をふさぎたい。われわれは所得税の最高税率の大幅な引き上げを要求する。われわれは、銀行のキャピタルゲイン（Kapitalerträge）に関する管理報告および外国にある金融資産に関する報告義務、さらには税逃れや脱税を根絶するため税務職員の増員を要求する。資本収益（Kapitaleinkommen）は将来、たった25%の一括清算課税（pauschare Abgeltungssteuer：＊利子・配当・投機利得に対する25%の一括源泉徴収課税、2009年に導入）に代えて、再び対人税率（persönlicher Steuersatz）で課税されねばならない。一方われわれは、低・中所得者の税負担を軽減することを求める。われわれは夫婦分割課税（Ehegattensplitting：＊共働き夫婦の収入を足して２で割った額に課税）の廃止を要求する。なぜならこれは伝統的な、男性が支配的な片稼ぎ世帯を助長し、女性の就業（稼得）活動を妨げているからである。それによって他の家族形態が不利益を受けている。その代わりに子供を援助する公的施策を拡充するべきである。われわれは、どんな交通手段を利用するかにかかわりなく、通勤の道のりに対する距離別一律通勤費（Kilometerpauschale）の導入を求める――税金を支払わない低所得者に対しても。左翼党は手工業職人の労働集約的な職務遂行に対する売上税の軽減税率を拡大したい。
民主主義的な社会福祉国家（Sozialstaat）における社会保障
自律的に生活することができ、また民主的な共同形成の権利を広範に保障することが出来るためには、誰もが社会的安全保障（spziale Sicherheit：社会保障）を必要とする。左翼党は基本法における社会福祉国家規範（Sozialstaatsgebot）の拡大と明確化のために一貫して闘っている。とりわけ重要なことは、単に善意に依拠した福祉国家（Wohl- fahrtsstaat）へ向けての、すでに今日ある展開を食い止めることである。したがって、社会的基本権（soziale Grungrechte）が憲法（＊基本法）の中に明記されねばならない。そのためには、労働権、教育権、居住権、社会文化的生活保障（soziokultuelle Existenzsicherung）権、および保健医療給付受給（gesundheitliche Versorgung）権といった社会的(sozial)基本権の導入によって、基本法における社会福祉国家原則を強化することが必要である。
われわれは、病気、事故、要介護状態、障害、さらには就労不能や失業といった生活上のリスクから連帯して安全を守り、貧困を防止し、また老後には尊厳のうちに自律的な生活を保証する能動的な社会福祉国家を求める。われわれは、自主組織、とりわけ失業者のそれを公的資金から財政的に援助することに期待する。
社会福祉国家の業務（サービス）は、家父長的な従属や当局の恣意（横暴）を阻むために個々人の権利要求に立脚せねばならない。
脱国有（国営）化、自由化、および無条件の競争本位の諸政策は取り消されるべきである。住居、教育、健康といった人間の基本的な必要を満たすことは、誰にとってもその懐具合とは無関係に保証されねばならない。水、エネルギー、交通および通信サービスの供給分野での生活基盤事業を、全土あまねく、万人にとって入手可能で、しかも高い質で確保することは公共の任務である。その生活基盤事業は、病院、学校、大学などと同様に、利益を追求する企業ではなく、公的な企業の中で組織されねばならない。人間にふさわしい住居の権利は法的に定められるべきである。文化への参加が保証されねばならない。われわれは、青少年のための世話と自由時間の提供が、また家庭援助と養育支援の社会サービス事業（soziale Dienste）も同様に、問題なく入手しうることを求める。ドイツで生活するすべての人々が例外なく、その国籍のいかんを問わず、民主主義的な社会福祉国家によって排除から守られねばならない。
全世代のための適切な住居と自律的な住生活は、社会保障と人間の尊厳の最も重要な条件に属する。住居費は万人にとって長期的に支払い可能でなければならない。それには社会的に（sozial）バランスの取れた賃貸借権（Mietrecht）、住宅価値関連の賃貸借料（wohnwertbezogene Mieten）、および定期的に調整された住宅手当(Wohngeld)などが含まれる。われわれは、バリアフリーの社会的（sozial）住宅建築、すべての住宅所有形態の同権的助成、および積極的な都市計画促進を要求する。公益的な住宅の管理・運営者（Wohnungswirtschaft）は、生活基盤事業としての住宅の担い手であらねばならず、住宅市場の均衡ある発展に貢献せねばならない。左翼党は基本法の中に居住に関する基本権を盛り込むよう引き続き闘うであろう。
社会保障基金（Sozialkassen）の財政問題にとっての主要な原因は大量失業である。これに加えて、社会保険の負担を増す政治的決定、賃金ダンピング、社会保険加入義務のある職場の解体がある。こうした動向は掛け金収入の低減を引き起こした。また年金削減の人口動態的根拠もない。人口中の高齢者割合の増加にもかかわらず、年金を増額することは実現可能である。この可能性は、労働生産性の向上と社会的な労働潜在力を十分に汲み尽くすことによる。なぜなら、労働生産性の向上は、連帯的な配分によって、人口中の高齢者割合の増加にもかかわらず、年金とともに労働収入のさらなる上昇を可能にするからである。
われわれは、貧困ラインをはっきり上回る法的年金をもたらし、働いて得た生活水準を引き続き確保する老齢保障としての連帯的年金保険（solidarische Rentenversicherung）を求める。それは、私的な老後への備えに対する国の助成を不必要にする。国の助成は老後貧困の脅威を回避することができず、しかも財政面での膨張を相当程度促進した。われわれは、すべての男女が対等にファイナンスされた法的年金保険に加入する連帯的年金保険、および老後の貧困を防止するための年金保険の枠組みに沿った連帯的最低年金を要求する。連帯的最低年金は，一方では自分の掛け金に応じた年金受給権から、他方ではその所得や資産が貧困ライン以下の生活をもたらすような人々を対象にした税資金からまかなわれる。
われわれは、法的年金での連帯的調整（均一化）を強化すること、そのため掛け金査定の上限をまず大幅に引き上げ、最終的にはこれを廃止し、高額所得に対する年金受給権を平準化することを求める。われわれは東の年金額を西のレベルに一致させるために闘う。われわれは年金の需給開始年齢の67歳への引き上げを無条件に拒否する。われわれは、40年間掛け金を支払った後の満額年金――それは、60－65歳で減額なしに職業生活から引退する可能性と同等の期間を含む――を要求する。
失業の場合でも、社会保障給付（soziale Leistungen）は以前に到達した生活水準をおおむね確保するものでなければならない。従ってわれわれは「ハルツⅣ法」の廃止を要求する。左翼党はそれに代わって、最低限過去の収入に応じた失業手当、および貧困を実際に防止し、当事者の市民権を守るような、必要を満たしかつ制裁のない最低保障を必要とする。それには、制裁の廃止、25歳までの若者に対する特別規定の廃止、需要・投入共同体（Bedarfs- und Einsatzgemeinschaften：＊たとえば親の収入で無収入の子の生活を支える親族共同体）の廃止、および法的な扶養義務化にもとづく個人原則の導入が含まれる。
左翼党の一部はそれに加え、個々人の生存保障および社会参加の権利を稼得労働から切り離すための、無条件の基礎収入（ベイシック・インカム）のコンセプトを主張している。この考え方は党内で意見の対立があり、議論されている。われわれは引き続きこれを議論していく。
左翼党は、青少年の貧困を防止し、すべての青少年に適切な参加と自己開発の機会（可能性）を提供し、排除や差別から守る、全青少年のための「児童基本保障」（Kindergrundsicherung）のために闘う。
左翼党は、普遍的な疾病・介護保険と公的な保健医療供給としての「連帯的市民保険」（Solidarische Bürgerversicherung）を基礎とした民主的な保険医療システム構築のために闘う。すべての人々は「連帯的市民保険」に、その収入（稼得・資本およびその他の所得）に応じて払い込む。「連帯市民保険」は法的および私的な疾病・介護保険の区別を廃止し、対等の権利の復元と追加払い廃止にもとづく。
われわれは、健康（Gesundheit）を、世界保健機構（ＷＨＯ）とともに、パーフェクトに身体的、精神的および社会的（sozial）に健全であること（Wohlbefinden）であって、単に疾病、障害がないことではない、と理解している。保健医療システムの業務、サービスは、国民の必要に応じた、全土での、居住地の地理的にも時間的にも身近な医療供給に、制限なく奉仕せねばならず、すべての人々にとってその社会的（sozial）、財政的および居住権の状況いかんにかかわらず利用できるものでなければならない。
健康は商品ではない。保険医療システムの公的所有関係と機構は、公的生活基盤整備事業分野として組織されるべきものである。薬剤価格は法的に管理されるべきである。被保険者、独立の患者代表、保健医療機関従事者の３者による民主的な共同決定が、対応して法的に規定されるべきである。保険医療システムの中で得られた経済的余剰は、被保険者と従事者の福祉のために使われるべきである。保険掛け金による投機ビジネスのような目的外使用は禁止されねばならない。入院や外来による医療供給サービス、リハビリや介護サービスは、統合された供給体制として分野の違いを超えて組織されるべきである。われわれは、サービス切り捨てに代わって資源の理性的な取り扱いを保証するために、ポリクリニク（外来診療）機構、さまざまな専門分野ごとに専門医を配置した外来診療センターの設置を求める。健康増進と病気予防は保健医療システムの独自の柱として開発発展されねばならず、予防法の中に定着されねばならない。
われわれはドイツにおける自由で啓蒙的な薬剤（麻薬）政策を望む。薬剤は日常現象である。アルコールの誤用（悪用）は社会的な問題である。合法および非合法の物質の区別は恣意的である。薬剤やその誤（悪）用は、重い健康上の、社会的な（sozial）、また物質的な問題を引き起こしうる。従ってわれわれは、薬剤消費の非犯罪化と長期的にはすべての薬剤の合法化を内容とする、合理的でヒューマンな薬剤政策のために尽力する。そのことは、（薬剤）依存者の非犯罪化、ならびに援助の組織化や、薬剤の合法的で管理された依存者への販売の組織化を意味する。われわれは原則的に、薬剤消費者に対する処罰や抑圧に頼ることなく、予防と啓蒙によって薬剤誤(悪)用を防止する社会を望む。
Ⅳ－２．われわれはどのように決定することを望むか？　社会の民主化
ドイツ連邦共和国は、民主主義的で社会的な(sozial)法治国家としての再生を必要とする。したがって、代議制議会民主主義は直接民主主義によって拡大されねばならない。国民(住民)投票はそのための重要な手段とならねばならない。所有関係の変革――とりわけ金融部門においても――、公共部門と民主主義的な公衆の強化が、新自由主義的民営(私有)化と権威主義的治安国家に対するわれわれのオルタナチブである。
議会の強化と参加型民主主義
左翼党にとって、政治的および社会的(sozial)な、個人的および集団的な自由権と参加権は一体のものである。左翼党は、経済と国家、マスメディア、教育、科学およびその他の諸社会分野における民主的な管理と共同決定の拡充を望む。企業と従業員はもはや金融投資家の自由処分の対象物であってはならない。従ってわれわれは、対等な共同決定の拡大と、破産に瀕していない企業の閉鎖に対する従業員の拒否権の行使を支持する。
資本主義は大衆の支配(権)としての民主主義の基礎を掘り崩してきた。選挙は、選ばれた人々がその決定を大企業や資産家の支配に任せ、こうして民主的な管理から逃れるならば、その選挙は茶番になる。従ってわれわれは、経済連盟や企業は政党に献金してはならず、州議会、連邦議会あるいはヨーロッパ議会の議員をその報酬リストに載せる(＊議員に報酬を支払う)ことを禁ずるよう要求する。ビッグマネーの影響から民主主義を守るために、個人による大口献金もまた制限されねばならない。
われわれは、すべての代表者集団（Vertretungskörperschaften）――市町村会からヨーロッパ議会に至るまで――を、民主主義的な決定機関（Entscheidungsgremien）として強化することを支持する。そのためには、代表者集団は等しい目の高さで政府や行政機関と渡り合うことができるために相応の権利と資金を必要とする。議会は、政府によってより早期かつより包括的に議決の準備に関して情報が提供されねばならないのみならず、同時にその準備過程に加えられねばならない。議会の広報活動の質が高められなければならない。労働組合、社会（sozial）・環境・消費者・借家人・障碍者の各団体、自助組織や民主主義運動のポジションが早期に包含されねばならない。情報入手や書類閲覧に関する委員会や議員の権利が強化されるべきである。ヨーロッパ議会は独自の発議(議案提出)権を獲得せねばならない。ヨーロッパ連合が地理的に、社会的に、文化的に、同時にまた行政上もより肥大化し、複雑化してきたのに応じて、また決定権限の範囲が拡大されるのに応じて、ヨーロッパの立法過程における連邦議会および州議会の管理・協力権（Kontroll- und Mitwirkungsrechte）の拡大が必要不可欠の要素となる。
左翼党はさらに、すべての選挙において選挙権獲得年齢を16歳に引き下げることを要求する。われわれは、政治の新しい形態を下から発展させるために尽力する。それには政治ストやゼネストも含まれる。生きた民主主義は、国民運動(Volksinitiativen)、国民請願(Volksbegehren)、国民表決(Volksentscheide：国民投票)、また市民請願(Bürgerbegehren)と市民表決(Bürgerentscheide)を通した、直接民主主義的決定と協働の拡大された可能性を創造しなければならない。同時にＥＵ条約に関する国民表決（投票)の義務化も導入されるべきである。すなわち、市民は、市民運動・請願・表決を通してヨーロッパレベルの決定に効果的な影響力を行使する権利を、ＥＵ規模で獲得しなければならない。
民主主義的コムーネン（市町村自治体）
市民が自分の生活（人生）を自分自身で決めるという自由はその多くの部分が市町村自治体にかかっている。そこでは重要な日常問題や社会の将来の問題が決定される。したがって左翼党は、市町村自治の強化や強力な自治体資産、および公的生活基盤事業の機能強化発展のために全力を尽くす。民主主義が形骸化しないためには、自治体は十分な財政資金と経済的および社会的（sozial）プロセスへの影響力を必要とする。したがってまたわれわれは、公的生活基盤事業や社会保障システムの民営（私有）化を拒否し、公共財産の強化を要求する。
左翼党にとって、市町村自治体は単に行政レベルであるのみならず、決定的な形成レベルでもある。ここで市民は社会発展のすべての矛盾を直接に体験し、政治がどのように機能しているかを知る。市民の直接的な参加の手段によって、彼らは変化を引き起こすことができる。自治体は連邦（föderal）システムの中で強力な地位を獲得しなければならない。それによって、市民は地域および地方問題の解決により大きな影響力を持つ。自治体の中には新しい生活形態を試行する機会がある。そのためには政治的、社会的（sozial）、文化的な自己組織化のための空間が創造されねばならない。生活基盤事業サービスは自治体自身によって実施されねばならない。そこには利潤獲得のための場所はない。したがって、公共の福祉のためには公共財産を保全し、自治体の業務のさらなる民営（私有）化を許さないことが肝心である。むしろ生活基盤事業強化のためには再自治体所有化が必須である。
連邦システムにおける市町村自治体の地位強化のためには、最低限３分野における変革が行なわれねばならない。自治体の憲法（Verfassungsrecht）は、自治体がいっそう強力に自己責任において課題（任務）を遂行することができるよう整備されねばならない。必要に即した自治体の財政を確保する財務憲法（Finanzverfassung）が必要である。自治体の経済法（Wirtschaftsrecht）は、自治体企業が経済生活に対等に参加できるよう整備されねばならない。公共企業は、地方の経済循環をよりよく展開しうるよう強化されねばならない。これら３分野での変革のためには、自治体民主主義を強化することが必要不可欠である。それと関連した市民の決定過程への参加の強化は、自治体の生活基盤事業を確実にさせる。
左翼党は、参加型の財政政策、自治体民主主義の重要な形態としての市民（の手による）財政（Bürgerhaushalte）のために働く。われわれのビジョンは、人々が彼らの用件を自ら決し、形成し、自分たちの共同体の社会的（sozial）、エコロジー的改造を自主的に手に入れる、連帯的市民自治体である。
市民社会的自治は、民主的な共同決定のための重要な場である。それは、市町村や各種共同体（Gemeinden）における社会的（sozial）一体性を固める。各種の協会や連盟や市民運動は、多くの市民がさまざまな分野で社会的任務を果たすべき責任を引き受けることを可能にする。したがって左翼党は、社会的な任務を引き受ける市民社会の活動家を援助するよう尽力する。その際、社会的（sozial）およびエコロジー的基準の順守を担保するために透明性と公的管理が必要である。前提条件は、民主的な認定作業と十分な資金手当てである。
権力分立の徹底的な実行　―　司法自治を導入
ヨーロッパの規模ではドイツはしんがりで、ヨーロッパ理事会(Europarat）の議員会議から、ヨーロッパ諸国の圧倒的多数の模範に従うよう、また司法の独立を確保するため裁判所や検察庁の自治を司法評議会（Justizräte）を通して可能ならしめるよう勧告された。
左翼党はそれゆえ、連邦および州レベルで権力分立原則の徹底貫徹と司法民主化のために尽力する。設立するべき司法評議会は、政党政治から独立して、もっぱら基本法の正義保障要求（Justizgewährungsanspruch）を実地に移すことが義務付けられている。裁判官と検察官の任命はもっぱら裁判官選抜委員会（Richterwahrausschüsse）によってなされるべきである。その際選抜された候補者はすべての社会層を適切に代表することが保障されねばならない。司法機関の代表構成のみが実際に国民に名において正義が語られることを保障する。法治国家を強化するには、その他、検察官の裁判官と同様の独立性を必要とする。
民主的に管理されたメディア
メディア権力とメディア操縦（統制）は民主主義にとって危険である。検閲のない、確固たる中立性をともなった自由なインターネットの保護がますます重要になっている。インターネットは左翼党にとって公共財であり、ネットインフラは社会的コントロールの下に置かれ、民主化されねばならない。民主的なメディアは民主的な編集規則（Redaktionsstatuten）、広範な大衆への周知方法（Gegenöffentlichkeit）の強化、またメディセクターでのカルテル法の利用を必要としている。
メディア教育はデジタル時代においては全社会的な課題として認識されねばならない。左翼党は、すべての住民グループが年齢や社会的（sozial）地位や地方とは無関係に利用でき、またインターネットやデジタル・メディアの扱い方に関する専門知識を伝えるメディア教育の提供を要求する。市民は、デジタル・メディアと内容を理解し、批判的に評価し、自ら多様なコンテックスト（脈略）の中でコミュニケーションを行なうために分析的能力を発達させなければならない。抑圧的思考での青少年保護のベースに専門的なメディア対策を限定しようと試みる、家父長的思考の“禁止・保護教育法”（Verbots- und Bewahrpädagogik）は、開放的人間像の考え方の中にはない。左翼党はこれを拒否する。
多くの人々は現代的なメディアへのアクセスを持っておらず、したがって現代の情報技術と結ばれる可能性（機会）を利用できない。マスメディアは圧倒的に少数のコンツェルンと金融投資家の掌中にある。それは、われわれが学び、知ることを、われわれが語ることを、そしてわれわれが考えるであろうことをともに決定する。メディア利用とメディアによるコントロールはますますオーバーラップする。左翼党はこの分裂に反対して、監視とコントロールに反対して、そして情報および表現の自由のために、公法上のメディア強化のために闘う。
デジタル社会における民主主義
ネットは参加、公開、透明性のために新たな可能性を提供している。そこではますます多くの世論形成が行なわれる。左翼党は、デジタル時代における政策決定へのより多くの社会的参加のための可能性（機会）を取り上げねばならない――政治に背を向けた市民の意識からしても。左翼党は、開かれた政府（Open Government）およびＥ-デモクラシー（たとえばオンライン請願、市民の財政〈参加〉）による社会参加を守り、拡充するネットの民主主義的なポテンシャルのためにわが身を開く。われわれは、開かれたデータ、すなわちアーカイブや財政データあるいは法律の文言といった純粋に保護に値しないデータのいっそうの提供と利用のために尽力する。
インターネット中の社会的ネットワーク（Soziale Netzwerke）、検索マシーン、測地データサービス、オンラインショップ、その他のコンテンツ・プロバイダーもまた世界的に何百万人の人々の個人情報を収集し、彼らの意思に反してまでもこれに接続する。利用者のますます多様なデータ・プロフィルが生じ、私経済的に利用されている。自由にアクセスできる情報と社会的（sozial）相互作用は、個人データの乱用によって帳消しにされている。メディア村としての世界は、デジタル時代の人間が大量のデータの山とその利用の下に埋もれてしまわないよう、保護のメカニズムを必要としている。
ネットでの平等と自由
情報はさらに決定的な資源と生産力になった。デジタルな情報生産とコミュニケーションのネットワークの中で、利用者は世界的に分散した知識のストックを呼び出すことができるようになり、文化的な記憶へのアクセス可能性(機会)を民主化し、公共性（Öffentlichkeit：公開性？）の新しい形態を創造した。知的生産へのアクセス、情報の選択と投入に関する決定支配力は、デジタル・コミュニケーションのネットワークが将来誰によって、どのように支配されるかを決定する。コミュニケーションと情報へのアクセスは、所有権問題として、またデジタル技術を獲得する可能性(機会)は、インターネットにおける民主主義と複数主義と意見(世論)形成の基礎を築く。左翼党は、万人のための基礎的な供給システムとしての迅速なインターネットのためのインフラ整備を要求する。
われわれは、デジタル世界の中での知識の自由を守り拡充することを望む。開かれた情報整備システムは、ますますコントロールおよびビジネス利益の抵抗に遭遇する。それは広範な制限を受けざるを得ない。私経済の独占企業と国家の監視の利益はインターネットの分散(非集中)構造を脅かし、それとともにネット上での平等と自由を脅かす。われわれはネットの多様性を支持する。われわれはネットの遮断を始め、内容の覗き検査やフィルター濾(ご)しを拒否する。情報は自由でなければならない。デジタル技術によって、知識・文化財へのアクセスが開かれ、拡大された。その公共財としての理解はこの間日常化している。利用者を犯罪者扱いする代わりに、創造と文化をもたらすものへの新たな報酬モデル（Vergütungsmodelle）のための政策的解決策を開発するべきである。
インターネットは、自由な自己組織(化)のための、コンツェルンの強要と世論支配権力(Meinungsmacht)を回避するための、プラットフォーム(基盤)として利用されうる。万人にとって自ら創造的になること、また大衆への周知方法（Gegenöffentlichkeiten）を創造することは可能である。われわれは、自由を大切にする利用者が自ら情報を集め、また発信することを支援する。
個人の権利強化
市民権の解体と保安国家の強化に反対して、われわれは個人の権利強化、個人データの保護、社会的(sozial)組織と運動に、また国家の保安機関にたいする独立した民主的な管理に依拠する。われわれは、公共空間の民主的自治のイニシアチブ(市民運動)を支援する。われわれは、監視国家の拡充を拒否し、警察、連邦国防軍、秘密情報機関の厳密な分離と民主的なコントロールを要求する。われわれは秘密情報機関の廃止を望む。
われわれは、ドイツおよびヨーロッパ連合で生活しているすべての人々のための平等な政治的および社会的（sozial）権利のために尽力する。なぜなら政治的および社会的(sozial)権利は人権だからである。法治国家は社会的(sozial)にならなければならない。今日、法の前の平等が確保されているという生きた民主主義の条件は、物質的には満たされていない。より高い訴訟価格に関わる裁判手続きは、必要な資金を自由にすることができるものだけが行なうことができる。これは、すべての人々が法の前に平等であるために改められねばならない。
情報の自己決定権はますます危険に陥っている。ガラスのような(無表情な)市民のイメージはわれわれを驚かせる。プライバシーの領域や情報の自己決定に関する権利は、われわれにとって民主的な国家であることの不可欠の前提条件である。“データ・ストリップショー（Datenstriptease）”は全国民を総疑惑の下に置き、特段に社会的弱者（sozial Benachteiligte）は給付申請に際して、また全体的に監視されている政治的に能動的な左翼は苦しめられる。われわれは、控えめなデータ把握（登録）、加工に際しての包括的な手続法およびその安全性のために尽力する。われわれは具体的に、インターネットとオンライン検索での検閲インフラ作りに対して、ビデオ監視の拡張とテレコミューニケーション・データの広範な蓄積に対して反対する。
平等と両性の公正
両性間の調和の取れた公正な関係はいまだに存在しない。依然として伝統的な役割分担が男女の生活に影響を与えており、彼らの生活の質と職業上および社会的(sozial)な成長の機会を損なっている。家父長的な構造が依然としてすべての社会領域に浸透している。女性は社会の全労働の半分以上、とりわけ無報酬の家事・介護および再生産労働を提供しているが、しかしその労働はより少なくしか認知されておらず、また稼得労働の分野では男性の同僚よりも依然としてはるかに低い賃金しか支払われていない。それにともなって女性の社会保障給付を受ける権利(Sizialleistungsansprüche)も切り下げられている。とりわけ低賃金と長時間労働という労働条件が女性を不利にし、伝統的な両性関係を固定化している。その結果、女性はしばしば自らの生存すら自力では維持できない。経済的な従属は暴力沙汰の発生をも助長する。
世界的には女性の３人に一人、ドイツとヨーロッパでは４人に一人が暴力にさらされている。女性に対する暴力は、戦争遂行の重要な手段である。しかしながら私的な分野や家庭においても女性は男性の暴力を経験している。職場でもまた、性的に迷惑を受けている。暴力は多くの顔を持っている。自己決定権の侵害、肉体的および精神的な嫌がらせ、侮辱や差別など。移住者や違法行為を強いられている女性はなお度重なる暴力の犠牲者である。したがって左翼党は予防を拡充すること、独立の女性の家と暴力からの保護施設を継続的に財政的に支えることを求める。性特有の暴力は広く保護の理由として認知され、犠牲者保護が拡充されねばならない。それは国側からの性特有の迫害について言えるのみならず、家庭や社会の分野でのそれ、たとえば強制結婚または性器損傷にも当てはまる。女性売買の犠牲者は滞在権を獲得しなければならない。性的損傷と強制結婚をなくすためにわれわれは効果的に闘いたい。左翼党は、女性の権利を人種差別や戦争の理由付けに利用することを断固拒否する。
左翼党は、社会主義的およびフェミニスト(女権拡張論者)的要求を持つ党であることを自覚している。われわれは、男女にとって稼得労働と家庭労働と社会的および政治的アンガージュマン(積極的かかわり)が相互に一致(共立)できるような自立的で連帯的な生活のために尽力する。われわれは、社会保障制度、労働環境の整備、公共サービスの提供、経済や政治への政策的参加のための枠組み条件を、不利益がなくなるように変革するために尽力する。すべての政治的決定と提案は、女性と男性にどのような影響があるかにもとづいて系統的に判断されねばならない。
われわれは、女性の就労率向上に貢献する施策を支援し、同一および同一価値労働に対する同一賃金のために、労働時間短縮のために、また男性および女性への稼得労働と家庭労働の公正な配分(分担)のために闘う。われわれは、私的(民間)経済セクター（Privatwirtschaft）を対象としても男女同権法を要求する。労働のフレキシブル化によって、社会的な(sozial)協力と自由時間が、絶えず呼び出し可能な命令に従わされるようになってはならない。われわれは、問題の多い不安定な雇用と、さらなる労働のフレキシブル化を拒否する。なぜならこのような労働環境(労使関係)は家庭と子供にとって敵対的でもあるからである。むしろわれわれは、労働時間と労働機会を家庭と子供に優しい方法でフレキシブルに形成し、社会的に(sozial)定着させていきたい。われわれはすべての子供たちのために、託児所、幼稚園、全日制保育園での全日制で無料の保育と教育を受ける権利を要求する。これはすべての子供たちのよい早期児童育成のための基礎的な前提条件であり、男女が同権で稼得労働と家庭生活を互いに両立させることができるために必要とされるものである。クォタス(＊さまざまなポストでの義務的な女性割合)は、両性間の公正を促進するための重要な手段であり続ける。われわれは、自律的で連帯的な生活のために、また刑法典から犯罪行為としての妊娠中絶（第218条）を削除するために尽力する。
性の多様性と自己決定
左翼党は様々な生き方に配慮し、支える解放的政策を支持する。異性愛およびもっぱら二つの性しかないとする考え方が、政治的、社会的規範尺度として暗黙のうちに通用している。このような規範は排他的である。左翼党は社会の中の性およびジェンダーの多様性の権利を支援する。これには、レズビアン、ゲイ、トランスセクシュアル、トランスジェンダー（性転換）、インターセクシュアル（間性）が含まれる。(戸籍上の)身分法（Personenstandsrecht）は人権、とりわけインターセクシュアルとトランスセクシュアルの人権に対応しなければならない。少年期の性適合手術（geschlechts- angleichende Operationen）は阻止されねばならない。われわれは、すべての分野における、またすべての法制度での法的対等化を要求する。
社会（sozial）および民主主義問題としての移民とその統合　－　窮地に立つ人々のために開かれた国境を！
ドイツは移民受け入れ国である。左翼党は、人々を資本にとって“役に立つ”とみなすか“役に立たない”とみなすかによって社会的（sozial）および政治的権利を与えるような移入民政策およびその統合政策を拒否する。われわれは、すべてのドイツで生活している人々のための社会的（sozial）および政治的参加を達成することを望む。
家族の跡継ぎ（Familiennachzug）は、子供であろうと、同性・異性の生活伴侶であろうと、また二親等の親族であろうと可能でなければならない。言語の上達を促し、教育の成果を高めることは重要であるが、しかし統合にとっては十分でない。われわれは教育に、職業教育および労働市場に、さらには社会保障（福祉）サービスにアクセスする際の構造的な差別を一掃することを望む。ドイツに生活するすべてに人々に、彼らの滞在地位とは無関係に健康保険が保証されねばならない。保護を求めるものは拒否されてはならない。われわれはすべての人々に対する開かれた国境を要求する。
左翼党は、さまざまな人種（民族）出身のすべての人々の相違を認め合う中で、尊敬に満ちた社会的な協力のために尽力する。そのためには、何よりもまず、すべての社会的事案決定に際しての移入民による民主的な共同決定が必要である。左翼党は、ドイツに生活の拠点を持つ人々の選挙および被選挙権のために、また労働市場へのアクセスに際しての同等の権利のために尽力する。ドイツに生まれ、その両親がドイツに住んでいるすべての子供たちはドイツ国籍（Staatsangehörigkeit）を獲得するべきである。市民権取得（Einbürgerung）は再び容易にされねばならない。二重国籍（doppelte Staatsbürgerschaften）は原則的に可能であるべきである。左翼党は、すべての移入民グループに対して、認証された、外国で得られた資格を承認する立場である。
人権侵害や戦争や政治的迫害から逃れてきた人々は、入国を拒絶されたり国外追放されたりしてはならない。われわれは亡命者が保護を求める基本的権利の再確立を要求し、亡命者(難民)の非合法化や国外追放、居住義務のようないかなる形の特別立法にも反対し、また通過収容所(Sammellager)に反対して闘う。ＥＵの隔離政策は非人間的である。――われわれはヨーロッパの要塞化を望まない。左翼党は、ヒューマニズムと人権に沿った亡命者(難民)政策を採るので、窮地に立つ人々の保護を優先し、秩序政策的、経済的考慮を先立たせるようなことはしない。したがって左翼党は、ＥＵの最も重要な隔離手段である国境警備機関FRONTEXの廃止のために尽力する。
反差別政策
左翼党は、性、年齢、世界観あるいは宗教、出身民族（人種)、性的志向およびアイデンティティーを理由とした、あるいはどのような身体的、精神的、または心理的障害であれそれらを理由としたいかなる差別にも反対する。われわれは、すべての障害物――交通、学校および職業教育、職業、およびコミュニケーションでの――を、障害で苦しむ人々とその親族の積極的な関与の下で、目標どおり取り除き克服していきたい。われわれは、共同生活のさまざまな形態の多様性が同じように敬意を払われ、尊重され、守られることを望む。家族政策のパラダイム転換は緊急に必要であり、新たな家族(家庭)像が求められる。既婚の両親とともに、未婚の両親、“パッチワーク”家族、それにまたレズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、インターセクシュアル、その他普通の両性の役割に適合できない人々のパートナーシップもまた、(子供の)養育者として認知されるべきである。左翼党は、積極的な反差別政策のために、レズビアン、ゲイ、および普通の両性の役割に適合できない人々の法的同等扱いのために、また彼らの市民社会構成を手助けするために闘う。
障害者のための平等と公正
障害者が社会生活に同等の権利で参加することができるために、あらゆるレベルでの不利益補償と自己主張の権利が欠かせない。左翼党は、社会のあらゆる分野で障害者の権利が尊重され、貫徹される政策を擁護する。すべての行政機関で、自治体で、教育施設で、介護・福祉施設で、保険医療機関で、政党や協会や利益団体で、また経済界で――いたるところで、バリアフリー、自由、平等、友愛、参加権、解放、包摂、連帯の市民権が生かされねばならない。
左翼党は、個性の自由な開発と展開、ならびにすべての人々のわが国社会への無制限の参加のために尽力する。社会(主義)的政策はすべての人々を取り込む。われわれは万人のための人権を追求する。すなわち、障害を持つ人の人権も、持たない人の人権も、男性の人権も女性の人権も、いかなる出生あるいは人種の人の人権も。
左翼の障害者政策は、すべての政策分野での、またすべての計画立案に際しての、豊富化する横断的課題として理解されている。その際重要なことは、単に機会の公正を生み出すための立法上の適切な対策のみならず、不利な条件に対する必要に応じた補償措置あるいは能動的な反差別政策である。われわれは、特別な力強さと専門知識を高く評価し、また共同の中での尊敬に満ちた対応を促進する、そうした積極的な意識形成に貢献したい。重要なことは、尊厳と公正を守ることであり、自治と市民的自由権であり、先入観の廃棄である。重要なことは生きた多様性である。国連の「障害者の権利条約」をわが国で全面的に実地に移すことは、左翼とその党員および議席保持者の意思であり目標である。
ネオファシズムと人種差別主義廃絶の闘い
われわれは、ネオファシズム、右翼ポピュリズム、人種差別主義、反ユダヤ主義、反ジプシー主義(Antiziganismus)、イスラム敵視、同性愛嫌悪、およびその他の人間敵視の諸形態に積極的に反対する。われわれは民主的な同盟に積極的に参加し、極右と右翼ポピュリズムに反対して全力を尽くしているすべての人々とともに、市民運動（Bürger bewegungen und -initiativen）の中で積極的に協働する。われわれは、ネオファシズム、右翼ポピュリズム、人種差別主義に反対して街頭で、また政策委員会(複数)の場で闘う。われわれはあらゆる極右組織の禁止を要求する。その際われわれは、禁止は社会的な取り組み(闘い)の代わりをするものではないことを自覚している。われわれは、反人種差別、反ファシズムの教育活動を学校の内外で強化するよう尽力する。われわれは、積極的な反差別政策のために、またいっそうの民主主義と参加、およびあらゆるレベルでの市民参加のために尽力する。
左翼党は、ネオファシズムや人種差別主義根絶の闘いがドイツのいたるところで、絶えず市民の勇気をもって、公衆全体の中で遂行されねばならない課題であることでは、他の民主主義的な諸勢力と意見が一致している。その際われわれは、人種差別を動機とする暴力、国家的な人種差別主義、さらにはまた日常の人種差別や社会の主流からの排他的姿勢に断固として反対する。
反ファシズムは左翼党の基本姿勢である。われわれにとってそれは次のことを意味する。すなわち、すべての極右の、右翼ポピュリスト的な、人種差別的なイデオロギーや政党や運動の抑止、昔ながらの、および新しい形態の反ユダヤ主義を根絶する闘い、歴史修正主義および人間の不等価値を根拠とするあらゆるイデオロギーとの闘い、さらにはまた反ファシズム運動の政治的、科学的、文化的遺産の保護育成――がそれである。
左翼党は、左翼の理念を全体主義教義や急進主義理論によってファシズムの思想と同一視することに徹底的に反対する。われわれの平和な、より公正な、民主主義的な世界の提言は、(ネオ)ファシストたちの人間蔑視の世界像とはどう見ても比べ物にならない。
われわれは、いかなる種類の民族純血主義や差別にも毅然として反対し、反人種差別主義および反ファシズムの教育活動を強化するであろう。差別、人種差別主義およびスケープゴート政策（Südenbockpoitik）は被害者の尊厳を傷つけ、連帯を阻害し、戦争および社会福祉切捨て(Sozialabbau)に対する共同の防衛を妨げる。われわれはいかなる形態の戦争挑発や戦争駆り立てにも反対する。ファシズムは思想ではなく犯罪である。左翼党はファシストの地位をサロンにふさわしくしようとする試みに反対する。左翼党は、ファシストのパレードを阻止し、市民社会を活性化するために引き続き尽力する――「あなたが立ち上がるところにナチは立てない」をモットーにして。
経済・財政危機によるドイツおよびヨーロッパの何百万の人々の不安定化は、21世紀の最初の10年以降、右翼ポピュリズム、独裁的な潮流、反ユダヤ主義、そして特に反イスラム的人種差別主義に新たな推力を与えた。左翼党は、敵対像（イスラム）の固定化に反対し、労働市場や教育システムでの官庁などによるイスラム教徒差別を厳しく批判する。左翼党は、没落の恐怖、教育の苦境、暴力、犯罪の原因に出発点を置く。右翼の危険に対する左翼の答えはただ次のように言える。すなわち、人種差別的な偏見に反対する啓蒙と、大衆的で信頼に足る左翼の政策！　われわれは社会的(sozial)公正、よい賃金、社会保障および万人のための平等な機会――保育園から大学まで――のために闘う。左翼の政策は、連帯を可能にするため問題の真の原因と不当利得者を名指ししなければならない。
デンマーク人、フリース人、ソルビア人、シンティ、ロマに同権を
ドイツに住んでいる少数民族――デンマーク人、フリース人、シンティ(ジプシー)、ロマ(同)、それにソルビア人――は同権的に彼らの特殊な利害関係や要求を表明し、実現することができなければならない。政治は少数民族のアイデンティティーと言語と文化の保持とさらなる発展を保障する枠組み条件を創出するべきである。必要なことは、中期的に基本法の条項に加えるべき、対応する連邦政策上の原則を策定することである。左翼党は、これら少数民族の権利、とりわけ彼らの自己決定の権利が守られ、社会的な意見・意思形成過程の中での彼らの代表参加と協力が促進されるために尽力する。連邦共和国において、政治は、連邦でも州でも、最終的には国際的に認知されている基準に沿わなければならない。
はじめからの参加　－　若者たちの積極的な協力
若者たちの社会的な決定過程への積極的な参加は、われわれにとって解放的民主主義の不可欠の基礎である。若者たちは彼らの人生を自己責任をもって形成し、社会的諸関係の変革に積極的に協力することができなければならない。民主主義的な参加を強化するための政治教育――たとえば若者議会または若者フォーラムという形態での――は、われわれにとって高い位置価値(重要性)を占める。これらは専門知識・能力を備えていなければならず、単なるショー的催しであってはならない。われわれは、青少年が彼らにかかわる決定に協力し、青年および自由時間施設の企画・形成に積極的に参加できるよう尽力する。
能動的に、かつ尊厳をもって老いる
高齢者は豊かな知識と興味ある人生経験を持っている。彼らはその人生を個人(個性)的に形成し、共同体に参画することを望んでいる。彼らは稼得労働の時代のあと自己決定しなければならず、尊厳に満ちて生きなければならない。生計を立てるのに十分な年金、よい保健医療給付、高い安全(安定)性要件を満たす老後に適した住環境は、高齢者の新しい文化のための前提条件である。しかし高齢(者)は年金、保健医療給付、介護、およびコスト以上のものである。メディア、政治、経済、社会の中での考え方を転換することによって、高齢化社会の全日常と高齢(者)の挑戦に貢献しなければならない。われわれは、世代間の生気に満ちた結びつき、およびより多くの社会参加と共同決定に期待する。
したがって左翼党は、移動(交通)と出会いと相談、それに高齢者のよい住環境のためのより多くの手段(資金)と機会を開発するために、州、郡、および市町村自治体の高齢者代表制（Seniorenvertretungen）を支援するであろう。われわれは、高齢期における自ら決めた住宅、バリアフリーの住宅形態のために尽力する。われわれは、高齢者がシニアクラブ、自由時間施設、シニアアカデミーに参加し、市民クラブ、ふるさとクラブ、スポーツクラブ(協会)を活用し、また市民運動や政治組織の中で積極的に活動するよう励ましたい。
われわれは、高齢者と若者たちの間の討論、歴史プロジェクト、文化・スポーツイベントを通じて世代間の連帯を積極的に形成することが有意義だと考える。
公正で対話能力のある社会のための文化
文化の多様性とあらゆる表現形態の芸術は、生きた民主主義にとって不可欠である。したがって、その発展のための好ましい枠組み条件と自由な空間を生み出すことは、左翼のわれわれにとって、民主的で社会的に(sozial)公正な社会を目指すわれわれの努力の重要な構成要素である。国家目標の文化は基本法に含まれる。
左翼党は、すべてのグループと環境(Milieus)がその中で彼らの文化的アイデンティティーを見出し、表現することができる民主主義的な文化を支持する。すべての人々が文化的生活とこの社会の文化的富(豊かさ)に預かる可能性を持つべきである。それには初めからの文化教育が要求される。教育と文化へのアクセス、伝統豊かな、また同時に現代的な文化・コミュニケーションの諸形態へのアクセスは、21世紀の重要な社会問題(soziale Fragen)の一つであり、個々人および社会全体の発展可能性(機会)を本質的に決定付ける。文化と文化教育は解放の前提条件である。
われわれは、公共的な文化の助成に努め、文化事業の無制限の自由化と利用に反対し、民営(私有)化に反対し、公共インフラの解体に反対する。われわれは、文化的生産の担い手の多様性を維持し、促進したい――公的な、自由にみんなが利用できるイニシアチブから、自立した出版社、スタジオ、(芸能)プロダクション、芸術作品製造会社に至るまで。われわれは、すべてに地方と環境での文化的生活を援助促進したい。われわれは、文化の分野における有用な、生存を保障する労働を望む。すべての芸術家、すべての文化創造者は彼らの労働によって生きることができ、社会的に(sozial)保障されねばならない。
多様な方向性を持つ芸術(複数)によって、個々人の自由とその社会的拘束性（soziale Gebundenheit）があらゆる矛盾の中で考えられ、体験される。芸術は大きな社会的論争の重要なモメントであるが故に、左翼党は、自律(自治)空間、実験場、避難所としての芸術(複数)の独自の世界(同)を保障し、守りたい。それ(左翼党)は、新しい芸術の潮流の中に全力で促進するべき拡大された世界・社会観のための刺激を見てとるとともに、芸術家たちに由来する刺激を必要とする。
左翼党は、この社会を批判的に見、その変革を強く求めるすべての人々と一体であると感じている。われわれは、現在とは異なった(＊オルタナチブの)、人間に値する生活のさまざまな試みのために開かれており、解放への展望を強化したい。
左翼党の中には、さまざまな社会(sozial)・文化的な環境の出身者や相互に異なった政治文化を持った人々が集まっている。彼らの経験は、新しい社会的左翼の広い文化観にいたる途上での豊かな糧である。
文化は記憶である。文化は伝統を今日と結びつける。文化遺産に思いをいたすことによって始めて異なった文化観(理解：Kulturverständnis)が生じる。したがって、文化の中には合意(意思疎通：Verständigung)と寛容のための基礎がある。左翼党は民主主義的な記憶文化（Erinerungskultur）のために貢献するであろう。われわれは、かつての分裂国家の文化の歴史に関して、ヨーロッパ的コンテキスト(脈略)の中でその信頼性を確かめたい。
万人のためのスポーツ
左翼党は、スポーツが個性伸張の一翼を担いうるために必要な社会的枠組みの拡充を望む。スポーツは重要な社会的機能を果たす。左翼党は、利潤最大限化を狙うスポーツの商業主義化を抑止し、スポーツの中で寛容と尊敬と公正といった価値のなかだちを強化し、質的基準によって学校および職業学校スポーツを持続的に改善し、青少年に運動での喜びをいっそう強く伝え、暴力と差別をなくすために戦い、そして障害者も健常者も、また社会的(sozial)、人種的、宗教的、あるいは性的な背景(出身)とは無関係にスポーツへのアクセスを保障し、万人のための自然と調和した、人為的にゆがめられていないスポーツを促進するために尽力する。
教会、宗教および世界観の共同体
左翼党は、すべての人々の世界観あるいは宗教の信条・信仰上の権利を擁護する。左翼党は世界観および宗教上の少数派を守る側に立つ。レイシズム(世俗主義)はわれわれにとって必要不可欠の国家と教会の制度的分離を意味する。
われわれは、われわれの歴史的責任を受けて立ち、ＤＤＲで行なわれた信者たちに対する不当行為から教訓を引き出した。すでに1990年、ＰＤＳ(民主主義的社会主義党)の指導部は、悲劇的な運命、不利益扱い、嫌疑、無気力な戸惑いを引き起こしたＳＥＤ(社会主義統一党)の誤った政策の責任を認め、信者や教会、宗教団体に和解を請うた。今日では左翼党の中で、クリスチャンは他の宗教団体のメンバーと共に、同時にまた無心論者とも共に、大きな宗教（複数）の中に、同様にまた啓蒙思想やヒューマニズムの思想の中にその根源を持っている共通の目標と価値――すなわち社会的（sozial）公正、平和、隣人愛、寛容――のために熱心に取り組んでいる。
左翼党は、教会と宗教団体、その社会(sozial)活動と自立性を尊重する。とはいえ、基本的権利と労働者の権利は教会や宗教団体の中でも、またその施設に中でも有効性を持たねばならず、ストライキ権や事業所組織法（Betriebsverfassungsgesetz：＊従業員代表による経営協議委員会の権限などを規定）も同様である。
告白しないものは誰も（Niemand, der sich nicht bekennt）、いかなる方法をもってしても不利益な取り扱いを受けてはならない。われわれは宗教のいかなる政治的悪(乱)用にも反対する。学校は宗教に関する知識を伝え、信仰共同体の相互寛容を促進するべきである。授業は、国の教育使命(委託)の枠組みの中で、国が認可した教師によって、教会あるいは宗教団体の影響力から独立して行なわれねばならない。
Ⅳ－３．われわれはどのように学び研究することを望むか？　教育と知識への自由なアクセス
教育は人間の権利である。教育は人間を、個人としてまた他の人々と共に、自由な、社会的に(sozial)責任を負い、かつ自立的な生活を送り、また社会的な発展を共に積極的に形づくっていく存在に育てるべきものである。このような解放的な教育は、学ぶ人々の自己決定を必要とし、創造性、批判および行動能力、連帯、歴史および政治意識を促進する。それは人類の社会的および世界的なキープロブレム(カギとなる重要問題)を処理するための専門的な知識(能力)を開発・発展させる。教育は、われわれにとって包括的な人格の開発・発展であり、経済的に利用できる知識の取得に狭隘化されてはならない。われわれはヨーロッパレベルでも相当する教育政策の転換に尽力する。
万人のための教育
この国ほどに社会的な(sozial)出身が大きく教育の成果を左右している工業国は他にない。この教育システムは、統合ではなく社会的な(sozial)排除を強化し、上層階級の教育特権を固定化している。われわれは基本権としての包み込む教育(inklusive Bildung)を貫き通し、包み込む教育システムを創造し、その中ですべての青少年ができるだけ長く共に学び、最善に援助・助成されることを望む。
教育は無料でなければならない。このことは早期幼児教育から学校および職業教育を経て大学での勉学に至るまで該当する。教育は公共財であり、商品ではない。それは公的に責任が負われ、ファイナンスされねばならない。われわれは教育分野での民営(私有)化に反対する。なぜなら、それは教育における不公正を強め、公的な教育機関(制度)を弱体化するからである。万人のための平等な教育機会(可能性)は、公的教育施設の資金調達の大幅な改善や連邦と州のより十分な協力を必要とする。
青少年が教育をわが身につける機会(可能性)は、彼らの生活条件で決定付けられる。自治体の中での、またレジャー・スポーツ施設での共同生活は、公的責任で拡充され、万人にアクセスでき、青少年の福祉を目指すものでなければならない。よい学習条件は、教師のためにも同様によい労働条件を必要とする。しかしながら問題のある雇用、高い労働負荷、時間不足、低賃金が多くの教育分野で日常化している。左翼党は、教育従事者のよりよい労働条件とよい社会保障(soziale Absicherung)のために闘っている労働組合の側に立つ。
われわれはすべての教育分野の民主化のために闘う。学校の生徒、職業訓練生、大学生は、教育課程の形成に関して共同決定することができねばならない。
キタ(全日制保育園)から生涯教育に至るまでのよい教育
われわれは、すべての児童が両親の職業(所得)上の地位に関係なく、全日制の早期児童教育と保育を受ける権利要求を支持する。援助の質を向上させるために、われわれは大学レベルでの教保育者の養成教育に努める。
われわれの教育政策の目標は、共同学習の包摂学校として生徒たちの区分けをしない共同体学校である。共同体学校(Gemeinschaftsschulen)は、すべての青少年を、個人的および社会的(sozial)前提条件とは無関係に、できる限り最善の学習進歩とできる限り高い学校卒業資格に導く要求を持ち、その能力を開発発展させる。
われわれは、全土的な選択可能な職業教育の場の提供を要求する。これにすべての企業が連帯的な分担金の拠出によって貢献しなければならない。われわれは、職業教育訓練生ができるだけ自立的に生活費をまかなうことができるよう、すべての分野での適切な職業訓練報酬を望む。デュアル(二元)システムは、われわれにとって職業専門教育の中核をなす。われわれは職業教育の質的改善を望み、将来的には経営者、労働者、公益が同権でこれに参加協力することに注力したい。企業、職業学校、および職場での職業教育実習生の実質的な共同決定権が確立されねばならない。
左翼党は、大学を拡充し、学生数を大幅に増やしたい。これには大学を職業上の有資格者に開放することが含まれる。すべての学生に自主的な勉学内容の重点設定とマスターへのアクセスが保障されねばならない。教育と研究は一体をなすべきである。武器研究は大学と研究施設では行なわれるべきではなく、経済的な影響力行使と利用益（Ver wertungsinteressen）は抑止されねばならない。左翼党は、教育施設における連邦国防軍の宣伝(募集)活動――たとえば青年将校、図上作戦、教材などによる――を断固拒否する。それに代わって、教育と科学は人間のために、社会の社会的(sozial)、エコロジー的平和的発展のために奉仕しなければならない。われわれは、批判的科学のための新たな自由空間を勝ち取りたい。
学習は最初の職業(就職)で終わるのではない。われわれは、公的任務としての継続教育と生涯学習および個々人の権利を拡充したい。企業はその従業員の継続教育に対していっそう大きな責任を負わねばならない。同時にわれわれは、無料でアクセスでき、一般的、文化的、政治的な継続教育をも含む、包括的な公共教育の提供を必要とする。
われわれは、職業教育助成策の構造改革、さらには公的に資金供給された成人教育助成策によって、職業教育およびその継続教育での社会的(sozial)不利益をなくするために闘う。職業教育中のすべての成人は、個々人が必要とする場合、その要求をカバーし、両親とは独立した助成を受けるべきである。こうしたことは、返済義務なしに、将来的にも最初の職業教育をこえて認められるべきである。
知識生産と著作権
われわれは、科学者および科学の利用者のより大きな社会的責任を引き受け、またますます多くの人々が認識と成果を分有することができ、またその破壊力を締め出すことを可能にする、科学の発展を望む。社会的な知識の私的独占は、知識共有地(Wissens allmende)への自由なアクセス、人類の知的ストックの共有財産への自由なアクセスという民主主義の原則と相容れない。従ってわれわれは、科学施設や図書館、劇場、その他知識・文化の場所の民有(私有)化を拒否する。それは自然環境の維持や保護のための科学の利用、および技術評価を含む。
左翼党は、近代的なコミュニケーション手段のようなメディアの多様性と自由、およびインターネットの自由使用のために尽力する。すべての利用者は彼らが選んだデータを送受信できなければならない。ネットの中立性が確保され、すべての人々に、貧富にかかわりなく、都市でも田舎でも、インターネットへの同権的なアクセスが可能にされなければならない。これは、自由にアクセスできるソフトウェア(オープンソース)の促進、デジタル財産権の制限、大規模で一般にアクセスできるデジタルの知的ストック確保と同様、公共的な任務である。われわれは、利用企業に対する著作者の権利を強化したい。左翼党は、固定された著作権使用料に対する空間的および時間的制限なしに、作品への全使用権が使用者に譲渡される(トータル・バイアウト)契約を禁止するために尽力する。われわれは、著作者のできる限りすべてのグループにとって拘束力のある報酬規定ないし著作権料協定が結ばれるよう尽力する。われわれは、職業としての創造的な行為の業績が適切に報われ、同時に非商業的な利用とさらにこれに創造的に手を加えることができるだけ制限されないために、調整がなされることを望む。その意味でわれわれはインターネット時代の著作権をさらに発展させることを求める。
生命に特許はない
左翼党は、植物、動物、人間、およびその他の生物、またその器官、遺伝子、遺伝子配列および栽培・飼育方法にかかわる特許の世界的禁止のために尽力する。われわれは、それに対応する国際的な取り決め、たとえば「知的所有権の取引関連の側面に関する協定」（TRIPS）またはヨーロッパレベルでの特許立法（EPÜ：ヨーロッパ特許協定）の改定を必要とする。
左翼党は、種子や農業用役畜の特許による独占化の増大に反対している環境保護・農業・開発援助・消費者保護の諸団体と連帯する。ごくわずかの利益第一のコンツェルンは、世界中で、公共の負担によって、できるだけ広範な特許保護を獲得しようとしている。それによって彼らは、農業経営者、職業およびレジャー園芸者、中小の飼育・栽培業者、食料品加工業者、および消費者から、栽培や飼育、品種改良、調査研究および加工方法、飼料および食糧のためのライセンス料を徴収することができるからである。ここで問題なのは、農業および食糧の全セクターをグローバルに支配すること、すなわち少数の農業技術コンツェルンの巨大ビジネスである。農業経営者や園芸業者はますますそれへの従属にはまり込んでゆく。バイオパテント（生物特許）は種の多様性の低下と農業における植物種と役畜品種の貧困化に寄与する。栽培、飼育の進歩と農業研究は、バイオパテントによってますます妨げられている。
左翼党は、バイオパテント化は生命略奪（Biopiraterie）を促進するが故に、原則的な悪であるとみなす。研究者と会社は、せいぜい発見はしたが“発明”したとは言えない遺伝子に関する使用権を、特許化によって無理やり手に入れている。“科学の植民地主義”のこの形態は、あらゆる倫理的基礎を欠いている。とりわけ土着民族と発展途上国はほとんどわが身を守れない。何百万年前から存在しているこの天体上のすべての生物の遺伝子型は誰のものでもない。こうした形の生命略奪は禁止されねばならない。
生命にかかわる特許は抑圧と利潤増大の道具である。これは民主主義・社会主義的社会の原則に反する。したがって生命にかかわる特許はあってはならない。
Ⅳ－４．我々はどのようにして自然と社会を維持するか？　社会(sozial)・エコロジー的改造
左翼党は、ドイツとヨーロッパにおける社会的(sozial)・エコロジー的改造をその決定的に重要な目標であり、またすべての政策分野の主要な横断的課題であると考える。
各人は地球が提供するものの分配に預かる普遍的に平等な権利を持ち、またその生活基盤を守る普遍的に平等な義務を持つ。使用権の平等と保護義務の平等は、グローバルな行動の指針にならねばならない。ヨーロッパ連合とドイツは国際的に先駆的役割を引き受けねばならない。その際重要なことは、貧困、飢餓、児童の死亡、文盲、低開発、環境破壊を減らすための、国連の開発・発展目標の枠組みの中での義務を守ることのみにとどまらず、道しるべとなって先頭を進むことである。それにはとりわけわが国社会の社会(sozial)・エコロジー的改造が含まれる。それはエコロジー的に必要であるのみならず、倫理的にも社会的(sozial)にも、また経済的にも必要不可欠である。われわれの今日の生産および消費様式は、あまりにも非エコロジー的であるがゆえにも、公正さの資格を欠いている。そしてそれは公正でないが故にも、エコロジーの資格を欠いている。
この間一般に受け入れられている物資およびエネルギー売上高の顕著な削減という目標は、社会が同時により社会的（sozialer）、より民主的、より自由になるときにのみ達せられる。そうしてのみ、環境に適合した生活様式と新しい豊かさの類型の形成が受け入れられることができよう。社会保障、信頼に足る十分な所得と職業の見通し、仕事や社会でのより少ない覇権は、より多くの人間同士の関係、健康、教育、文化および余暇のための基礎である。より少ない資源を消費する、より幸福な社会は、いっそう平等を必要とする。その際左翼党は一定の生活様式を定める(指示する)つもりは全くない。多様なエコロジカルな生活スタイルがある。決定的に重要なことは、各人のエコロジカルな足跡がグローバルに許容しうる枠の中にとどまること、すなわち1年当たりおよそ1トン以上の二酸化炭素排出を引き起こさないことである。いかにしてそれ(エコロジカルな足跡)が生じるかは個々人の自由に任せるが、しかし個々人の任務であるだけではない。重要なことは枠組み条件が、万人にとって資源消費の少ない生活が魅力的になるよう形成されることである。
将来性のある経済運営は、化石資源の消費量を90%削減することを必要とする。その他の資源の場合も大幅な、化石資源に対応した削減が不可避である。したがって左翼党は、モノやサービスの生産が、もはや利潤を至上命題とするのではなく、社会(sozial)・エコロジー的目標を目指して行なわれることを求める。決定的なことは、エコロジカルな制御を、さらなる社会的(sozial)公正と、また個人の成長発展の可能性の拡大と結合することであろう。エコロジカルな制御のために、環境資源の消費がたとえばＣＯ２への課税によって値上げされるならば、貧しい人々はそれから生じる収入によって補償されねばならない。それは直接支払いによるか、あるいは公共サービスの拡充によることになろう。
社会(sozial)・エコロジー的目標に沿った経済運営は、成長のための成長を目指して努力することはしない。上昇する国内総生産は自動的により多くの豊かさをもたらさない。社会(sozial)・エコロジー的改造は、過剰な利潤追求と不公正で抑圧的な諸関係から引き起こされた成長圧力を、社会と経済から取り除くことを意味する。所得と資産と労働時間の分配における高度の不平等、公的財政の過大な負債、それに社会保障システムによる生活上のリスクからの保護の不足は、成長固定化からの転向を阻止している。強権的で競争重視の生活環境、労働環境(労使関係)は、エコロジー的、社会的に(sozial)疑わしい経済活動と消費行動様式を助長する。
我々は、全政策分野を経済、社会の社会(sozial)・エコロジー的改造に方向付けたい。それには何にもまして経済・財政政策、社会(sozial)・教育政策、科学・研究・技術政策、構造・地方政策、さらには平和・交通政策が含まれる。
気候保全とエネルギー転換
左翼党は、エネルギーの管理・運営方法（Energiewirtschaft）の改造を、分散的なエネルギー生産・供給構造と結び合わせる。このことは、間違いなく市民参加を促進し、ＣＯ２削減に貢献するエネルギーの管理・運営方法の民主化をもたらす。こうして長期的に安全な、環境にやさしい、輸入から解放された、誰でも支払うことができるエネルギー供給が実現する。
左翼党は、ドイツにおける温室効果ガスの排出を2020年までに1990年に比べて無条件で半減させるため尽力する。我々は、今世紀の半ばまでに少なくとも90%削減するよう尽力したい。われわれの目標は、地域で利用できるエネルギー源の最大限利用を優先して、2050年までに再生可能エネルギーから100%供給することである。われわれはこれを、市場での排出量取引によってではなく、ＣＯ２排出の上限値を定めることにとって達成する。こうして地方で雇用を生み出すことができ、自治体財政を持続的に強化することができる。
エネルギー生産のための再生原料からのバイオマス利用は、農業からの食糧、飼料および工業原料の十分な独自供給が保証されている場合にのみ代替できる。われわれは、地力酷使やモノカルチャー(単作)によるバイオマスの輸入を拒否する。バイオマスのエネルギー使用は食料品の価格上昇を招いてはならず、持続可能な方法で行なわれなければならない。
再生可能エネルギー法(ＥＥＧ)は実り豊かな改造の法律である。われわれはその順守と拡充のために尽力し、また再生可能エネルギーの給電(フィードイン)優先を確保するために尽力する。しかしながら、エコロジーの成果にともなって上昇する負担金のためのコストは、とりわけ産業界や民間世帯での大量消費者によって支払われねばならない。基本消費は誰にとっても調達可能であり続けなければならず、大量消費者がより多く支払うことによってそのコストがまかなわれなければならない。
われわれは、すべての原子力発電所の即時停止と核技術の輸出禁止を要求する。基本法の中に、いかなる――平和的であれ軍事的であれ――原子力エネルギー利用も禁止する旨が明記されるべきである。最終処分場探しは、結果の公表と透明性をもって、住民関与のもとに行なわれねばならず、核廃棄物は原因者のコスト負担でリスクの最も小さい場所に保管されねばならない。
われわれは、石炭火力発電所の新設や二酸化炭素の地下貯蔵を阻止したい。石炭の使用は、操業中の事業所や新しい石炭火力発電所の計画が採算割れになるよう値上げされねばならない。
エネルギー転換の一環としてのエネルギー効率の改善は、すべての社会分野にかかわる。とりわけ建造物のエネルギー消費の最善化には大きな潜在的可能性がある。より少ないエネルギーコストによって再ファイナンスの必要がない改修施策が促進されねばならない。その場合コストは借家人によってではなく、エネルギー管理・運営による利益から支払われるべきである。したがってわれわれは、エネルギー・コンツェルンを公的所有に移し、エコロジー的に責任を負ったエネルギーの取り扱いと、改造施策にたいする社会的に(sozial)責任を負ったファイナンスを達成するという目標をもって、企業を民主的にコントロールすることを要求する。
電子機器のエネルギー効率を改善するために、われわれは、機器の全ライフサイクル中エネルギーおよび資源投入が最少の機器の基準が短期間内に規則になることを保障する法的規制の導入を望む。その他の規範として、修理しやすさも評価の中に取り入れられるべきである。こうした規定は他の製品にも転用されるべきであろう。
これまで原子力（核融合を含む）や化石エネルギーシステムに投じられてきた研究・助成資金は、再生可能エネルギーシステムと貯蔵方法の拡充、エネルギー効率の改善、ネット(グリッド)の拡充と制御に振り向けられるべきである。とりわけ不安定な再生可能エネルギーが高い割合を占めるネットインフラの改造が、たとえば電・熱併給システム(ＫＷＫ)を組み込むことによって、促進されねばならない。
自然はわれわれの生命
ある人の自然利用は、他の人にとっての利用取り上げでもある。絶えざる成長を要求するものは、他者の基本的な成長権を危険にさらす。天然資源の持続可能な取り扱いは厄介なコスト要因ではなく、生きがいのある未来のための扉を開くことである。われわれはドイツでも、ヨーロッパでも、全世界でも、自然の生活空間を維持したい。生物多様性は、それ自身のために、またわれわれの生活(生命)の基礎として保護されねばならない。それには、残された地球上の大きな自然空間の保存と保護、ならびに保護区のネット化が含まれる。森と湖と景観は、公的責任において、その自然の再生能力が維持され続けるように利用され、また保護されねばならない。保護区を私人に引き渡すことはこの目標に役立たない。環境(保護)団体と市民のために、われわれはいっそうの民主的な計画・規制・異議申し立ての諸権利を確立するため努力する。われわれは、洪水防御としての河川の自然の流れのために尽力するが、同時にまた典型的な動植物種や河岸地帯の景観の美的価値を維持するためにも努力する。
われわれは、集落の内部開発の強化、住・職間の距離短縮、公共旅客近距離輸送（ÖPNV：＊市電、地下鉄、バスなど）の拡充によって、増大する居住および交通用地のための土地のこれ以上の封鎖(＊コンクリート舗装などで土地を覆うこと)を抑止したい。居住構造内部での変化は価格構造の変化と相関関係になければならない。内部領域での住居や商工業は、たとえば土地封鎖課税からの収入で助成される。望ましいものは優遇され、好ましくないものは妨げられねばならない、ただしその場合貧しい人々をその可能性(能力)の範囲内に制限しない。都市内の家賃と土地価格は上記に従って、緑の芝生の上の居住地と商業センター(＊郊外立地を指す)が魅力を失うよう制限される。
われわれは、野生動物や人間の保護の下に生きている動物の保護のために、とりわけ農業での役畜の種に合った飼育と、動物実験の代替手段のために尽力する。われわれは、エコロジカルな農耕の大幅な拡大を促進し、すべての企業（事業体）のエコロジカルな経営を要求する。これを達成するために、われわれは再生エネルギー生産（regenerative Energierzeugung）――システマチックに価格的に優遇され、たとえば非エコロジカルな生産への賦課金によってファイナンスされる――のようなエコロジカルな“農業もどき”（Landbauähnlich）を望む。こうして、万人にとってバイオ食料品の購入が可能になる。
この間、それがたとえ国家目標であったとしても、われわれは効果的な動物保護には遠く及ばない。われわれは、連邦規模の動物愛護連盟を対象とする団体訴訟権を支持する。社会立法（Sozialgesetzgebung）は適切な動物飼育を可能にするべきものであろう。動物の輸送、その動物園での飼育はより厳しい条件と民主的な管理を必要とする。左翼党は食料品での動物保護シールのために尽力する。われわれは、農業遺伝子工学は想定できないリスクの故に拒否し、証明表示義務は技術的に検証可能な限界まで引き下げるべきである。われわれは動植物の特許を拒否する。
万人のための機動性　－　交通のエコロジカルな方向転換
持続可能なインフラの開発発展は、交通量の削減、近道、省エネ交通手段にかかっている。基本的な移動需要を満たすことは、万人にとって、懐具合とはかかわりなく、できる限り環境にやさしく保障されねばならない。それは公的な生活基盤事業の重要な一部である。われわれの目標は、魅力的な周期(Taktung)と便利な乗り換え、社会的に受け入れられる(sozialverträglich)料金による、全土的な、バリアフリーの公共交通の提供である。無料の近距離交通はわれわれが長期的に実現したいビジョンである。公共旅客近距離および遠距離交通は、旅客、従業員、環境団体、その他の関係者を含めた中で、協力し、民主的に調整、運営されねばならない。
ドイツ鉄道(ＤＢ)は広範な民主的管理下に置かれねばならない。われわれは公共交通企業の民営(私有)化を拒否する。長期的な目標は、鉄道交通セクターをもっぱら公的影響下に置くことである。連邦は鉄道の維持と必要な拡充を全面的に確保せねばならず、州が交通事業と公共旅客近距離輸送におけるインフラ拡充のために十分な資金を使えるようにしてやらなければならない。われわれは、競合する遠距離バス交通網の拡充を拒否する。
交通プロジェクトの計画立案に際しては、市民や利害関係代表者が明確に初めから、より強力に計画当局によって招き入れられ、初期の段階で住民表決ができるようにしなければならない。
われわれは、環境に適した機動性計画へ向けて連邦交通路線計画の抜本的改革を望む。われわれの機動性コンセプトのバックボーンは、環境交通手段群（Umweltverbund)――徒歩、自転車、バス、鉄道による交通――である。われわれは、この環境交通手段群の中での移動距離の割合を大幅に高め、自動車による個人交通を削減したい。われわれは域開発計画の中で、住居、レジャー、仕事、教育の場を結ぶ距離を短くするために、また徒歩および自転車にやさしい居住地構造のために尽力する。われわれは、交通用地の指定見直し（Umwidmung）によって生活の質の顕著な向上を実現したい――騒音と排気ガス汚染に代えて身近での保養を。
われわれはアウトバーンおよび道路網の拡張を拒否する。われわれはアウトバーンでの全般的なスピード制限120ｋｍ/ｈに賛成する。電気自動車やバイオガソリンは、エネルギー・資源消費、道路の渋滞や事故を引き起こす問題の解決にはならない。
ドイツの国内航空は最大限、ヨーロッパ内航空はその大きな部分を鉄道に切り替えるべきである。その第一歩はＥＵ全体に適用される統一的なケロシン(航空機燃料)税と国際的な航空券課税の導入である。空港への補助金支給はやめねばならない。貨物輸送は大幅に削減し、その際外部コストは輸送料に負荷されるべきである。そのための手段は全ヨーロッパでのより高い石油税と拘束力を持つトラック通行料である。残る貨物輸送を、われわれは優先的に鉄道および環境に適した海運および内陸水運に移したい。われわれは、できるだけ世界的な、それに代わるものとしてはヨーロッパ規模での化石燃料への課税によって、資源および環境を大切にする誘因を促進したい。空港立地間の競争ではなくて協力により、われわれは物流をねらい通りに導き、現存の受容能力とインフラを最高度に活用したい。近代化された内陸水運船団が目標に沿って投入され、有意義なイノベーションを活用し、これ以上の河川拡幅は行なわない。
交通インフラへの投資は、基本的により持続可能に、またバリアフリー化を目指して行なわれなければならない。交通騒音や微粒子、二酸化窒素などの大気汚染物質による負荷と多くの人々の健康危機は低減されねばならない。現行の交通機関や飛行場での交通騒音は、厳しい上限規制値と積極的な騒音防止によって大幅に低減されねばならない。われわれは夜間飛行禁止を支持する。
地方での経済循環
われわれは、地方での雇用を創出する経済循環および物資循環への移行(転換)を生み出したい。そのためにわれわれは、自治による地方開発・発展基金、改変された自治体の財政調整(Finanzausgleich)、構造および立ち上げ助成(Struktur- und Anschubförde　rung)のみでなく、地方分散的な食料品生産やエネルギー供給、ならびにより高い輸送価格をも必要とする。その他上下水道、廃棄物処理、保健医療、文化などの公共的生活基盤事業分野もまた、できるだけ地方的に非集中的に組織されるべきである。
われわれは、廃棄物処理をエネルギー効率の高い資源管理・運営に徹底的に改変することを支持する。したがって循環管理・運営法(Kreislaufwirtschaftsgesetz：＊いわゆるリサイクル法)は、より高率の再利用、より高いリサイクル率、より厳しい要件を目指してさらに改正されるべきである。廃棄物の輸出は禁止されねばならない。目標は人造物の自然循環との調和である。すなわち、原料と化学生成物の消費は、それが自然のプロセスと低下に負荷をかけすぎない限りでのみ許される。
Ⅳ－４．われわれはどのようにヨーロッパ連合を根本的に改革することを望むか？　民主主義、社会(福祉)国家体制(Sozialstaatlichkeit)、エコロジー、平和
ヨーロッパ連合はすべての加盟国の市民の生活に直接、かつますます広範に影響を及ぼしている。ヨーロッパ議会、国家および政府のトップで構成されるヨーロッパ理事会、理事会、ヨーロッパ委員会、ヨーロッパ司法裁判所の決定は、連邦共和国の人々の生活条件と日常生活を実質的に決定付ける。ＥＵレベルで行なわれる決定は、平和の確保、経済的および社会的(sozial)発展、大陸でのエコロジカルな挑戦課題の解決およびその他の問題にとって中心的な意味(重要さ)を持つ。ドイツにおける左翼の政策は、そうしたことからして、今日では以前にましてヨーロッパ次元を考えに入れ、ヨーロッパ政策形成のために独自の提言を行なわなければならない。ヨーロッパ連合は左翼党にとって欠くことのできない政治的行動局面である。
われわれは、他の左翼政党と共に、ヨーロッパ連合の中で根本的な政治転換のために闘う。われわれは、これまでと異なった、よりよいＥＵを求める。ヨーロッパ連合は、実際に民主的、社会的(ozial)、エコロジー的および平和的な連合にならねばならない。
ヨーロッパ連合条約の基礎はそれにそぐわない。したがってわれわれは、リスボン条約を拒否した。われわれの批判はその他さらに、とりわけこの条約文言の中に含まれているＥＵ安全保障および防衛政策の軍国化の言明に対して、ＥＵの基本方向を新自由主義政策の規範に合わせることに対して、社会(福祉)国家条項の放棄に対して、警察と公安当局の意図的な方法での協力強化に対して、また、引き続き存続しているＥＵとその諸機関における民主主義の欠如に対して、向けられてきたし、また向けられている。
ユーロ危機は、ＥＵ条約は民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的、平和的ヨーロッパにふさわしくなく、正反対に危機の先鋭化に寄与していることの証拠をもたらした。
ヨーロッパ連合は、ＥＵの軍国主義的、非民主的、新自由主義的である主要な法律の基本的諸要素すべてを全面的に見直すことによる再出発を必要とする。したがってわれわれはさらに、市民が共に作り上げ、彼らがすべての加盟国内で同時にこれを国民投票で表決することができる憲法のために尽力する。
われわれは、大多数の人々の利益となるヨーロッパの統合を新たな基礎に置くヨーロッパ連合の根本的な政治転換以下のものは望まない。
われわれは、民主主義と国家の主権を金融市場のいけにえに捧げないヨーロッパ連合を求める。われわれは、ヨーロッパにおける民主主義へのあらゆる侵害、たとえば国民国家の財政にたいする支配介入権を確立することによるそれを、拒絶する。
われわれは、国連憲章の趣旨にしたがって戦争を放棄し、構造的に侵攻能力を持たず、大量破壊兵器のない、軍事力の強化も、世界的な軍事力投入能力も、また世界的に軍事力を投入することも放棄した、平和的なヨーロッパ連合を望む。われわれは、軍縮、文民協力、ヨーロッパと世界におけるパートナーシップ関係の発展に期待をかける。
われわれは、排除と貧困のないヨーロッパ、適切に賃金が支払われ、社会的に(sozial)保障された労働および万人にとっての尊厳ある人生が確保されているＥＵを求める。社会(福祉)国家体制(Sozialstaatlichkeit)はＥＵの価値と目標であらねばならず、すべてのＥＵ政策の(国内での)実施に際して最高の優先度を持つ。左翼党は、ＥＵ基本法(EU-Primärrecht)中に社会的(sozial)先進条項を定着させることを支持する。ＥＵ内で競争がコントロールされるように、社会条項(soziale Vorschriften)の順守もまたＥＵ全体で再点検され、その違反は罰せられねばならない。租税ダンピング(*減税競争)を阻止するために、左翼党は企業課税の評価根拠の統一と並んで、企業利益に対する最低税率をＥＵ全体で適切な高さに確定することを要求する。
われわれは、ＥＵの法的根拠が経済政策的にニュートラル(中立)に形成され、また重要な公的セクターをともなった混合経済秩序ならびに将来の社会発展に対して開かれているヨーロッパ連合を望む。ＥＵの経済政策は、社会的な(sozial)進歩とエコロジカルな構造転換を促進するべきである。そのためには、より多くの公的投資と国内経済の強化が必要不可欠である。安定および成長条約は、持続可能な開発・発展、完全雇用、社会保障、および環境保全のための条約――対外経済安定策をも含む――に置き換えられねばならない。ＥＵは、賃金、労働条件、社会福祉(soziale Leistungen)、環境基準を切り下げることによる安値競争を阻止する、調整され民主的にコントロールされた経済政策を必要とする。ヨーロッパ中央銀行は民主的にコントロールされ、その働きは物価の安定と共に雇用や持続可能な開発・発展を目指さねばならない。
われわれは、一貫して社会的(sozial)かつエコロジカルであることを目指し、しかも発展途上諸国の問題により大きな配慮を割くヨーロッパ共同農業政策を求める。農業の第一次生産企業（Unternehmen der agrarischen Primärproduktion）は、企業規模や社会的（sozial）およびエコロジー的事業のためのマネジメント形態とは無関係に、農業に敵対的な資本の影響力を跳ね返すために支援されねばならない。
われわれはヨーロッパ連合に対して、金融市場が二度と再び投機に奉仕することなく、公共の利益に奉仕するために厳しいコントロール下に置かれるよう、世界的に尽力することを求める。資本流通規制はヨーロッパレベルで可能にされねばならない。ＥＵは、国家債務を民間商業銀行を迂回することなく受け入れる公的機関を必要としている。
われわれは、強力なヨーロッパ議会とすべてのヨーロッパ機関における透明な決定過程、ならびに市民のいっそうの直接的な協力を持つヨーロッパ連合を望む。ヨーロッパの政治の中で、ヨーロッパにおける憲法の伝統である人権および基本権は、域内市場の基本的自由よりも優先されねばならない。
われわれは、男女が実際に同権であり、出身民族(人種)、性、宗教または世界観、障害、年齢、あるいは性的アイデンティティーを理由とする人間差別が排除されているヨーロッパ連合を求める。われわれは、女性が最終的に職業でも社会でも男性と同じ可能性(機会)を持つことを求める。これは、たとえば子供の世話を確保するための、また賃金差別をなくす闘いのための法的施策を必要とする。
われわれは、あらゆる問題、とりわけ助成政策や投資政策を、地方同士が連帯して協力し合い、労働・生活諸関係の改善を前面に押し出すように扱う、ヨーロッパ連合の連帯的拡大を望む。ＥＵ財政では、資金の再分配によって、しかしまた加盟諸国の財政的貢献の引き上げによって、対応する資金が使用に供せられねばならない。
われわれは、法治国家体制、自由および安全が保証され、犯罪との闘いが基本権および人権に対する負荷にならないヨーロッパ連合を求める。ＥＵは権力分立の原則、および警察、秘密情報機関、軍隊の分離原則を守ることを公然と認めなければならない。亡命保護の基本権が保証されねばならない。したがって、国境防衛機関FRONTEXは解体されねばならない。ネオファシズム、外国人嫌悪、人種差別、宗教的原理主義、性差別、ホモフォビー（同性愛嫌悪）は全ヨーロッパでボイコットされねばならない。
われわれは、ヨーロッパ連合が世界の一員として同権的な国際関係を促進し、連帯的な経済を実現するために尽力し、グローバルな問題解決のため責任を全うすることを求める。
われわれは、この原則をわれわれの全政治活動の根底に据えるであろう。
ヨーロッパにおける左翼は、ヨーロッパ連合をめぐる闘いを取り上げるよう求められている。これまでとは異なった(＊オルタナチブの)ヨーロッパ、何百万の人々の利益になるよう自らの形成ポテンシャルを世界中で利用するＥＵは可能である――ヨーロッパ連合の政治と発展を、平和と文民による紛争解決を目指し、民主主義と家父長制の克服、社会保障とエコロジカルな持続可能性、および人間に奉仕する経済を目指す方向へ変革することに成功したならば。この異なったヨーロッパは、異なった世界が可能となることに貢献することができる。
左翼党は、自治体において、地方において、また加盟諸国において、そしてますますもってＥＵレベルにおいて、新自由主義的政策に反対する闘いが推進されることに貢献するであろう。われわれは、ヨーロッパ連合や加盟諸国の政策に対する抵抗の中で、また同様にあらゆるレベルの議会においても、われわれのヨーロッパ政策上のアプローチを代表する(主張していく)であろう。われわれは、説得力のある具体的なプロジェクトによって人々の協力を得、彼らを励まし、再び彼らが政治に参加することを望む。こうしてわれわれは、民主主義的な、社会的な(sozial)、エコロジカルな、平和なヨーロッパ連合の基礎の再構築というわれわれの政治目標を達成することができる。こうしてわれわれは、ネオファシズムと人種差別主義がＥＵ加盟諸国においてその人間蔑視のイデオロギーへの支持を得ることを阻止する。
Ⅳ－６．われわれはどのようにして平和を創造するか？　軍縮、集団安全保障、共同開発
左翼党は、社会の内部であれ国家間であれ、非暴力を支持する国際的な平和政党である。このことから、われわれは、戦争、国際法違反、人権侵害および紛争の取り扱いにおける軍事的思考論理に反対するわれわれのアンガージュマン(取り組み)を導き出す。暴力行為者や暴力を助長する権力構造に対する批判と共に、重要なことは、紛争原因の深部の脈略に関する啓蒙である。平和運動やすべての平和志向のパートナーと共に、われわれは構造的な暴力防止への道と文民による紛争解決のために努力する。われわれの指導理念（Leitbild）は、単に暴力の不存在以上のものを意味する公正な平和の理念である。なぜならそれ(指導理念)は、社会的な(sozial)、経済的、エコロジー的に持続可能な諸条件を、持続的で平和的な発展のための前提とみなすからである。
左翼党の国際主義的政策は次の4原則にもとづいている。すなわち、①集団的および相互的安全保障、軍縮および構造的侵略不能化による平和　②貧困、低開発(発展の遅れ)および環境破壊を克服する連帯政策　③民主的、社会的(sozial)、エコロジー的および平和的ヨーロッパ連合のための尽力　④国連の改革と強化――がそれである。
戦争ではなく連帯による平和
左翼党にとって戦争は政治の手段ではない。われわれはNATOの解体と、それに代えて軍縮を中心目標とするロシアを含む集団安全保障システムの構築を要求する。ドイツのNATO残留に関する決定とは無関係に、左翼党はいかなる政治状況においても、ドイツが軍事同盟の軍事機構から脱退し、連邦国防軍がNATOの最高司令部から切り離されることを支持するであろう。われわれは連邦国防軍のすべての戦闘への投入を直ちにやめることを要求する。それには国連憲章第7章にもとづいて国連が委託した兵力投入へのドイツの参加も含まれる。いわんや安全保障理事会は、ユーゴスラビア戦争でのNATOや、イラク戦争でのアメリカのような侵略者に対して、まだ一度も憲章にもとづいた決議を行なっていないのである。外交政策の軍事化に対する承認を得るために、“文民と軍隊の協力”とか“連結された安全保障”といったコンセプトについてますます多く語られている。左翼党は軍事施策と文民施策の結合を拒否する。左翼党は軍事目的のために文民の協力が利用されることを望まない。左翼党は武器輸出禁止を基本法に明記することを求める。
国連の改革と強化
左翼党は国際的な政党として、国際法と国連を、地球上の諸国や社会の間の平和的な意思疎通のための最も重要な機関とみなしている。人類はグローバルな挑戦に、ただ平和的に、対話の中で、多極的に、合意の上でさらに発展する法的枠組みを基盤としてのみ対応することができる。国連は自らの憲章の基盤の上に戻されねばならない。貧困、気候変動、集団疾病、戦争、食糧、水供給、エネルギー確保、規制されたグローバリゼーションの問題と挑戦、あるいは公正な商取引構造は万人にとってのテーマであり、それらはグローバルな協力のもとでのみ取り扱うことができるし、解決に近づけることができる。国連の中心的な任務は、世界平和の確保、すなわち国際法に立脚した予防と争いの調停、および持続可能な文民による紛争解決であり続ける。これには、とりわけ暴力の放棄と等しい安全保障（gleiche Sicherheit）の原則、さらには国連憲章の精神とその文言に一致した平和的な紛争解決のための諸規則が用いられる。そのためには、国連のより大きな権限、より大きな経済権限、国連機関のより大きな効率性、および国連安全保障理事会のより高度の正当性認知を含む懸案の改革が必要である。とりわけ、アフリカおよびラテンアメリカ諸国のより強力な代表権が欠けている。より大きくなった総会のより大きな権限を定着させることも必要である。しかしながらまた、OSZE(ヨーロッパ安全保障および協力機構)のような地域組織も憲章の目標実現に特別な貢献をすることができる。
軍縮および構造的侵略無能化
軍備拡張、対外派兵、EU-NATOパートナーシップに代えて、すなわち戦争の論理に代えて、国連憲章に規定された国際関係での武力行使禁止条項を厳密に守る平和的外交および安全保障政策への回帰が必要不可欠である。したがって左翼党は、軍縮と軍備管理に全幅の信頼を寄せ、武器輸出の厳格な禁止、ならびに厳密に防衛ポテンシャルにもとづいた戦力の改造を要求する。ＥＵとドイツはすべての核兵器オプションを放棄しなければならず、すべてのドイツに配備された核兵器は撤去され、完全に廃棄されねばならない。すべての大量殺戮兵器は禁止されねばならない。ヨーロッパ連合は文民による紛争防止で主導的役割を引き受けるべきであり、そのために必要な資力を生み出さねばならない。したがって、「軍・民共同ヨーロッパ対外事業」（militälisch-zivilier Europäischer Auswärtiger Dienst）や、｢共同対外・安全保障政策｣（GASP）、｢ヨーロッパ安全保障・防衛政策｣（ESVP）の枠組みでの軍事力投入への参加、およびＥＵ戦闘部隊（EU-Battle Groups）やＥＵ介入戦力(EU-Interventionsstreitkräfte)への参加は拒否されねばならない。左翼党はＥＵの軍国化に反対する。
左翼党は、連邦国防軍を世界的に派兵できる戦争遂行軍隊に再編することを拒否する。左翼党は、連邦国防軍の段階的軍縮のために尽力する。最も戦争遂行能力のある部分をまず武装解除するべきである。軍縮は、武器生産での従業員のための、兵士たちのための、連邦国防軍の施設、敷地のための、転換プログラムがともなわなければならない。
左翼党は、長期的に軍隊のないドイツとヨーロッパ、戦争のない世界という目標を追求する。基本法は侵略の準備と侵略への参加を禁止している。ドイツの地から再び戦争を引き起こすことは絶対あってはならない――との命題が再び有効性を獲得しなければならない。連邦国防軍はすべての外国展開から引き上げられねばならず、必要不可欠な災害救助を超えての連邦国防軍の国内展開は厳しく禁止されねばならず、同軍の国内展開を見込みまた可能にする緊急時態法は廃止されるべきである。左翼党は、軍隊投入ではなく人道的救援を求める。われわれは、これまで戦争のために支出された何十億ユーロもの資金を、国際的危機と大災害克服に際しての救援のために投入することを求める。効果的な災害防御は専門教育を受けた救助隊員を必要とする。すなわちそれは、軍隊ではなく医師、技術者、あるいは科学者たちである。したがってわれわれは、文民救援隊（ziviles Hilfskorps）の設立を提案する――国際的な災害救助のための｢ウィリー・ブラント隊｣(Willy-Brandt-Korps)の設立を。それは兵力投入に対する平和的オルタナチブである。
左翼党は、戦争と独裁体制支援に奉仕する国際警察投入への連邦および州警察の参加をやめるよう要求する。また軍事顧問使節団にも終止符を打たねばならない。左翼党は、国連の傘下に文民の収容能力を持つ文民災害防御隊（ziviler Katastrophenschutz）の設立を要求する。ドイツは国際レベルで国連主導の災害救援のために尽力するべきである。ウィリー・ブラント隊は長期的にはこの中に統合されるべきである。
ドイツ内のすべての外国の軍事基地は閉鎖されねばならない。連邦共和国内のインフラは、国際法違反の戦争や、囚人の国外追放といった人権に反する施策を可能にするために利用されてはならない。
国際協力と連帯
われわれの目指すところは、世界的な輸出市場の分け前をめぐる競争を推し進める代わりに、窮貧国のために持続的な開発・発展の展望を生み出し、グローバルで社会的(sozial)な、エコロジカルで民主的な諸権利を貫徹する、連帯的な世界経済秩序である。直接投資と多国籍コンツェルンは厳しい規制と管理下に置かれねばならない。社会的(sozial)およびエコロジー上の基準の順守が保証されねばならない。国際機関は民主化されねばならない。
連帯的開発・発展と平和は相互依存の関係にある。公的な開発・発展協力は、最終的には、すでに何十年も前に合意されているように最低でも国内総生産の0.7％が達成されねばならない。とりわけ、低開発、国家崩壊、内戦で苦しめられている国々が強化されねばならない。それに貢献できる施策は、負債免除、開発援助の急速な増額、効率よい公共サービス――とりわけ教育、保健医療、生活基盤事業分野での――および法治国家的、民主的機構を構築するにあたっての支援、さらには適切な技術移転などである。
21世紀の社会(sozial)、エコロジー的改造は、グローバル、かつ連帯的にのみ達成される。気候破局の回避だけでも、専門家の評価によれば、北の南に対する年間およそ1,000億ドルの支援――ずっと以前に期限切れとなっている富裕国の開発途上国へのＧＤＰの0.7％の資金提供に加えて――が必要である。左翼党は、連邦共和国とヨーロッパ連合が、貧困撲滅の闘いに、また発展途上国の気候変動への対処とその抑制のため、必要額でのいかなる条件もつけずに財政的および技術的貢献を行なうことを要求する。環境技術は、途上国にとって無償で、あるいは最も有利な特別条件で利用できるようにするべきである。われわれは、北から南へのエネルギー・資源多消費型生産の移転に対し厳しく反対する。
開発・発展政策は、南・南関係、地域市場、および小規模農業生産を強化し、途上国での原料加工を促進し、世界市場での公正価格に配意し、開発政策の弱点としての両性間の公正を助長し、少女と女性の教育を促進しなければならない。金融市場の規制と地域的な備蓄を確立することによって、食料品への投機を阻止するべきである。バイオアルコール生産のための農業粗製産物輸入は排除されねばならない。われわれは開発途上国への輸出補助金に反対し、途上国の食糧主権(自給体制)確立を支援することを支持する。ＥＵとグローバルな南の諸国とのエネルギー・パートナーシップは、エネルギー転換に共に参加する利益の中で形成されるべきである。貧困、低開発、環境破壊の克服を困難にするような計悪は停止されねばならない。
Ⅴ．政治転換とよりよい社会のための共同
左翼党は連邦共和国における政治的力関係を変え始めた。左翼党は、より高い賃金、公的な未来投資計画、無料の大学教育、社会保障、持続可能なエネルギー政策のための闘い、また自然環境の保護、民主主義と平和のための闘いが、新たな力で推進されることに貢献している。今日では、政治はもはや新自由主義諸政党のカルテルによっては支配されえない。
左翼党は、新自由主義と資本支配、帝国主義政策と戦争に対して、根本的な社会的および政治的な対極に立つ。左翼党は民主的、社会的(sozial)、解放的で平和な社会のために闘う。社会的な抵抗力を動員して、また根本的な改造のために力を傾注することによって、われわれは社会主義社会を目指して出発する。その際われわれは、過去の社会的(sozial)、政治的戦いの中ですでに獲得された社会福祉国家的、法治国家的、民主主義的成果、およびエコロジカルな諸規制を引き継ぐ。われわれはそれをいっそう発展させ、さらに変革を推し進めるための出発点として活用したい。
左翼党の戦略的な中心課題は、社会の連帯的な改造と左翼の民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的、平和的政策を遂行するために、社会的な力関係の転換に貢献することにある。われわれは権力関係および所有関係の変革に努める。そのためには、中核的な従業員から失業者や不安定被雇用者に至る賃金生活者の連帯を生み出すことが必要である。左翼党の重要な任務は、彼らの共通の利益を強調することにある。労働組合や政治的大衆組織、教育・文化団体、消費協同組合、女性および青年組織、並びにそれらが労働者居住地域に深く根付いていることと関係を持つ伝統的な労働者運動は、ますます消滅しつつある。そのことは、福祉切捨て(Sozialabbau)と非民主化に反対する、また左翼のオルタナチブを支持する大規模な大衆運動のための動員を弱体化させる。しかしながらわれわれは、新たな階級意識を生じさせうる紛争(対立)を体験している。
階級的力を生み出し、それを貫き通すためには、その中で共通の利益が形成され、それを貫徹するための闘いが行なわれる労働組合や政治組織が必要である。この過程を意識的、積極的に促進することが左翼党の任務である。
広範な左翼の同盟
左翼党は学習する党であることを自覚している。左翼党は市民と共に政策を形成したい。われわれは、よりよい社会のためのわれわれの提言を単独でも、社会の多数派に反しても実現することができないことを知っている。われわれはより充実した議論――開かれた、透明な、文化に富んだ、民主的な――を通して闘い、社会からコンセプトを掴み取り、独自のそれ発展させ、広範な社会の多数派を獲得したい。政治の方向転換は議会のレベルだけでは遂行できない。それは議会外と議会内分野での政治闘争の相互作用の中でのみ達成することができる。
社会的(sozial)変化と政治的変革は社会から成長し、多くの人々によって担われねばならない。したがってわれわれは、新自由主義と資本の支配に反対し、社会の連帯的改造へ向けての左翼の民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的および平和的な政策のための、広範な社会的同盟を目指して闘う。こうした同盟は、賃金生活者や社会的に(sozial)恵まれない人々、さらには追い詰められた中産階級およびその他の社会福祉(sozial)や自由やヒューマニズムを志向する境遇の人々にも呼びかけるべきである。われわれは、ドイツとヨーロッパおよび国際的な規模での現役労働者、失業者、および被差別者たちに依拠した共通の利害、ならびに彼らの具体的な諸問題を出発点とする。
われわれは、労働組合、グローバリゼーション批判および社会批判の運動、社会(sozial)運動、学術および文化分野の進歩的な人々、さらには左翼の政治的諸党派との同盟を発展させたい。われわれは、ネオファシズム、人種差別主義、反ユダヤ主義、およびイスラム敵視に反対する連合を支持し、社会的(sozial)公正のために、よりよい教育、解放と一層の民主主義、平和と自然保護のために尽力しているすべての人々と協力し合いたい。
政治の方向転換と連帯的再構築を遂行するために、われわれは、強力で、積極的、戦闘的で、政治的に自立して行動する社会を必要とする。そのような社会は市民社会の中だけで起こるのではなく、労働の世界でも根付いている。このことは、労働組合に組織された被雇用者に、社会的な力を行使しうる地位(gesellschaftliche Machtposition)――それは社会的(sozial)および社会主義的改造(再構築)の遂行にとって中心的な重要さを持つ――を与えている。活発に行動する、戦闘能力のあるネットワークと独立した構造を持つ社会運動(soziale Bewegungen)は、同様に社会的変革を遂行するためのぬきんでた重要性を持っている。
左翼党は、その左翼政党としての機能からして、政治同盟の中に独自の専門知識(Kompetenzen：責任分野)を持ち込み、その資源(Ressourcen)で同盟を支える。われわれは政党としてわれわれの政治的パートナーの関心事と活動を取り入れ、われわれ独自の機能を果たす。われわれは、労働組合、社会(福祉)団体、イニシアチブ(市民運動)、プロジェクト、およびグローバリゼーションに批判的な運動に積極的に参加するよう、われわれの仲間(党員)を支援する。
われわれは、人々が彼らの利益に反する政策に対して、デモンストレーションや市民要求(請願)行動(Bürgerbegehren)、および市民的不服従(ziviler Ungehorsam)によって、さらにまた政治ストやゼネストによって自らを防衛することを励ましたい。後者は、他のヨーロッパ諸国が示しているように、支配者と資本に対して制約を加え、変革を強要するための有効な闘争形態の一部である。
われわれは、社会発展のもう一つの(他の)発展方向に乗り出す中心的なオルタナチブ・プロジェクトで他の左翼勢力と協力して働くと共に、それを強く支持するであろう。このようなプロジェクトは、現在の社会的(sozial)、政治的な闘いから成長するもので、さまざまな勢力の公開討論と活動の中で育てられなければならない。民主主義的および社会的(sozial)プロテストの結合、現在における政策の共同形成、および長期的な改革オルタナチブの開発を、われわれは戦略的な挑戦であると考えている。
新自由主義イデオロギーとの対決
左翼党は、新自由主義のイデオロギーに対して、他の発展の道筋に立つオルタナチブの立場を対置する。われわれはこれを企業や自治体、さらには日常生活の中での経験や紛争と結合し、開かれた闘い(対決)の中で大衆的かつ攻勢的に推し進めたい。経済、エコロジーおよび社会(sozial)問題の先鋭化について、われわれは何よりもまず、これは資本の利害の影響下での、新しい挑戦に対する新自由主義特有の解答の産物であると、また資本主義経済がもたらす危機(恐慌)過程と矛盾の表れであると考える。その際、左翼党は個別経済的視点と全社会的視点との間の矛盾を明らかにする。重要なことはそれを批判する取り組み(闘い)と広報活動と行動であり、広範な教育活動であり、ネットワークでのアンガージュマン(積極的かかわり)であり、学術上および出版物による討論への参加である。
議会、人民(国民)代表および政府での活動
議会内および議会外の政治活動は、左翼党にとっては切り離すことができない。選挙および政治闘争の中で、われわれはわれわれのオルタナチブの改革プロジェクトを提唱し、それを遂行するための多数派を獲得しようと思う。われわれは議会活動が、議会外の左翼勢力との共闘に、また自らの改革提案の公表に、さらにそれによって最終的には新しい社会的力関係と政治的多数派の成長に役立つよう、議会活動を構築する。われわれは政治プロセスの透明性を高めるよう努め、政治権力の乱(悪)用を暴露すると共にそれを阻止したい。
議会での反対派(野党)も政府内での活動も、左翼党にとっては政治活動と(新しい)社会形成の手段である。冷遇されている人々の境遇改善のための闘い、左翼のプロジェクトおよび改悪計画の開発と実施、力関係の転換と政治転換の開始は、われわれの政治活動の成果を測る尺度である。われわれは、われわれが努力している政治と社会の方向転換を促進する限りにおいて、他の諸政治勢力と議会内の同盟を組む。われわれは、われわれの政策の中で、自治体、州、連邦およびヨーロッパレベルへの政治的影響のさまざまな可能性を考慮に入れる。その場合、政治転換遂行にとって決定的に重要なのは連邦政治のレベルである。ここにはそのために必要不可欠な最大の権限（Kompetenzen）がある。ここで最大の転轍作業(方向付け)が行なわれる。
左翼党の発信力、支持、成功の前提条件は選挙の前後でのわれわれの信頼性である。左翼党は、その綱領上の特徴や、あらゆる政治状況下での内的基本姿勢によって見分けがつかなければならない。われわれは他の(異なった)政策を望んでおり、その際大衆討論でヘゲモニーをとるために闘う。左翼党の政権参加は、それが新自由主義的な政策モデルからの決別を成し遂げ、社会(sozial)・エコロジー的方向転換に着手する場合にのみ意義がある。左翼党は、われわれがそれによって人々の生活諸条件の改善を達成することができる場合にのみ政権参加に努力する。こうして左翼党と社会運動(soziale Bewegungen)の政治力が強化され、多くの人々の間にある無力感とオルタナチブ喪失感が払拭される。政権参加は、それぞれの条件下で具体的に議論されるべきであり、またこれらの政治的諸要求で測られるべきである。選挙綱領と連立協定に関する決定は、この意味でそれぞれ所管の党大会が行なう。
戦争を行い、連邦国防軍の外国への戦闘出動を容認し、軍備拡張と軍国化を進め、生活基盤事業の民営(私有)化あるいは社会福祉切り捨てを推し進め、その政策が公共サービスの任務遂行を悪化させる政府には、われわれは参加しないであろう。われわれにとって、政治転換の中心には、連邦レベルで公共部門の財政余地を拡充すること、ならびに社会(福祉)国家の強化がある。われわれにとってとりわけ重要なことは、より強力で、しかも行動能力のある公共サービスであり、法的最低賃金の実施であり、賃金ダンピングと賃金協定以下の低賃金に対する闘いであり、また｢ハルツⅣシステム｣(*雇用促進を理由とする失業給付の削減)の克服である。左翼党は、社会的(sozial)、文化的教育特権を克服し、相対的に貧困な住民グループの状態を改善する政策を要求する。左翼党は、民主主義的権利の拡充のために尽力し、監視国家と市民権のさらなる制限を拒否する。
左翼の政策は常に、また政権内にあってさえも、資本の利益を守る構造的権力と議会の論理に屈しないために、労働組合やその他の社会運動(soziale Bewegungen)および議会外の圧力を動員することに依拠することができなければならない。われわれは、人々が自らの利益を守るために行動に立ち上がるよう励ましたい。
ヨーロッパでの協力と国際協力
ヨーロッパ左翼党(単数)、ヨーロッパ議会における左翼フラクションの議員たち、政治団体や社会(sozial)団体、それに社会(sozial)運動の活動家たちと共に、われわれは今後とも民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的、平和的ヨーロッパのために闘い続けるであろう。このようなＥＵの新たな方向付けは、議会からだけでは強要されえない。効果的な議会外の対抗勢力の組織化なくしてＥＵの諸機関の民主化も、経済権力（Wirtschaftsmacht）の民主化も達成されない。こうした理由から、われわれは全ヨーロッパ的な議会外政策ネットワークと全専門分野でのプロジェクトの構築を全力で促進したい。
左翼党は、ヨーロッパ左翼党(単数)がヨーロッパの政治生活における重要なファクターとして機能しうることに貢献するであろう。ドイツにおけるわが党と同様に、それは左翼の統一への第一歩であり、民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的平和的ヨーロッパへ向けて勢力関係を変えることができる。われわれは、わがヨーロッパ党内におけるすべての左翼の同権を支持する。われわれは、ヨーロッパ左翼党が現存する相違を忘れることなく、共通点を中心に据えることを望む。われわれが共通の考え方と政治(策)的アプローチの土台の上に立つ限り、われわれは強固であろう。左翼党はこの意味で、ヨーロッパ左翼党の活動とヨーロッパにおける左翼政策の構築へ向けて、自らの提言を今後とも持ち込んでいくであろう。そこでわれわれは、われわれと共に他の(異なった)ヨーロッパのために闘うことを願うパートナーを探している。こうして、多数派を獲得できるようになり、社会的な論争に加わり、ヨーロッパ人の多数派の利害の中で変革を引き起こすことができる、そのようなオルタナチブが生まれる。
われわれは、他のヨーロッパ諸国、とりわけ連邦共和国に隣接する諸国において左翼諸政党をまとめる（Gliederung）ためのパートナーシップ関係を特に重視する。左翼党は撤回の余地なくヨーロッパ中心主義的な見方と決別する。左翼党は国際主義的政党である。左翼党は社会(soziale)運動との全世界的同盟を代表している。
新しい政治スタイル
左翼党は、透明性、社会的対話、および直接的な市民参加という新たな政治スタイルを代表している。それは社会の中に根付き、社会的な支持を得れば得るほど強くなる。議会における左翼党の政策は、積極的な批判、大衆の圧力、議会外の動員を必要とする。女性たちが左翼党を彼女らの利益代表として体験し、その(左翼党の)中に、彼女たちが家父長的社会関係によって妨げられることなく政治変革のために闘うことができる政治活動の場を見出さねばならない。職業政治家は、左翼党のために無給で活動する諸勢力と密接に協力する。すべての州議会、連邦議会およびヨーロッパ議会の議員は、出身および所得額に関する申告を公開するよう義務付けられている。議会の議員は、その代表権行使の間は企業あるいは経済団体から報酬を受けてはならない。わが党はコンツェルンや銀行から寄付金を受け取らない。
左翼党の潜在力はその党員の能力の中に、その社会への根付きと生活経験の中にある。政治参加と関心は、社会的なプロセスの形成と展開に際しての自律的で同権的な行為と民主的な共同決定によって生まれる。われわれは、このビジョンをわが党内でも生かしたい。左翼党はその政策を、草の根民主主義が定着した中で、選ばれた指導部と党員の密接な協力によって発展させる。複数主義と透明性は、わが党を支える柱である。政治(政策)の方針決定に当たっては、左翼党は党内で、またその議会外の基盤の参加のもとに討議しなければならず、義務を有する党員の表決によって、党はどう行動するかを明らかにしなければならない。
共によりよい社会のために
ますます多くの人々が自制の効かない資本主義を拒絶し、自由、社会的(sozial)平等と公正、連帯の社会を求めている。左翼党は、彼らと共に民主主義的、社会的(sozial)、エコロジー的社会のために、民主主義的な社会主義のために闘いたい。オルタナチブは“自由か社会主義か”の二者択一ではなく、搾取と抑圧のない民主主義的な社会主義社会における民主主義と自由である。われわれは共同してこの国を変え、よりよい社会を築くことができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（完）　　　　
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